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1-1電 気通信事業等

(1)第 一種電気通信事業

資料1-1新 第一種電気通信事業者の概要

(4年 度末現在)

会 社 名 役務の種類等 業務区域(県 域の一部地域の場合を含む) 事業開始年月日

長
距
離

系

第 二 電 電 ㈱ 電 話 ・専 用 専用電話 46都 道府県
47都 道府県

専 用61.10.24電

話62.9、4

日 本 テ レ コ ム ㈱ 電 話 ・専 用
専用
電話
縣

46都 道府 県
47都 道 府 県
45都 道 府 県

専 用61.8.1
電 話62.9.4

JR系62.4.1

日 本 高 速 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用
専用
電話
22都 府県
28都 府県

専 用61.11.11

電 話62.9.4

衛
星
系

日本 通 信 衛 星 ㈱ 専 用 全 国 元.4.16

宇 宙 通 信 ㈱ 専 用 全 国 元.7.8

㈱ サ テ ラ イ トジ ャパ ン 専 用 全 国 6.7.1

地

域

系

東京通信ネットワーク㈱ 電 話 ・専 用
東 京 都、神 奈 川 県、千 葉 県、埼 玉
県 、群 馬県 、栃 木 県 、

茨 城 県、 山梨 県、 静 岡 県

専 用61.11.1

電 話63.5.ユ

大 阪 メデ ィア ポー ト㈱ 専 用
大 阪府 、 京都 府 、兵 庫 県 、
滋 賀県 、奈 良県 、和歌 山県 、福 井
県

62.3.1

中部 テ レ コ ミ⊥ニ ケ ー
シ ョン㈱

専 用 ・デ ジ タル
デ ー タ 伝 送

愛知県、岐阜県、三重県、
静岡県、長野県

専 用63.6.1

テツタル4.4.1

㈱四国情報通信ネット
ワーク

専 用
デ ー タ 通 信

香川県、徳島県、高知県、
愛媛県

元.10.2

九州通信ネットワーク㈱ 専 用
福 岡県、 佐 賀 県、 長 崎 県 、
熊 本 県、 大 分 県、 宮 崎 県、
鹿 児島 県

一
兀.11.1

北海道総合通信網㈱ 専 用 北海道 2.5.1

中国通信ネットワーク㈱ 専 用 広 島県 、 岡 山県 、 山 口県 5.10.1

レ イ クシテ ィ ・ケー ブ

ル ビジ ョン㈱ 専 用 諏訪市、岡谷市等7市 町村 62.10.1

国
際
通
信

日 本 国 際 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用 全 国 専 用 元.4.1電 話
元.10.1

国際デジタル通信㈱ 電話・専用・その他 全 国
専 用 元.5.1電
話 元.10.1
その他3.4.1

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ移 動

通信 網 ㈱

電 話
(自動車 ・携帯等 〉
無 線 呼 出

全 国 4.7.1

自_

動‡

診

幹

日 本 移 動 通 信 ㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

東 京都 、神 奈 川 県 、埼 玉 県 、
千葉 県 、茨 城 県 、愛 知 県 、
三 重 県 、岐 阜 県 、静 岡 県 、
長 野県 、 山梨 県

63.12.15

関西セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

大 阪府、京都府、兵庫県、
滋賀県、奈良県、和歌山県

元.7.14

九州セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

福 岡県 、佐 賀県 、長 崎 県 、
熊本 県 、大 分 県 、宮 崎 県 、
鹿 児島 県

元.12,8

中国セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

広 島県、 岡 山県、 山口 県、鳥
取 県 、 島根 県

元.12.8
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会 社 名 役務の種類等 業務区域(県 域の一部地域の場合を含む) 事業開始年月日

自

動デ

車吉

電寿

話さ

等

東北セルラー電話㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

宮城 県、 山形 県 、福 島県 、
新潟 県、 青 森 県 、秋 田県 、
岩 手 県

2.4.18

北海道セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯) 北 海 道

2.8.8

北陸セルラー電話㈱ 電 話(
自動車 ・携帯) 富山県、石川県、福井県

2.9.28

四国セルラー電話㈱ 電 話(
自動車 ・携帯)

香川県、愛媛県、徳島県、
高知県

2.12.7

沖縄 セルラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

沖 縄 県 4,10.20

自
動
車電

話
等
(

デ
ジ
タ
ル

方
式
)

㈱ 東京デジ タルホン 電 話(携 帯) 関'東 魑地 域 6.7.1

㈱ ツー カーセル ラー東京
電 話
(自動車 ・携帯)

関 東 地 域 7,4.1

㈱関西デジタルホン
電 話
(自動車 ・携帯)

関 西 地 域 6.12.1

㈱ ツ ー カ ー ホ ン 関 西
電 話
(自動車 ・携帯〉

関 西 地 域 .6.4.30

㈱ 東海デジタルホン
電 話

(自動車 ・携帯)
東 海 地 域 .6.12.2q

㈱ ツー カーセル ラー東海 電 話
(自動車 ・携帯)

東 海 地 域 、7.4.1

簡
易
陸
上
移
動
無線

電
話

十 勝 テ レ ホ ン ネ ッ ト
ワー ク㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

帯広市及びその周辺
一
兀.11.28

㈱ テ レ コ ム 青 森
電 話
(自動車 ・携帯)

青森市、弘前市、五所川原
市、黒石市及びその周辺

2.8.30

釧 路 テ レ コ ム ㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

釧路市及びその周辺 2.11.1

山 ロニ ュー メデ ィア セ
ン ター ㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

山口市、防府市、宇部市、
新南陽市、徳山市等5市3町

2.12.1

㈱ テ レ コ ム 八 戸
電 話
(自動車 ・携帯)

八戸市及びその周辺地域 5.9.1

長岡移動電話システム㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

長岡市及びその周辺地域 5.9.1

テ レネ ッ ト遠 州 ㈱ 電 話
(自動車 ・携帯) 浜松市及びその周辺地域 5.10.1

船
舶
電
話

関 西 マ リ ネ ッ ト ㈱
電 話
(船 舶 ・携帯)

大阪湾及び播磨灘並びに大
阪府及び兵庫県の周辺海岸
部

元.12.1

瀬 戸 内 マ リ ネ ッ ト㈱
電 話
(船 舶 ・携帯)

広島湾、安芸灘、斎灘、伊予灘
及び燧灘並びに周辺海岸部 3.4.26

募
畷
日本 シ テ ィ メデ ィ ア㈱ デジタルデータ伝送

(自動 車 ・携 帯)
東京都、神奈川県、千葉県、
埼玉県 元.12.20

無
線
呼
出
し

北海 道 テレメッセージ㈱ 無 線 呼 出 し 北 海 道 62.10.1

青 森 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 青 森 県
一

兀.7.26 ,

岩 手 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 岩 手 県
一

兀.7.17
.

宮城 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 宮 城 県 62.1a21
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会 社 名 役務の種類等 業務区域(県域の一部地域の場合を含む) 事業開始年月日

無

線

呼

出

し

秋 田 テ レ メ1←・セ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 秋 田 県 元.7.28

山 形 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 山 形 県 元.7,20

福 島 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 島 県 63.7.25

栃木テレサー ビス㈱ 無 線 呼 出 し 栃 木 県 元.8,1

茨城 テ レ メッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 茨 城 県 2,228

群 馬 テレサー ビス㈱ 無 線 呼 出 し 群 馬 県 63,11.1

東 京 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し
東京都、神奈川県、千葉県、
埼玉県

62,10.1

㈱ 山 梨 テ レ 通 信 無 線 呼 出 し 山 梨 県 63。10.13

㈱新潟テレサービス 無 線 呼 出 し 新 潟 県 63.4.1

㈱ 長野 テ レ メ ッセー ジ 無 線 呼 出 し 長 野 県 63.4.1

富山ペー ジングサービス㈱ 無 線 呼 出 し 富 山 県 63.3.17

石 川 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 石 川 県 2.9.10

福 井 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 井 県 63.3.1

静 岡 テ レ メッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 静 岡 県 63.3.25

中部 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛知県、岐阜県、三重県 62.10.1

関 西 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し
大阪府、京都府、兵庫県、
滋賀県、奈良県、和歌山県 62.10.1

r

山陰 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 鳥取県、島根県 2.8.1

㈱ 岡 山 テ レ メッセー ジ 無 線 呼 出 し 岡 山 県 62,10.28

㈱ テ レ メ ッセー ジ広 島 無 線 呼 出 し 広 島 県 62.10.28

山 ロテ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 山 口 県 63.10.1

㈱ 徳 島 テ レ メ ッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 徳 島 県 2.6.1

香 川 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 香 川 県 63.12.21

愛媛 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛 媛 県 63.3.1

高知 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 高 知 県 2.7.1

九州 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 岡 県 63.2.22

佐 賀 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 佐 賀 県 63.3.1

長崎テレメッセニジ㈱ 無 線 呼 出 し 長 崎 県 63.6.1

㈱ 九州 ネ ッ トワー クシ
ステ ム

無 線 呼 出 し 熊 本 県 62.9.1

大分 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 大 分 県 2.4.1

㈱ 宮崎 テ レ メ ッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 宮 崎 県 2.11.1

㈱鹿児島テレコール 無 線 呼 出 し 鹿 児 島 県 63.12.1

㈱ 沖縄 テ レ メ ッセー ジ 無 線 呼 出 し 沖 縄 県 62.12.25

(注)1.業 務 区域(接 続 対象 地 域)に は 、 県域 の 一部 の み を対 象 とす る場 合 を含 む。

また、 開 業予 定 地域 を含 む。 事 業 開始 年 月 日の 下 線 は未 開 業。

2.中 部 テ レ コ ミュ ニ ケー シ ョン㈱ の デ ジ タル デー タ伝 送 役 務 は パ ケ ッ ト交 換

サ ー ビ ス。

3.国 際 デ ジ タル通 信㈱ の そ の他 の役 務 は フ ァ クシ ミ リ通 信 サ ー ビ ス。
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資料1-2電 報通数の推移

(単位:千 通)

年 度

区 別
62 63 元 2 3

4

(4～9月)

一 般 電 報 3,827 3,660 3,669 3,695 4,065 2,018

慶 弔 電 報
37,211

(91)

37,811

(91)

39,707

(92)

40,795
(92)
42,895
(91)
19,796
(91)

内
訳

慶 祝 電 報 19,249 18,635 19,858 20,299 21,315 9β39

弔 慰 電 報 17,962 19,176 19,849 20,496 21,580 10,457

合 計 41,038 41,471 43,376 44,490 46,960 21,814

国 民1入 当た り年通数(通)
⑪.34 0.34 ⑪.35 0.36 0.38 0.18

(注)1.()内 は、総通数中に占める慶弔電報通数の割合である。

2.4年(4～9月)の 国民1人 当たり年通数は、3年 度末の人〔1を用いている。

資料1-3加 入電信契約数の推移

(単位:契 約)

年度末

区 別
62 63 元 2 3

4

(9月 末)

加 入 電 信 加 入 数 32,696 31,551 29,910 27,378 24,835 23,452

(注)旧 電信型公衆通信回線使用契約数を含む。
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資料1-4加 入電話等契約数の推移

(単位:契 約)

年度末

区別
62 63 元 2 3

4

(9月 末)

一

般

加

入

電

話

等

単独電 話 47,601,477 49,623,483 51,826,1511 53,973,025 55,772,102 56,777,459

共 同電話 375β21 283,307 211,847 158,572 U5,438 99,759

地域 団体
加入電話 6 3 3 3 3 3

有線放送
電話接 続
回 線

170 159 123 115 102 96

小 計 47,976,974 49,906,952 52,038,124 54,131,715 55,887,645 56,877,317

集
団
電
話

事 業 所
集 団 電 話
(ビル電話)

442,270 432,627 415,495 396,223 372,264 315,749

地 域
集 団電話

30 25 20 15 9 9

加入電話等合計 48,419,274 50,339,604 52,453,639 54,527,953 56,259,918 57,243,075

人 口100人 当
た り普 及 率

39.7 41.1 42.7 44.3 45.3

(注)昭 和63年 度以降は、単独電話加入数に新第一種電気通信事業者分を含む。

資料1-5加 入電話 トラピックの推移

年 度
区 別 63 元 2 3

通話回数

(百万回)

区 域 内 46,950 49,497 50.0310 50,800

100kmま で 16,016 17,779 18,766 19,561

100km超 5,369 5,928 6,266 6,511

合 計 68,335 73,204 75,062 76,873

通話時間

(万時間)

区 域 内 189,043 200,894 206,236 213,019

100kmま で 87,264 96,308 102,625 108,834

100km超 32,261 35,102 37,140 39,310

合 計 308,568 332,304 346,001 361,163
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資料1-6 種類別公衆電話数の推移

(単位:台)

年度末

区 別
62 63 元 2 3

一

4

(9月 末〉

街頭公衆電話
596,783

(290,443)

636,526

(407,611)

679,929

(530,031)

726,343

(641,393)
748,097
(694,807)

闇

756,019
(713,393)

店頭公衆電話 231,417 190,720 149,536 106,394 82,102

層

73,213

合 計 828,200 827,246 829,465 832,737 830,199

一

829,232

人口千人当た
り普及率

6.8 6.8 6.8 6.8 6.7

一

6.7

(注)ユ.()内 は、カー ド公衆電話の再掲である。

2.昭 和63年 度以降は、新第一種電気通信事業者の公衆電話を街頭公衆電話に含め

ている。

3.4年(9月 末)の 普及率は、3年 度末の入口を用いている。

資料1-7船 舶電話契約数の推移

年度末

区 別
62 63 元 2 3

4

(9月 末)

契 約 数 16,897
(2,617)

18,014

(2,749ン

19,620

(3,⑪43)

21,194

(3,613)
22,082
(3,916)

22,763
(3,425)

(注)()内 は、利用休止分の再掲である。

資料1-8航 空機公衆電話数の推移

(単位:台)

年度末

区 別
62 63 元 2 3

4

(9月 末)

航空機公衆電話 96 109 111 132 149 164
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資 料1-9一 般 専用サー ビス回線数の推移

年度末
区 別 62 63 元 2 3

4

(9月 末)

帯

域

品

目

自

由

利

用

3,4kHz 199,271 246,931 291,608 329,076 352,303 357,134

3.4kHz(S) 3,483 4,594 5,902 7,451 8,294 8,392

48kHz 183 143 131 一 一 一

240kHz 14 13 12 } 一 一

目

的

利

用

音 声 伝 送 235,765 260,980 279,583 293,873 305,237 309,640

音 楽 放 送 226 208 207 201 202 206

AM放 送 370 385 419 448 469 477

FM放 送 31 33 32 32 34 32

そ の 他 2,204 1,869 1,667 1,612 1,238 960

小 計 441,547 515,156 579,561 632,693 667,777 676,841

符

号

品

目

50b/s 166,338 182,553 200,815 220,468 239,184 247,300

100b/s 344 312 391 一 　 一

200b/s 6,018 5,621 4,464 一 一 一

300b/s 84 166 120 一 一 一

1,200b/s 8,218 11,45.8 11,274 一 一 一

2,400b/s 8,629 12,609 7,521 5,482 5,067 5,539

4,800b/s 4,490 7,205 6,841 7,185 8,067 8,837

9,600b/s 9,698 13,321 17,580 24,841 32,585 35,363

そ の 他 55 46 19 15,902 16,464 15,978

小 計 203,874 223,291 249,025 273,878 302,047 313.1017

合 計 645,421 748,447 828,586 906,571 969,824 989,858

(注)1.昭 和62年 度 末以 降 の数 字 は 、NTTと 新 規事 業 者 との合 計値 で あ る。

2.昭 和63年 度 末以 降 の数 字 に は 、 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信 ㈱ の 分離 に よ り

NTTと エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信 ㈱ との契 約 数 が含 まれ て い る。

3.48、240kHz及 び100～1,200b/sは 、2年 度 か ら 「そ の他 」 に含 め て い る。
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資料1-10高 速 デジタル専用線サービス等の回線数の推移

年度末
区 別

62 63 元 21 3
4

(9月 末)

高速デジタ

ル伝送サー

ビス

64kb/s 620 1,053 1,609 2,628 4,613 5,884

128kb/s 一 一 一 4 173

一

299

ユ92kb/s 700 986 ユ,240 1,542 ユ,820

一

2,007

256kb/s 一 一 『 8 105

一

184

384kb/s 998 1,376 1,745 2,167 2,518

一

2,655

512kb/s 一 一 一 8 92 152

768kb/s 995 1,478 1,933 2,287 2,556 2,659

1Mb/s 一 一 一 5 52 105

1.5Mb/s 827 1,092 1,372 1,732 2,054 2,172

2Mb/s 『 一 一
ユ 2 2

3Mb/s 39 167 320 474 568 599

4。5Mb/s 一 一 『 5 23 30

6Mb/s 228 302 339 422 499 500

小 計 4,407 6,454 8,558 11,283 15,075 17,248

衛星デジタ

ル専 用 線

サービス

64kb/s 2 2 1 0 0 0

192kb/s 1 1 0 4 4 4

384kb/s 0 0、 0 0 0 2

768kb/s 2 2 2 0 2 0

1.5Mb/s 4 6 4 4 4 2

6Mb/s 0 0 一 『 一 一

衛星 ビデ オ通信サー ビ ス 0 2 4 2 5 6

テレビジョン放送中継

(端末回線数)
605 618 647 680 703 712

映 像 伝 送 サ ー ビ ス 887 1,097 1,401 1,729 2,064 2,175

無 線 専 用 サ ー ビ ス
(契約数)

519 512 517 513 501 498

超高速デジタ川云送サービス

(32Mbps)
一 一 0 0 11 1

(注)1.昭 和62年 度 以 降 の数 字 は、NTTと 新 事 業者 との 合 計値 で あ る。

2.昭 和63年 度 以 降 の数 字 に は、 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信 ㈱ の分 離 に よ りN

TTと エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通 信 ㈱ との 契約 数 が含 まれ て い る。

3,衛 星 デ ジ タル伝 送 サ ー ビスの6Mb/sは 、 元年5月1日 廃 止 さ れ た。



資料1-11

ユー ユ 電気通信事業等 一409一

回線交換サー ビス及びパケッ ト交換サービスの契約数の推移

年度末

区 別
62 63 元 2 3

4

(9月 末)

回
線
交
換
サ

1
ビ
ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

16

0

12

165

1,144

4,447

1,298

18

0

12

ユエ9

1,349

5,597

1,513

16

0

11

工12

1,614

6,428

1,280

14

0

9

101

1,482

6,481

771

14

0

7

99

1,289

6,360

679

12

0

0

71

1,186

6,304

649

合 計 7,082 8,608 9,461 8,858 8,448 8,222

ノぐ

ケ

、ソ

ト

交

換

サ

i

ビ

ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

(54)
64

(12,453)
12,520
(14,544)
15,037

(240)
5,940

8,531

10,332

912

(67)
68

(15,446)
15,516
(71,090)
71,722

(736)
8,044

9,471

15,147

1,312

(97)
98

(15,065)
15,134
(123,810)
124,426

(1,021)
9,558

10,058

20,078

1,672

(106)

107

(14β59)

14,927

(174,060)

174,375

(1,306)

10,339

11,019

25,698

2,222

(170)

171
'.(9
,820)

9,847

(276,400)

276,626

(1,798)

9,933

8,962

27,3ユ7

2,843

(239)
239
(8,061)
8,086
(307,318)
307,475
(1,817)
9,501

8,058

27,191

3,!11

合 計
(27,291)
53,336

(87,339)
121,280

(139,993)
181,024

(11910,33エ)

238,687

(288,188)
335,699

(317,435)
363,661

(注)パ ケ ッ ト交換 サ ー ビスに つ い ては 、昭 和60年4月 か ら電 話 網接 続 の サー ビ ス(第

2種)が 開始 され 、()内 は 第2種 サ ー ビス の再 掲 で あ る。

資料1-12国 際 電話 トラピックの推移層

歯 「一 く讐 62 63 元 2 3

通信回数

〔百万回〕

発信 96.1 129.5 166.8 206.4 246.4

着信 92.2 123.4 152.6 176.1 198.9

通信分数

〔百万分〕

発信 413.2 535.6 701.4 937.4 1,160.5

着信 426.6 544.8 653.9 746.7 836.8
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資料1-13国 際専用回線数の推移

年度末 毫
区 別

62 63 元 2

一

3

音 声 級 回 線 851 825 767
(54)

645

(71)

53i「

(69)

電 信 級 回 線 450 423 393 362 30⑪

中 ・高速符号伝送用回線 74 213
394
(83)

625
(173)

819

(247)

合 計 1,375 1,461
1,554

(137)
L632
(244)

1,658

(316)
一

(注〉()内 は新事業者の再掲である。

資料1-14NTTの 収 支状況

(単 位:億 円)

年度

区分

2 3 増減(⇒

率(%)金 額 1 構成比
(%)
金 額 構成比

〔%)

収

益

営

業

収

益

電 話 収 入

電 信 収 入

電 報 収 入

専 用 収 入

デ ー タ伝 送 収 入

無 線 呼 出 し収 入

そ の 他 の 収 入

附帯事業営業収 入

48,415

40

582

3,897

438

886

2,292

3,030

80.2

0.1

1.0

6.5

0.7

1.5

3.8

5.0

48,481

35

670

4,014

476

1,019

2,760

3,101

79.1

0.1

1.1

6.5

0.8

1.7

4.5

5.0

66(0.1)

-4(△10 .5)

87(15.0)

116(3.0)

37(8.6)

133(15.0)

468(20.4)

70(2.3)

合 計 59,584 98.7 6G,560 98.8 976(1.6)

営 業 外 収 益 760 1.2 714 1.2 一45(ム6 .0)

合 計 60,344 100.0 61,270 100.0 930(1.5)

費

用

営
業
費
用

業 務 運 営 費
租 税 公 課

滅 価 償 却 費

37,301

2,143

14,349

66.3

3.8

25.5

38,107

2,199

14,972

65.9

3.8

25.9

806(2.2〕

56(2.6)

622(4.31

合 計 53,794 95.7 55,278 95.7 1,483(2.8)

営業

外
費
用

金 融 費 用

その他の営業外費用

2,240

166

3.9

0.3

2,159

309

3.7

0.5

ム80(△3 .6)

143(86.1)

合 計 2,406 4.2 2,468 4.3 61(2.6)

合 計 56,201 100.0 57,746 100.0 1,545(2.7)

税 引 前 利 益 4,143 3,528 一614(△14 .8)

法 人 税 ・住 民 税 1,870 L635 △235(△12 .6)

税 引 後 利 益 2,243 1,873 ⊥369(△16
.5)

(注)単 位未満は切 り捨ててある。
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資料1-15NTTの 財務状況

(単位:億 円)

年度末

区分

2 3
増 減(乙)

率(%)金 額 構成比
(%) 金 額

構成比

(%)

資

産

の

部

固 定 資 産

(有形固定資産)

流 動 資 産

繰 延 資 産

96,675

(91,159)

12,462

152

88.5

(83.4)

11.4

0.1

97,056

91,158

12,149

10.2

88.8

83.4

11.1

0.1

381(0.4)

△10(△0 ,10)

△312(△2 .5)

△49(△32 .5)

合 計 109,289 100.0 109,309 100.0 19(0.02)

負

債

及

び

資

本

の

部

負

債

固 定 負 債

流 動 負 債

51,314

16,710

46.9

15.3

51,104

15,849

76.3

23.7

△210(△0 .4>

△861(△5 .2)

合 計 68,025 62.2 66,953 61.3 △1,071(△1 .6)

資

本

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

7,800

25,905

7,558

7.1

23.7

6.9

7,800

25,983

8,572

7.1

23.8

7.8

78(0.3)

1,014(13.4)

合 計 41,264 37.7 42,355 38.7 1,091(30.7>

合 計 109,289 100.0 109,308 100.0 19(0.0)

(注)1.()内 は、 再掲 であ る。

2.単 位 未満 は 切 り捨 て て あ る。
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資料1-16KDDの 収 支状況

(単位:百 万円)

年度

区分

2 3

一

増 減(△)

率(%)金 額 構成比
(%)
金 額 構成比

(%)

収

益

営

業

収

益

電 話 収 入

テレッ クス収入

電 報 収 入

専 用 収 入

デー タ通信収 入

デー タ伝送収 入

その他の営業収入

183,138

13,967

3,519

17,970

4,585

986

16,550

72.1

5.5

1.4

7.1

1.8

0.4

6.5

184,558

11,892

3,116

17,895

5,328

955

20,745

72.0

4.6

L2

7.0

2.1

0.4

8.1

1,420(0.8)

△2
,075(△14.9)

△403(・11 .4)

△75(△0 .4)

743(16。2)

△31(△3 .1)

4,195(25.3)

合 計 240,718 94.8 244,491 95.4 3,773(1.6)

営 業 外 収 益

特 別 利 益

13,091

一

5.2

一

11,826

一

4.6

一

△1
,265(△9。7)

一 『

合 計 253,809 100.0 256,317 100.0 2,508(1.0)

費

用

営
業

費
用

業 務 運 営 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

170,562

7,438

45,753

74.9

3.3

20.1

173,891

6,852

44,367

75.5

3.0

19.3

3,329(2.0)

△586(△7 .9)

△1
,386(△3.0)

合 計 223,753 98.3 225,111 97.8 1β58(0.6)

営 業 外 費 用

特 別 損 失

4,074

一

1.7

一

5,175

一

2.2

一

1,101(27.0)

一 一

合 計 227,827 100.0 230,285 100.0 2,458(1.1)

税 引 前 利 益 25,982 26,032 50(0.2)

法 人税 ・住 民税 12,536 11,967 △569(△4 .5)

税 引 後 利 益 13,445 14,064 619(4.6)
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資料1-17KDDの 財務状況

(単位:百 万円〉

年度末

区分

2 3
増減(の

率(%)金 額 構成比
(%)
金 額 構成比

(%)

資

産

の

部

流 動 資 産 125,267 26.2 145,942 27.7 20,675(16.5)

固

定

資

産

有 形 固定 資 産

無形 固定 資 産

投 資 等

248,359

36,608

68,592

51.9

7.6

14.3

254」45

39,452

87,170

48.3

7.5

16.5

2.3

2,844(7.8)

27.1

小 計 353,562 73.8 380,770 72.3 7.7

合 計 478,830 100.0 526,712 100.0 47,882(10.0)

負

債

及

び

資

本

の

部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

75,858

112,720

15.9

23.5

92,984

142,739

15.8

27.1

17,126(9,4)

30,019(26.6)

合 計 188,578 39.4 225,723 42.9 37,145(19.7)

資

本

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

34,526

19,059

236,665

7.2

4.0

49.4

34,526

19,381

247,080

6.6

3.7

46.8

0(0.0)

322(L7)

10,415(4.4)

合 計 290,251 60.6 300,988 57.1 10,737(3.7)

合 計 478,830 100.0 526,712 100.0 47,882(10.0)
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資料1-18電 話サー ビスの多様化の動向

年度 サービスの多様化 電話機 の 多様 化

59 公衆利用形自動電話サービス 国際 自即磁気カー ド公衆電話

福祉用改良形電話機

文書通信端末

60 三 者 通 話サ ー ビス

電 話 一 パ ケ ッ ト網 間接 続

フ リー ダ イヤ ルサ ー ビ ス

電 話 会議 サ ー ビス

ダ イヤ ル イ ンサ ー ビス

コー ドレス電話機

セキュ リティ機能付ホームテレホン

留守番電話

描画通信端末

マルチメディア通信端末

新形ピンク電話機

61 航空機公衆電話サービス

自動クレジット通話サービス

伝言ダイヤルサービス

航空機公衆電話機

ドアホン付電話機

62 高 度 で んわ ば んサ ー ビス

改良型 ノー リンギング通信サー ビス

コー ドレス電話機の開放

電車用カー ド式電話機

63 オ フ トー ク通 信 サ ー ビス 静止画テレビ電話機

元 ダ イヤ ルQ2サ ー ビ ス

#ダ イヤ ルサ ー ビス

デジタル公衆電話機

カー ド式ピンク電話

2 ホームバンキング端末

デジタル基本電話機

3 メ ッセ ー ジイ ンサ ー ビス ISDN静 止画情報伝送装置

4 INDN高 品質ステレオ通信装置
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資 料1-191SDNサ ー ビスの動向

年度 国 内ISDNサ ー ビス の動 向 国際ISDNサ ービスの動向

59 INSモ デルシステム実験開始

(三鷹地区等)

61 広域実験(東 京、名古屋、大阪、

筑波)

63 ISDN基 本 イン タ フェー ス 回線

交 換 サ ー ビ ス開始

(INSネ ッ ト64)

元 ISDN1次 群 イ ン タフ ェー ス 回

線 サー ビス 開始

(INSネ ッ ト1500)

加 入 契約 者 、NTT/INS網 経 由 の利 用 契約

者 に 対す る国際 デ ジ タル通信 サー ビス(基 本 、

1次 群 イ ンタ フ ェー ス)を シ ンガ ポー ル 、 オー

ス トラ リア に対 地拡 張

2 ISDNパ ケ ッ ト通 信 モ ー ドサ ー

ビス開 始(INS-P)

サ ー ビ ス対地 の 拡 張(フ ラン ス、米 国パ シ フィ ッ

クベ ル)

3 サ ー ビス対 地 の拡 張(ベ ルギ ー)

4 サ ー ビ ス対地 の 拡 張(ス ペ イ ン、 オ ラ ン ダ、 ス

ウェー デ ン、 ス イス、 デ ンマー ク、 ニ ュー ジー

ラン ド)

ITJサ ー ビ ス開 始
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② 第二種 電気通信事 業

資料1-20特 別 第二種電気通信事業者の概要

,(4年 度末現在)

会 社 名
役務の種類 提供区域

登録年月日

音声 画像 デー タ 複合 国内 国際

㈱ イ ンテ ッ ク ○ ○ ○ ○ ○ 60,4.19

富士通㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 9 60.4.19

㈱日本総合研究所 ○ ○ ○ 9 60.4.19

日本電気㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 9 60.4.19

日立 情報 ネ ッ トワ ー ク㈱ ○ ○ ○ ○ 8 60.4.19

共 同ヴァン㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 3 60.5.24

日本 イーエ ヌエス ・エ イテ ィア ン ドティ㈱ ○ ○ ○ ○ 16 60.7.17

沖電気工業㈱ ○ ○ ○ ○ 60.7.31

ネ ッ トワー ク情 報 サ ー ビ ス㈱ ○ ○ ○ ○ 9 60.11.25

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン タ ー ネ ッ ト㈱ ○ ○ 61.10.15

日本情報通信㈱ ○ ○ ○ ○ 62.7.20

国際ヴァン㈱ ○ ○ ○ 12 62.9.29

㈱野村総合研究所 ○ 2 62.10.9

日本 ア イ ・ピー ・エ ムサ ー ビス㈱ ○ 17 62.10.27

㈱日本経済新聞社 ○ ○ ○ 1 62.10.31

㈱東洋情報システム ○ ○ ○ ○ 8 62.11.27

㈱アイネス ○ ○ 63.3.30

エ ヌ・アイ・アン ド・シー ・インターナ ショナノ㈱ ○ ○ 16 63.5.18

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信 ㈱ ○ ○ ○ 63.6.28

三菱電機情報ネットワーク㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 63.8.23

㈱電通国際情報サービス ○ 1 63.9.3

ケー ネ ッ ト㈱ ○ 12 63.11.17

㈱ リクルー ト ○ ○ ○ ○ ○ 1 元.1.18

㈱ 東芝 ○ ○ ○ 2 元.3.13
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会 社 名
役務の種類 提供区域

登録年月日
音声 画像 データ 複合 国内 国際

バ イ テル ・ジ ャパ ン㈱ ○ 1 元.4.27

日本 スプ リン ト㈱ ○ ○ 14 元.5.22

日本ユ ニ シス㈱ ○ ○ ○ ○ 2.1.16

新日鉄情報通信システム㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 3.3.14

㈱大和総研 ○ 2 3.3.14

日本デ ィジ タル イ クイ ップ メ ン ト㈱ ○ ○ 8 3,4.18

フ ァス トネ ッ ト㈱ ○ ○ 1 3.5.30

松下電器産業㈱ ○ ○ ○ ○ ○ 3.9.27

フェア ウエ イ ・ネ ッ トワー ク㈱ ○ 16 3.12.13

シ ン コー デ ィア ジャパ ン㈱ ○ ○ 9 3.12.18

ファックスインターナ ショナルジャパン㈱ ○ 1 4.1.23

㈱ ケイデ ィデ ィ テ レサ ー ブ ○ ○ 2 4.9.9

(注)1.提 供区域の国内とは全国を表し、国際の欄の数は、登録している提供区域数

である。

2.登 録年月日の欄は、各社が特別第二種電気通信事業者 として最初に登録され

た年月日である。
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資料1-21一 般 第二種電気通信事業の電気通信役務別企業数

(4年 度末現在)

役 務 音声伝送 画像伝送 データ伝送 複 合 合 計

企 業 数 473 232 652 155 1,512

(注)複 数役務の届出事業者があるため、合計が事業者数計を超えている。

資料1-22一 般 第二種電気通信事業者の業種別分類

(4年 度末現在)

従来からオン
ラインの受託

計算サービス
などを行って
いる情報通信

業者

卸売業、倉庫
業など流通関
係の業務に携
わっているも
の

宅配貨物
な ど を
扱ってい
る運送会
社

出版、広
告関係の
会社

電子機器
の製造、

販売、ソ
フトウェ
アの開発

総合商社 そ の 他 計

357 72 17 24 134 13 526 1,143

(注)外 国企業の参入動向については、子会社を通しての参入(出 資〉、日本企業との合

弁、業務提携による参入を行っている企業が10社 程度ある。

資料1-23一 般 第二種電気通信事業者の適用業務別分類

(4年 度末現在)

小売店と問屋間の受発注データ等の伝送 ・交換を行うもの(流 通業務関係) 285社

宅配貨物の輸配送情報等の伝送 ・交換を行うもの(運 送業務関係) 34社

信販会社 と加盟店間の売上データ等の伝送 ・交換や クレジット会社相互間の

資金決済情報の伝送 ・交換を行うもの(金 融業務関係)
44社

い わ ゆ るボ イス メー ルサ ー ビ スを提 供 す る もの 302社

パソコン間を結ぶ電子メール、伝言板サービス等を提供するもの 178社

専用線の単純再販を行うもの 138社

その他 319社

(注>1社 で2以 上の業務を行っている場合は、それぞれに計上している。
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資料1-24一 般第二種電気通信事業者の本社所在地都道府県別分類

(4年 度末現在)

都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数

北 海 道 43 石 川 県 18 岡 山 県 18

青 森 県 7 福 井 県 10 広 島 県 32

岩 手 県 8 山 梨 県 3 山 口 県 8

宮 城 県 12 長 野 県 19 徳 島 県 1

秋 田 県 3 岐 阜 県 21 香 川 県 10

山 形 県 6 静 岡 県 19 愛 媛 県 8

福 島 県 8 愛 知 県 53 高 知 県 4

茨 城 県 5 三 重 県 3 福 岡 県 48

栃 木 県 6 滋 賀 県 1 佐 賀 県 6

群 馬 県 12、 京 都 府 21 長 崎 県 15

埼 玉 県 /8 大 阪 府 143 熊 本 県 17

千 葉 県 /2 兵 庫 県 ユ9 大 分 県 4

東 京 都 402 奈 良 県 7 宮 崎 県 5

神奈川県 29 和歌山県 6 鹿児島県 12

新 潟 県 13 鳥 取 県 1 沖 縄 県 13

富 山 県 12 島 根 県 2 合 計 L143

③ 有線放送電話事業

資料1-25有 線放送電話施設数、端末設備数及び利用者数の推移

年 度 末 施 設 数 端末設備数 利 用 者 数

62

63

元

2

3

615(1>

597(4)

575(2)

544(2)

495(3)

1,406,541

1,354,248

1,305,123

L241,272

1,129,447

134

130

124

118

107

(注)1.有 線放送電話は、放送と通話の二つの機能を兼ね備えたメディアであり、農

山漁村地域において簡易な情報伝達手段 として利用されている。

2.施 設数中の()内 は、各年度における新設施設数の再掲である。

3,利 用者数の単位は万八である。
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資料1-26都 道 府県別有線放送電話施設数及び端末設備数

(3年 度末現在)

都道府県 施設数 端末設備数 都道府県 施設数 端末設備数

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

3

1

16

7

2

8

14

7

4

17

6

9

3

7

9

16

65

6

4

7

114

25

19

8

3,162

1,586

39,812

10,569

2,849

17,146

20,136

12,308

7,437

30,757

6,946

20,837

4,994

11,267

10,396

28,307

217,528

3,188

7,545

12,053

34,301

84,919

46,933

20,116

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良
、

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄
1

23

9

1

28

4

17

1

19

14

12

25

17

14

14

4

3

0・

1

6

1

0

3

2

72,794

11,819

389

59,769

4,314

29,243

2,010

61,611

22,091

29,148

40,830

24,037

48,504

25,914

7,727

8,384

0

510

13,147

1,096

0

6,957

4,061

合 計 495 1,129,447



1-1電 気通信事業等 一421一

〔4)安 全 ・信 頼性 対策

資料1-27惰 報 通信ネッ トワーク安全 ・信頼性対策実施

登録規程に基づ く登録ネッ トワークー覧

(5年1月 末現在)

会 社 名 情報通信ネットワー クの名称 登録年月日

㈱CRC総 合 研 究 所

㈱ イ ン テ ッ ク

㈱ 山一 コン ビ凶一 タ ・セ ン ター

日 本 情 報 サ ー ビ ス ㈱

日 本 電 気 ㈱

富 士 通 ㈱

エヌテ ィテ ィイン ター ネ ッ ト㈱

ネッ トワー ク情 報 サ ー ビ ス㈱

㈱ 日 立 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

日本 イー エ ヌエ スAT&T㈱

日 本 情 報 通 信 ㈱

㈱ 野 村 総 合 研 究 所

三 菱 電 機 ㈱

国 際 ヴ ァ ン ㈱

ス タ ー ネ ッ ト ㈱

ケ ー ネ ッ ト ㈱

㈱ 東 芝

㈱ 東 洋 情 報 シ ス テ ム

㈱ リ ク ル ー ト

NTTデ ー タ 通 信 ㈱

㈱ 電 通 国 際 情 報 サ ー ビ ス

CRCネ ッ トワー ク

AceTelenet

YCCネ ッ トワー ク

JAIS-NET

C&C-VAN

FENICS

イン ター ネ ッ ト

タ イム ネ ッ ト

HICOM

JENSNET

MD-NET

NCC-VANGN

MIND

グ ローバ ルネ ッ ト

STAR-NET

K-NET

TG-VAN

TIS-Net

リクルー ト情 報 ネ ッ トワー ク

TWIN'ET

G*NET

58年12月21日

59年3月29日

60年3月26日

60年3月26日

62年5月11日

62年10月19日

62年12月4日

62年12月4日

63年1月14日

63年 ユ月14日

63年5月30日

63年8月30日

63年8月30日

元 年2月15日

元 年2月15日

元年7月4日

元年10月24日

2年1月310日

2年10月19日

4年1月21日

4年1月21日

(注)情 報通信ネットワーク安全・信頼性対策実施登録規程は、「情報通信ネットワーク

の安全 ・信頼性基準」(昭和62年 郵政省告示第73号 〉に基づ く一定の安全・信頼性対

策が実施されているネットワークを登録することにより、情報通信の健全な発展を

図ろうとするものである。
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(5)電 気 通信 に関す る資格制度

資料1-28電 気通信主任技術者試験の合格者数

()内 は合格率(%)

62年 度 63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回

第一種伝
送交換主
任技術者

2,047

(28)

2,759

(33)

1,579

(22)

1,838

(25)

1,106

(19)

1,188

(21)

621

(14)

477

(11)

760

(21)

774

(20)

694

(19)

481

(13)

第二種伝
送交換主
任技術者

285

(22)

241

(17)

215

(16)

175

(17)

129

(14)

99

(14)

92

(15)

36

(6)

72

(14)

66

(13)

69

(15)

48

(12)

線路主任
技術者

913

(33)

1,!29

(31)

738

(26)

899

(30)

523

(24)

393

(18>

283

(15)

264

(15)

197

(16)

271

(19)

298

(25)

168

(14)

合 計 3,245

(29)

4,!29

(31)

2,532

(22)

2,912

(26)

1,758

(20)

1,680

(20)

996

(14)

777

(11)

1,029

(19)

1,111

(19)

1,061

(20)

697

(13)

資料1-29工 事担任者試験の合格者数

(〉 は合格率(%)

62年 度 63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回

アナログ

第1種

2,927

(29)

1,975

(23)

2,190

(25)

1,528

(21)

1,643

(21)

1,622

(25)

1,606

(23)

1β19

(23)

1,635

(27)

1,626

(28)

1,795

(28)

アナログ

第2種

5,377

(22)

2,984

(19)

2,755

(15)

2,288

(17)

2,312

(15)

1,700

(16)

1,658

(14)

1,378

(16)

1,378

(14)

1,444

(17)

1,456

(14)

アナログ

第3種

5,647

(23)

4,814

(23>

4,805

(20)

4,351

(22)

4,177

(18)

4,119

(22)

3,625

(16)

3,225

(18)

2,835

(15)

3,462

(21)

3,286

(19)

デ ジタル

第1種

3,739

(26)

2,697

(21)

3,428

〔22)

2,644

(19)

3,433

(21)

3,210

(23)

2,999

(19)

2,655

(18)

3,861

(23)

4,018

(25)

3,233

(19)

デジタル

第2種

379

(17)

217

(11>

261

(11)

120

(7)

174

(8)

138

(10)

148

(10)

126

(10)

103

(7)

170

(14)

132

(10)

合 計 18,069

(24)

12,687

(21>

13,439

(20)

10,931

〔19)

11,739

(18)

10,789

(21)

10,036

(17)

8,703

(18)

9,812

(18)

10,720

(23)

9,902

(19)
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1-2自 営電気通信

資料1-30航 空交通管制業務用自営電気通信の利用状況

区別 概 要 国 内 用 国際(又 は洋上)用

移

動

業

務

用

地上の管制機関が航行中

の航空機に対し、航空機相

互間の安全間隔の設定、離

着陸及び進入降下の指示、

レーダによる誘導等を行う

もの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の各航

空交通管制部並び

に各空港の管制機

関の設定。

新東京国際空港及び那

覇空港の各管制機関に設

定。

固

定

業

務

用

管制機関が自己の管制空

域を飛行する航空機の管制

を、隣接する次の管制空域

の管制機関へ移管するた

め、隣接管制区管制機関と

の間で行うもの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の管制

機関相互に設定。

設定 な し。

(注)航 空交通管制業務用通信は、航行中の航空機の衝突を防止し、航空交通の秩序正

しい流れを保っために行われる通信である。

資料1-31飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信の利用状況

区別 概 要 無線局の種別
施 設 数

3年 度末 4年 末

蕪
難簿豊

航空機が特定の空港で離着陸する際に必

要な風速、風向、視程、飛行場の状態、航

空保安用施設の運用状況、使用滑走路等の

情報を連続して提供するもの。

特別業務の局 16 16

雛1

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸しよう

とする航空機を除く。)に対して気象情報等

航行の安全に必要な情報 を提供するもの

で、航究機から要求された情報及び当該機

に必要と思われる情報を提供し対空送受信

を行うものと、連続的に情報の提供のみを

行 う対空送信(放 送)を行 うものとがある。

航 空 局

(対空送受信)

特別業務の局

(対 空 送 信)

～

31 31

(注)飛 行情報業務用通信は、航行の過程において必要な気象情報、航空保安施設の運

用状況等を得るためのものであり、飛行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通

信がある。
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資料1-32航 空固定電信網の利用状況

概 要 国 内 網 国 際 網

航空機が航行の安全上、飛行

前にあらかじめ取得 してお く必

要のある飛行経路上及び目的空

港に関する情報並びに管制機関

が航空管制上必要な情報を交換

するために行う固定地点間の電

気通信網。

各空港及び管制

部を接続する国内

テレタイプ通信網

を設定。

国際航空固定電気通信網
印

(AFTN回 線)と 呼 ばれ 、 東

京 とモ ス ク ワ、ハ バ ロ フ ス ク、

ソル トレ イ ク シテ ィ、 香 港、

ソウ ル、 シ ンガ ポー ル及 び北

京 の間 、 那 覇 と台北 の 間 に設

定。

資料1-33船 舶航行援助用無線局施設状況

(単位:局)

区 別 方 式 3年 度末 4年 度末

無線航行陸上局

ロ ラ ン

デ ッ カ

オ メ ガ

レ ー ダ ビ ー コ ン

レ ー ダ ー

11

22

1

26

13

11

22

1

27

13

無 線 標 識 局

中 波 ビ ー コ ン

レ ー マ ー ク ビ ー コ ン

コ ー ス ビ ー コ ン

47
`

45

0

18

45

0

合 計 165 137

資料1-34日 本の船位通報制度に基づ く船位通報を取り扱う海岸局の設置状況

年 度 63 元 2 3 4

海 岸 局 数 21 20 20 20 19

(注)船 位通報制度は、船舶が遭難等した場合に効果的な捜索救助活動を実施するため、

海難救助機関が、この制度に参加する船舶から通報される航海計画、位置等の情報

をもとに、船舶の動静を把握するためのシステムであり、我が国においてはおおむ

ね北緯17度 の緯度以北、東経165度 の経度以西及び陸岸で囲まれた海域を対象に海上

保安庁が昭和60年10月 か ら実施している。
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資料1-35航 空運送事業用通信の利用状況

区 別 概 要

固

定

通

信

系

定
期
航
空
運
送
事業
業務
者用
の通
信

国内路線

、

定期航空運送事業者は、本社、支店、営業所及び旅行代理

店の各部門の端末機と計算機センターの大型コンピュータと

を専用線で結ぶデータ通信システムを導入し、座席予約、運

航情報、フライトプラン、気象情報等の各情報を伝送するほ

か.資 材管理や営業統計の分析等にも利用している。

国際路線 海外の国際路線就航機の乗り入れ地については、国際電気

通信回線又はSITA(国 際航空通信協同体)の 回線を利用し

て、テレタイプ系を含めたデータ通信網が形成されている。

移

動

通

信

系

航
空
運
送
事運
業航
用管
の理
通
信

航空運送事業者は、国内では自己の事業用としてそれぞれ航空局、航

空機局を開設し、VHF帯 の周波数を用いて音声又はデータによる運航

管理通信を行っている。また、国際間では外国企業の無線局を介して

VHF帯 及び短波帯の周波数により行っている。

なお、新東京国際空港及び那覇空港においては統合通信方式が採ちれ

てお り、航空運送事業者は、航空局の免許を受けた電気通信事業者から

通信サービスを受けることにより運航管理通信を行っている。

航事通
空業信
機等
使の
用業

琵

警察庁、海上保安庁等の国の機関は治安維持、捜索救難等を目的とし

て、また、各種の航空機使用事業者等は広告宣伝、農薬散布、写真撮影、

報道取材等を目的としてそれぞれ航空機を運航しており、いずれも航空

局及び航空機局を開設し、通信を行っている。

空
港
内
に陸
お上
け移
る動
通
信

航空運送事業者や空港関係機関等は、航空機の整備、駐機場の管理、

搭乗者の誘導、積載物の取扱いその他空港の管理運営等に関する通信を

行うことを目的として、管理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動

局)と の間等で移動通信を行っている。

なお、新東京国際空港及び那覇空港並びに大阪国際空港、福岡空港、

名古屋空港及び新潟空港等の一部においては統合通信方式が採られてお

り、航空運送事業者や空港関係機関は、基地局等の免許を受けた電気通

信事業者から通信サービスを受けることにより移動通信を行っている。

衛

星

系

航用通
空の信
運運
送航
事管
業理

航空運送事業者は、太平洋及びイン ド洋上空のインマルサット衛星を

利用して、長距離国際路線の運航管理通信を行っている。なお、この通

信は、航空地球局及び航空機地球局の免許を受けた電気通信事業者(K

DD)か ら航空衛星通信サービス(デ ータ通信及び電話サービス)を 受

けることにより行われている。
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資料1-36船 舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別1 2年 度末 3年 度末
増減率(%)
▲はマイナス

船

舶

局

商 船

電 信 58 31 ▲46.6

電信 ・電話併設 752 676 ▲10.1

電 話
5,002

(8,686)

5,669

(9β02)

13.3
(12.8)

小 計
5,812
(9,496)

6,376
(10,509)

9.7
(10.7)

漁 船

電 信 198 161 ▲18.7

電信 ・電話併設 1,616 1,532 ▲5.2

電 話 9,401 7,493 ▲20.3

小 計 11,215 9,186 ▲18ユ

1ワ ッ ト以 下 の もの(電 話) 71,264 72,667 2.0
一

無 線 航 行 移 動 局 7,165 7,998 1L6

遭 難 自 動 通 報 局 406 352 ▲13.3

船 上 通 信 局 2,473 2,552 3.2

船 舶 地 球 局 1,090 1,206 10.6

合 計
99,425
(103,109)

100,337

(104,470)

0.9
(1.3)

1

(注)()内 は、 プ レジ ャー ボー ト(商 船 の 電話)を 加 え た数 字 で あ る。

資料1-37海 上運送事業用通信の利用状況

外航船舶は、一般に、中波電信、短波電信、短波電話の周波数を使用し

た大電力の無線通信設備、世界の主要港湾において使用されているVHF

無線電話(国 際VHF)設 備のほか、レーダ、ファクシミリ受信機等各種の

無線設備を備え、航行の安全及び貨物の輸送 ・手配等に関する通信を内外

の海岸局と行うとともに、船舶向けに送信されている気象、海象その他航

行の安全に必要な情報を受信している。

近年、 うしたモールス電信を中心とした海上通信から無線電話を使用

する船舶が増加 しているほか、1982年 か らインマルサット・システムが運

用を開始し、ほぼ、全海域をサービスエ リアとして、高品質の電話、ファ

クシミリ、テレックス等のサービスが提供 されている。

1992年2月 からは、モールス無線電信に代えて衛星通信やデジタル通信

技術等を利用した、船舶の効率的な運行、迅速で効果的な捜索救助活動を

目指 した 「海上における遭難及び安全の世界的な制度(GMDSS)」 が 日

本を含め世界的に導入されている。
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区別 概 要

内
航
海
運
用
通
信

日本周辺海域を航行する内航船舶は、NTTが 提供する沿岸無線電話に

より事業運営や乗組員のための通信 を行っているほか、専用の海岸局を開

設し、船舶 との通信を行っているものがある。

また、無線設備の設置が強制される義務船舶局では、中短波無線電話や

VHF無 線電話等を設置し、航行の安全のための通信を行っているほか、

1992年2月 からはGMDSSが 導入されている。

資料1-38漁 業 用通信(船 舶局)の 利用状況

沿岸 漁 業 に従 事 す る・J・型 漁船 に は 、26MHz帯 及 び27MHz帯 の 周 波数 を

使 用 す る空 中 線電 力1ワ ッ トのDSB(両 側 波帯 通信 方 式)の 無線 設備 が 主

に 設置 され て い る。 こ の無 線 設備 の み の船舶 局 数 は 、 元年 度 末現在64,850

局 で あ り、 漁船 の船 舶 局 総数 に 占め る比 率 は77.6%で あ る。

また 、沿 岸 あ る いは 沖合 の 漁場 で、底 び き網 、ま き網 、さん ま棒 受 け網 、

い かつ り等 の 漁業 に 従事 す る漁船 に は 、中短 波 帯 、短 波帯 及 び26MHz帯 ・

27MHz帯 の 周 波数 を使 用 す るSSB(単 側 波帯 通 信 方式)の 無 線電 話 設備 が

設 置 さ れて い る。

全世界の200海 里海域において操業する遠洋漁業の中・大型漁船には、中

波帯無線電信、中短波帯の無線電信 ・電話、短波帯の無線電信 ・電話、26

MHz帯 及び27MHz帯 の無線電話、VHF帯 の無線電話等が設置され、僚船

相互間及び本邦の所属海岸局との間等で無線通信が行われている。近年は、

狭帯域直接印刷電信装置が設置されているほか、インマルサット・システ

ムを利用するものが増大しつつある。

また、無線設備の設置が強制されている義務船舶局では、1992年2月 か

らGMDSSが 導 入されている。
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資料1-39警 察用自営電気通信の利用状況

区別 概 要

固

定

通

信

全国の警察機関相互間を結ぶ警察通信網は、警察庁一管区警察局一都道

府県警察本部(北 海道における方面本部を含む。以下同じ。)間の幹線系マ

イクロウェーブ回線並びに都道府県警察本部一警察署一派出所 ・駐在所間

の専用回線及びマイクロウェーブ回線により構成 されている。

災害時における通信の確保に万全を期すため、重要通信回線については

2ル ー ト化が図られているほか、昭和58年6月 からは通信衛星を利用した

回線が使用されている。

移

動

通

信

移動通信系には、パトカー、白バイ、警察署等が相互に通話する車載無

線通信系、パ トロール中の警察官が警察署や他の警察官と連絡できるよう

に警察署ごとに構成している署活系、警備実施等において臨時的、局地的

な警察活動で使用する携帯無線通信系等がある。

これらの通信系で使用する無線機には通話だけでなく、データ通信等に

使用できるデジタル通信方式を開発し導入している。

交
通提
情供
報用
通
信

警察庁では、道路交通に関する情報をドライバーに提供 して交通流を適

切に誘導するため、現用のカーラジオを通じて、経路選択が可能な特定区

間を走行する車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通信システ

ムの運用を昭和58年12月 に開始し、3年12月 末現在東京都 ・大阪府 ・愛知

県等において、164局 を運用 している。

国
際
警
察
通
信

警察庁では、国際間の犯罪情報の交換を迅速に行うため、各国刑事警察

の相互協力を目的として設立された国際刑事警察機構(ICPO)専 用通信網

に加入し、短波による自営通信回線及び電気通信事業者の回線を利用して

リョンの事務総局をはじめ同機構に加盟している世界中の各国 と通信を

行っている。

そ

の

他

警察電話は、全国の警察機関の間を結ぶ専用の通信システムであり、警

察活動の円滑な運営を支える重要な情報連絡手段である。このため、警察

庁では電話交換機の機能の高度化、良好な通話品質の確保、電話回線網の

増強を推進している。
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資料1-40水 防 ・道路用通信の利用状況

区別 概 要

固

定

通

信

系

建設省では、マイクロ波を利用した多重無線通信回線網により建設本省

と施設等機関、8地 方建設局及び北海道開発局、沖縄総合事務局並びに工

事事務所、ダム管理所、出張所、都道府県など約900か 所 を接続している。

このほか、洪水予報、水防警報、道路管理に必要な水位 ・雨量情報等を

伝送 ・収集するためのテレメータ用無線局及びダムの放流警報を通報する

ためのテレコントロール用無線局 としてVHF・UHF帯 により約4,900局

を運用している。

衛通
信
星系

建設省では、建設本省、7地 方建設局、北海道開発局及び沖縄総合事務

局に固定型地球局、また、可搬型地球局を8局 整備 し、多重無線通信回線

網のバックアップ用及び災害現場からの画像伝送用 として運用している。

移通
信
動系

建設省では、約10,000局 の移動系無線局を運用するとともに、ヘ リコプ

タ画像伝送システムの整備を推進しており、現在、ヘ リコプタに搭載した携

帯局1局 と固定型受信設備3台 及び可搬型受信設備7台 を運用している。

路
側
通
信

建設省では、道路管理者としてカーラジオにより道路情報を提供する路

側通信システムを設置し、4年12月 末現在、71局 を運用している。

なお、建設省以外の道路管理者では75局 の路側通信システムを設置 ・運

用し、安全で快適な道路利用に役立てている。

そ
の

他

建設省では、洪水予報、水防警報及び道路管理に必要な降雨雪状況を広

域かつ面的に把握するため、レーダ雨雪量計 として5GHz帯 の無線局19局

を運用している。

(注)建 設省では、河川、ダム及び道路の維持管理や災害に係わる情報を伝達するため、

水防 ・道路用無線局を開設している。

また、通信需要の増加 とニーズの多様化に対処するため、通信回線のデジタル化

を図るとともに、災害時の情報収集や円滑な管理のために画像伝送システムの整備

を行っている。
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資料1-41中 央防災用通信網の利用状況

区別 概 要

固

定

通

信

系

国土庁では、非常災害時における災害情報の収集 ・伝達手段の確保を目

的に、災害対策本部、指定行政機関及び在京の指定公共機関等の相互間を
b

多重無線で結ぶ基幹回線である。40GHz帯 の周波数を中心に使用している

こと、無線回線をループ状に構成 して一層の信頼性向上を図っていること

が特徴である。

4年11月 末現在で、固定局36局 で構成しており、53の 関係機関に電話及

びファクシ ミリを設置している。各機関に対しては、非常災害対策本部等

からの一斉指令通信等が可能となっている。

衛星

通
信
系

国土庁(災 害対策本部)、 立川災害対策本部予備施設、地方の指定公共機

関、可搬型地球局で通信系を構成し、固定通信系のバックアップや被災地

からの迅速な災害情報の収集等を目的としている。特に、可搬型地球局か

らは災害対策本部へ被災地の状況を画像伝送することが可能である。

移
動
通
信
系

東京及びその周辺地域をサービスエ リアとする複信方式の電話であり、
】

移動中の自動車等 と国土庁等との間の通信確保、固定通信系のバックアッ

プ、災害対策本部要貝の活動支援等を目的とし、機動的な災害対応等を可

能としている。

画伝
送
像系

近距離被災地等の被害状況を国土庁又は立川災害対策本部予備施設へ画

像伝送するものである。機動性の向上を図るために送信設備は専用車両(災

害対策車)に 搭載している。

(注)各 通信系は中央防災無線網として有機的に接続されており、固定、衛星、移動の

各通信系に接続された端末装置(電 話、ファクシミリ)相 互間は、国土庁等に設置

された電子交換機を介してダイヤル通話(通 信)が 可能 となっている。
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資料1-42消 防 防災用通信の利用状況

区別 概 要

消無
防線
防網
災

消防庁では、47都 道府県との間に地上系の通信網を有し、電話、ファク

シミ11による相互通信と消防庁からの一斉伝達を行っている。このほか、

消防庁と東海地域及び南関東地域の8県 との間は、CS-3を 利用した衛星

通信網も運用中である。

消無
防線
・網

救
急
業
務
用

消防本部、消防署系に基地局を設置し、消防自動車、救急自動車等に積

載 した移動局との間で情報の収集、伝送等を行う消防 ・救急無線は、4年

9月 末現在7万780局 が運用されている。

このほか、一部の消防機関では、災害の状況をヘリコプターに搭載した

テレビカメラで撮影し、消防本部にその映像を伝送したり、地図情報等を

消防本部にファイリングしておき、火災現場等に画像伝送するなどの機能

の高度化等が図られている。

資料1-43防 災行政用無線網の利用状況

年 度

区 別
62 63 元 2 3

4

(9月 末)

都道府県防災行政用無線 42 42 42 44 44 44

政令指定都市防災行政用
無線 5 7 7 7 9 9

市町村防災行政用無線 2,274 2,354 2,417 2,502 2,561 2,561

地域防災無線 システム 一 4 15 38 57 61

(注)1.計 数は防災行政無線局を設置している地方公共団体数であり、一部運用中の

場合を含む。

2.防 災行政用無線には都道府県が開設するもの、政令指定都市が開設するもの

及び市町村が開設するものがある。いずれも防災関係業務に利用するのみなら

ず、平常時には一般行政事務に利用することが認められている。

3。 地域防災無線システムとは、市町村に置かれる災害対策本部の下に、病院、

自主防災組織等の生活関連機関及び警察 ・消防等の防災関係機関を結び、住民

や地域に密着した情報の収集 ・伝達を可能とする移動系高機能通信システムで

あり、昭和63年1月 に制度化されたものである。
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資料1-44旅 客会社等の鉄道事業用通信の利用状況

区別 名称 概 要

移

動

通

信

シ

ス

テ

ム

新
幹
線
用
列
車
無
線

新幹線列車の運転に必要な運転指令、旅客営業に関する旅客指令、業務

通信、電気通信業務の通信を行うため、指令所と乗務貝、乗務貝と駅等の

関係機関、乗客 と一般加入電話との間で使用されている。

山陽新幹線は空間波方式を、また、東北 ・上越 ・東海道新幹線はLCX

(漏えい同軸ケーブル)方式を採用し、より安定した高品質の通信回線を設

定 してお り、特にLCX方 式は、データ伝送に適していることから列車の

運行、管理に必要なデータの伝送を行っている。

霧
暴
線

列車の運転、保安等に関する情報連絡のため、運転士と車掌 との間及び

乗務員と駅 との間の通信に使用されている。

禽

讃

操車場等において、貨物列車の貸車の分解、編成を行う際、構内作業員

相互間の業務連絡に使用されている。

易
轟
線

鉄道に関する事故、災害等の際、その現場から関係機関への情報連絡に

使用されるもので、鉄道電話に接続することもできる。

防
護
無
線

線路等に異常が発生した場合に、車上、踏切又は携帯用の装置から電波

を発射し、対向、続行列車を停止させるための ものであり、新幹線の全線

等で使用されている。

在車
来無
線線
列

各指令と乗務員間において直接指示連絡を随時行 うことを目的としてい

る。列車を個別に呼び出し、常時同時通話を行うことができるものであり、

全国重要線区で使用されている。

孟
他

このほか列車の安全、円滑な運行を確保するため各種の移動通信システ

ムが使用されている。

衛
星
通
信
シ
ス
テ
ム

東日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では、CS-3を 利用した

衛星通信システムを運用している。

このシステムの目的は、①新幹線地震検知システム、②非常災害時における地

上回線のバックアップ、③被災地・事故現場との回線設定を現行することで東京、

静岡、仙台、新潟及び三浦半島に固定型地球局を設置している。

また、東海旅客鉄道株式会社では、被災地及び事故現場と対策本部の間の回線

設定に用いるために、静岡に車載型地球局を配備 している。
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資料1-45電 気 ・ガス ・水道事業用通信の利用状況

区別

電気事業者では、電力の安定供給を行 うため、本店、支店、発電所、変電所等

の間に無線又は有線による通信回線を設置し、電力設備の系統運用、系統保護及

び管理、給電等の情報伝送を行っている。

また、全国的な電力の需給調整を図ることを目的に設置されている中央電力協

議会では、同協議会の中央給電連絡指令所と電力各杜、地域給電連絡指令所間に

通信回線を設置し、電力各杜間の電力融通、需給調整等電力の広域運営に必要な

情報伝送を行っている。

これら通信回線で無線を使用するもののうち、固定通信系としては、主として、

本店及び支店並びに大規模な発電所及び変電所等の相互間にマイクロウェーブに

よる多重無線通信回線網を構成している。このほか、水力発電所のダムの管理に

必要な雨量、水位の観測及び放流警報用にVHF帯 の通信回線を使用 している。

また、移動通信系としては、送電線、配電線等の保守、点検用に、VHF帯 又は

UHF帯 の移動通信網を使用 している。さらに、地上の通信回線の補完用として、

CS-3を 利用した衛星通信回線を使用している。

ガス事業者では、施設の維持及び緊急時の処置等を行うため、移動通信系の無

線局を導管管理事業所、支社等に配置している。

また、一部の大手ガス事業者では、本社、製造工場、整圧所等相互聞に、主と

してマイクロウェーブによる多重無線通信網を設置し、ガスの供給指令又はガス

工作物の建設工事若 しくは保安を確保するために必要 な情報伝送等を行ってい

る。

水道事業者は、無線回線(固 定通信系及び移動通信系)を 設置している。固定

通信系は、取水、浄水、送配水等の情報伝送に使用されている。

送配水設備に事故が発生した場合には、移動通信系により事故現場 と本部間に

緊急連絡体制 を確立して、応急復旧作業に万全の対策を講じている。

資料1-46簡 易無線業務用通信の利用状況

区 別 利 用 状 況

一般簡易無線局 主 と して、 業務 用 に 使用 され て お り、 全国 的 に普 及 して い る。

ペー ソナ ル無 線 スポ ー ッ、 レジ ャー 、個 人的 業務 等 、広 範 囲 に利 用 され て い る。

50GHz帯 を使用

する簡易無線局

短距離であれば音声伝送だけでなく、デー タ伝送や画像伝送といっ

た各種の情報通信を手軽に行 うことができ、ビル問や道路や河川を隔

てた場所や工事現場において使用されている。



資料1-47電 波 の 周 波 数 帯 別 の 代 表 的 な 用 途

周 波 数
1

3kHz30kHz3QOkHz 3MHz

13・ ・d・砒,。 忌比,。 。癌a… 欺砒,。 虚

3GHz

波 長 100km10kmlkm100rn
1 1

10mlm10cmlcm

名 称
VLF
超 長 波

LF

長 波

MF

中 波

HF
短 波

VHF
超 短 波

UHF
極 超 短 波

SHF EHF

各周波数帯
ごとの代表
的な用途

オメガ(無
線航行)

デ ッ カ(無

線 航 行)

船舶 、航 空

機 の航 行 用
ビー コン

中波放送

船舶、航空
機の通信

ロラン(無

線航行)

短波放送

船舶、航空
機の通信

アマチュア
無線市民ラ
ジオ

テレビジョ
ン放送、F
M放 送

無線呼出し

船舶 ・航空
機の通信

アマチュア

無線

各種陸上移
動通信

テ レビ ジ ョ
ン放 送

航 空 ・レー
ダー 、 自動

車 無 線 電

話 、 タ ク
シー 無線

パ ー ソナ ル

無 線
コー ドレ ス

電 話

MCA陸 上

移 動 通信 シ
ステ ム

テ レ ター ミ

ナ ル シ ステ
ム

コ ン ビニ エ

ン ス ラジ オ

フ オ ン

マイクロ波

中継

各 種 レー
ダー

衛星通信、
衛星放送

業務用の通
信

衛星通信

各 種 レー
ダー

簡易無線

業務用の通
信

電波天文

(注)マ イ クロ波 、 準マ イ クロ波 、 ミり波 、準 ミリ波等 の 周 波 数帯 の 呼 称 につ い て は、統 一 され た 定 義 は な いが 、 そ れ

ぞれ 次 の程 度 の 範 囲 の 周波 数 の 電 波 を指 して 用 い られ て い るこ とが 多い。

準 マ イ クロ 波:1～3GHzマ イ ク ロ波12～10GHz準 ミ リ波:20～30GHzミ リ波:30GHz以 上

1
一 お

ε1↑
ω

挫

H



資料1-48各 業務 に対す る周波数の分配状況(宇 宙無線通信業務 を除 く。)

周 波 数 帯

周 波 数 帯 幅

固定業務 放送業務
陸上移動

業 務

海上移動

業 務

航空移動

業 務

無線測位業務
気象援助
業 務

アマ チュ

ア 業 務

標準周波

数報時業
務

電波天文
業 務

無線航行 無線標定

0～4MHz

噂 用)

1共 用)

4～30MHz

博 用)

供 用)

30～1,000MHz

噂 用)

供 用)

1～17.7GHz

醇 用}

1共 用}

17.7～40GHz

(専 用)

供 用)

40-275GHz

噂 用}

(共 用)

lkHz)

45

1,318.3

3,699

8,835

(MHz>

4.8

246.15

100

7,200

(GHz)

-

11.95

冨
一

120.65

(kHz)

1,080

50

3,130

-

〔MHz)

84

300

　

500

(GHz)

-

0.5

-

4

lkHz)

-

1,505

-

9,132.6

(MHz)

63.15

701.1

96

4,572

(GHz)

-

9.45

-

164.15

(k}{z)

49

1,940.3

4,650

6,895.6

(MHz)

18.4

355.65

-

2,222

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

405

215

1,591

3,445

(MHz)

22.03

327.1

-

1,580

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

127.6

635

-

一

(MHz)

57.5

1.0

337

2,645

(GHz)

1.4

1.2

-

44.5

(kHz)

10

368.5

-

一

(MHz)

-

37

2,600

2,885

(GHz>

I

l.8

-

56.95

(kHz>

一

　

一

一

(MHz>

一

4

-

31.6

(GHz)

-

0.8

-

一

〔kHz)

104

-

2,850

-

〔MHz)

6

10

50

540

(GHz)

}

0.05

-

21.7

lkHz)

10.1

-

100

-

lMHz>

0.1

　

一

一

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

一

一

120

50

(MHz)

-

11.25

-

418.5

(GHz)

-

1.19

-

49
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資料1-49宇 宙無線通信業務用の周波 数分配 状況

周 波 数 帯

周 波 数 帯 幅

固定衛星

業 務

放送衛星

業 務

気象衛星

業 務

海上移動

衛星業務

宇宙研究

業 務

宇宙運用

業 務

地球探査

衛星業務

無線航行

衛星業務

移動衛星

業 務

航空移動

衛星業務

標準周波
数報時衛

星業務

アマチュ

ア衛星業

務

3ト1,000MHz

(専 用 〕

(共 用)

1～17.7GHz

〔専 用)

〔共 用)

17,7～40GHz

(専 用)

供 用)

40～275GHz

(専 用)

供 用)

(MHz)

　

-

800

5,775

500

9,500

3,000

66,000

(MHz)

『

一

}

750

-

500

-

4,000

(MHz)

-

3,851

-

80

-

一

一

一

(MHz)

一

『

33

33

-

一

一

　

(MHz>

-

3.35

10

3,459.9

-

4,39D

-

69,800

(MHz)

『

4.35

-

282

　

一

　

一

(M正{z>

-

12

　

L856

　

4,340

『

69,800

(MHz)

0.3

-

一

96

一

一

一

44,500

(MHz)

0.1

102

2

300

-

3,50σ

　

52,000

(MHz)

一

一

27.5

267

　

』

一

一

(MHz)

0.1

-

}

608

　

4,050

-

一

(MHz)

-

5

-

150

　

50

-

21,700

(注}1.本 表(資 料1-48及 び資料1-49)は 、国際分配の範囲内で我が国が定めている各業務ごとの分配状況を示したものであり、

実際に使用するには混信排除及び周波数の有効利用の点について検討する必要がある。

2.本 表で 「専用」とは、その業務にのみ分配されていることを示 し、「共用」 とは、複数の業務に分配されていることを示し、

必ずしも同一周波数を共用して使用することを意味しない。

1

ホ
ゆ

1

一

論
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資料1-50固 定業務 への周波数割当状況

30MHz以 下 の

周波数帯

30MHz以 下の周波数帯は、国際通信用としては、通信衛星、海底

ケーブルの導入により、減少の一途をたどっているが、我が国と相

互に開設を認めあう外国の大使館等における使用は漸次増加してい

る。

国内通信用としては、市況情報等の同報通信、離島通信、災害対

策用の通信、保安用の通信等に割 り当てられている。

30～ ユ,000MHz

の 周波数 帯

30～1,000MHzの 周波数帯は、経済的、技術的に手軽に使用でき

ることから、単一又は小容量多重通信路の局地的な通信に割り当て

られており、災害対策用、放送番組中継用、移動通信用等に使用さ

れている。

しか し、この周波数帯は移動業務に適 していることから、同業務

の需要に対処するため、多重の固定業務用回線については順次3

GHz以 上の周波数帯に移行 しつつある。

1～10GHzの

周波数 帯

1～3GHz(準 マ イクロ波帯)の 周波数帯は、今後の移動業務の

需要に対処するため、移動通信用周波数帯とし、従来事業用等に使

用されている支線系小中容量回線を3GHz以 上の周波数帯に移行

してい くこととしている。また3～10GHzの 周波数帯は、それらの

幹線系長距離大容量回線等及び放送番組中継用の回線に割り当てら

れている。

我が国は世界有数のマイクロ波帯等の利用国であり、特に準マイ

クロ波帯においては、今後移動通信の需要はますます増加の傾向に

あるとともに、利用の高度化による通信網のデジタル化、大容量化

も進むものと予想される。
＼

10GHz以 上 の

周波数帯

㌔

10GHz以 上 の周波数帯は、固定業務用として広 く使われるように

なり、現在では40GHz程 度まで実用化されている。この周波数帯は、

電気通信業務用の幹線系又は支線系の短距離大容量回線、行政用及

び公益事業用の支線系短距離回線、テレビジョン放送番組中継用の

短距離回線及び有線テレビジョン放送事業用の短距離回線等に割 り

当てられている。

この周波数帯は、通信需要の増大に伴う使用密度の増加及び通信

衛星の導入に伴い周波数の共用を一層図っていることが重要にな

る。さらに、準ミリ波帯、ミリ波帯等の未利用周波数帯の開発を進

めていくこととしている。
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資料1-51放 送 業務への周波数割当状況

中畠 波 放 送

中波 放 送 は 、526,5～L606.5kHzの 周 波数 帯 を使用 して い る。

この 周波 数 帯 の割 当 てに つ い て は、LF/MF帯 放 送 に関 す る 地域

主 管 庁会 議(1975年 ジ ュ ネー ヴ)の 協 定 に 基づ い て、 「放 送 用 周 波数

使 用 計 画」 を作 成 して行 わ れ て お り、 我 が 国 と して は9kHz間 隔

107波 の 割 当て を行 って い る。

短 波 放 送

短 波 帯 で は、 放 送 業務 の 専 用 と して全 世 界 的 に6、7、9、11、

13、15、17、21及 び25MHz帯 に お い て合 計617波(5kHz間 隔)が

分 配 され て お り、 この ほか に3MHz帯 が 他 の 業務 と共用 で分 配 さ

れ て い る。我 が 国で は 、 国 内放 送 用 と して6波 の 割 当 て を行 って い

るほか 、 国 際放 送 用 と して伝 搬 状 況 等 を考 慮 し、 随 時約30波 程 度 を

割 り当 てて い る。

超 短 波 放 送

FM放 送 の た め の超 短 波 放 送 用 の 周 波 数 と し て は 、76～90MHz

が分 配 され てお り、 「放 送 用 周 波数 使 用 計 画 」に従 い割 当て を行 って

い る。 また、衛 星放 送 では 、12,5～12.75GHz帯 の3波 を使 用 し「放

送用 周 波 数使 用 計 画」 に従 い割 当 て て い る。

テ レ ビ ジ ョン放

送

テ レ ビ ジ ョン放 送 は、 地 上 系 で は 、VHF帯(90～108MHz及 び

170～222MHz)の12波 、UHF帯(470～770MHz)の50波 及びSHF

帯(12.092～12,200GHz)の18波 を使 用 し、衛 星 系 では11.7～12.2

GHzの うち8波 を、12.5～12.75GHzの うち12波 を同 計 画 に従 い割

当て て い る。

テ レ ビジ ョン多

重放 送

テ レビ ジ ョ ン音声 多重 放送 に は、 テ レビ ジ ョン放 送 の 音 声 周波数

を割 り当 てて お り、 ま た、 テ レビ ジ ョン文 字 多重 放 送 に は 、 テ レ ビ

ジ ョン放 送 の 映像 周 波 数 を割 り当て る こ と と して い る。

超短波多重放送 超短波多重放送には、超短波放送の周波数を割り当てている。
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資料1-52陸 上 移動業務への周波数割 当状況

1,000MHz以 下

の 周波 数 帯

この周波数帯は、移動業務に適していること、また、技術的、経

済的に手軽に使用できることから警察、消防、救急、防災等の行政

用、鉄道、ガス、MCA移 動通信等の公共業務用、放送・新聞の取材、

タクシー等各種の業務用、自動車電話、沿岸無線電話等の電気通信

業務用、簡易無線業務用等に割 り当てられている。

1～10GHzの

周波数 帯

陸上移動通信の電波需要の急激な増大に伴い、1GHz以 下の周

波数帯では利用可能な周波数は年々ひっ迫の度を増している。

そのため、準マイクロ波帯(1～3GHz帯)の 周波数を陸上移動

通信用 として開発してきており、既にMCA移 動通信及びデジタル

自動車電話にこの周波数帯の一部を割 り当てている。

また、3GHz以 上 の周波数帯の一部については、音声又はTV放

送番組中継用に割 り当てられている。

10GHz以 上 の

周波数帯

この周波数帯は、災害対策用、TV放 送番組中継用、公共業務用、

電気通信業務用、簡易無線業務用等の可搬タイプの陸上移動通信シ

ステムに割 り当てている。

資料1-53航 空移動業務への周波数割 当状況

航
空
移
動

長

業
務

蘂δ穆旦

動業務

航空移動(R)業 務専用に分配されている周波数帯の使用に際しては、航空

機の安全に関する通信が優先することになっている。また、航空移動(R)業

務の使用に関しては、各国は国際民間航空機関(ICAO)に おいて定められた技

術基準、国際航空の周波数使用計画等に従っている。

短波帯については、無線通信規則附録第27号 にSSB方 式を基礎とした世界

的な周波数区域分配計画が定め られている。

また、管制通信の主力は、VHF帯 の118～137MHz帯 を使用している。

航 空移 動(OR)業 務 には 、主 として 短波 帯 、138～142MHz、223～328.6MHz

のVHF帯 及 びUHF帯 が分 配 され てお り、海上 保 安 用 、防衛 用 、新 聞 、報道 用

等 に使 用 され て い る。
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資料1-54無 線測位業務への周波数割当状況

無

線

航

行

業

務

無

線

標

定

業

務

無 線航 行 用 の周波 数 帯 は、短波 帯 を除 く全 周 波数 帯 に わ たって分 配 され て いる。

長 ・中 波帯 は 、 船 舶 及 び航 空機 の位 置 決 定 の シ ステ ム の ため に割 り当 て て い

る周波 数 帯 で あ り、 オ メガ、 ロ ラン、 デ ッ カ、海 上 ビー コ ン及 び航 空 ビー コン

に使 用 され てい る。

30～1,000MHz帯 は、 主 と して航 空 機 の航 行 の た め 、VOR(VHF全 方 向無

線 標 識施 設)、ILS(計 器 着 陸 用 施 設)、DME(距 離 測 定 用施 設〉、TACAN(UHF

全 方 向方 位 距離 測定 施 設 〉等 に使 用 され て い る。ま た、マ イ クロ波 帯 は レー ダー 、

マ イ ク ロ波 ビー コ ン等 に割 り当 て られ て い る。

この ほか 、 ミリ波 帯 は 高精 度 の 監 視 レー ダー に も使 用 され て い る。

無 線標 定 用 の 周波 数(短 波帯 を除 く。〉は、 各 周 波数 帯 にわ た って分 配 され て

い る。 中波 及 びVHF帯 は 、 ラ ジ オ ・ブ イ等 に使 用 さ れ て い る。

400MHz帯 は船 速 計 、AVM(車 両 位 置等 自動 表示)シ ステ ム 等 に使 用 され て

い る。

1～10GHzは 、気 象 レー ダー 、ARSR(航 空 路 監 視 レー ダー)、ASR(空 港 監

視 レー ダー)、 ロ ケ ッ ト運 行 、漁場 監 視 等 の各 種 レー ダー に使 用 され て お り、こ

の 周波 数 帯 が最 も多 く割 り当て られ て い る。

10GHz以 上 は速 度 ・侵 入 検 知 用 、港 湾 用 、波 高 波 浪 観 測 用等 の各種 レー ダー

に 割 り当て られ て い る。
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資料1-55宇 宙無線通信業務への周波数割当状況

固

定
衛

星

業

務

固定 衛星 業 務 用 の周 波数 は、2～275GHz帯 の広 範 囲に わ た って 分 配 され て

お り、 この うち 、4GHz、6GHz、11GHz、14GHz帯 の 各500MHzは イ ンテ

ル サ ッ トの 国際 通 信 用 として世 界的 に 使用 され て い る。

我が 国で は、CS-3の 使 用周 波 数 と して 、離 島通 信、 災害 対策 通 信 用 と して

の4GHz、6GHz帯 の ほか 、地上 系 との 周波 数 共用 が 比 較 的容 易 な20GHz、

30GHz帯 が割 り当て られて い る。

ま た、 衛 星 通信 の提 供 を行 う第一 種 電 気 通 信 事 業 者 は12GHz、14GHz、20

GHz、30GHz帯 を使 用 してい る。

放
送
衛
星
業
務

WARC-BSに お いて 、12GHz帯 の放 送 衛 星業務 用 の周 波数 と して我 が 国 は

東経110度 の対 地 静 止 軌 道位 置 に8波 の 割 当 て を受 け、 この割 当計 画 に従 っ て

BS-3で は こ の うち3波 を使 用 してい る。

な お、上 り回線 の周 波数 に つ い ては 、14.5～14.8GHz及 び17.3～18.1GHzが

放 送衛 星 業務 の上 り回 線用 と して分 配 され 、ま た、14～14.5GHz等 が 固定衛 星

業務 の 通信 網 との 調 整 を条件 と して放 送 衛 星業 務 の 上 り回線 に使 用 で き るこ と

とな って お り、BS-3で は14.0～14.5GHz帯 を使 用 してい る。

また、12.5GHz～12.75GHzは 固定衛 星 業務 との 共 用 で放送 衛 星 業務 に分 配

され て お り、通 信 衛 星 を使 用 した衛 星放 送 に割 り当て られ てい る。

気星
象業
衛務

気象 衛 星 業務 に は 、400MHz帯 及 び1.7GHz帯 を中 心 に周 波数 帯 が分 配 され

て お り、我 が 国 で は、静 止 気 象衛 星GMS-4が400MHz帯 及 び1.7GHz帯 を使

用 して い る。

海衛
上星
移業

動務

海 上 移動 衛 星 業務 に は、1.5～1.6GHz帯 に お い て周 波数 帯 が分 配 され て お り、

この周 波数 帯 を用 い た イ ンマ ルサ ッ ト・シ ステ ムが 世 界 的に使 用 され て い る。

また、 我 が 国で も国 内の 海上 移 動 通信 衛 星 の実 用 化 に 向け 、 この 周 波数 帯 を

用 い た 技術 試験 衛 星ETS-Vに お い て実 験 を行 って い る。

宇究
宙業
研務

宇 宙 研 究 業務 に は、VHF、UHF、SHF、EHF帯 で そ れ ぞ れ分 配 が な され て い

るが 、特 に40GHz以 上 の周 波 数 帯 で受 動用 として大 幅 な分 配 が な され てい る。

宇用
宙業
運務

宇 宙 運用 業務 は 、衛 星 の 本 来業 務 用 の 周 波数 に お い て使 用 で き るほ か 、136

MHz、150MHz、400MHz及 び2GHz帯 が 同 業 務 に分 配 さ れ、使 用 され て い る。

そ宇通
の宙信

他無業
の線務

航 空移 動 衛 星業 務 、 地球 探 査衛 星 業 務 、無 線航 行 衛 星 業務 、 標 準 周波 数報 時

衛 星業 務 、 ア マチ ュア衛 星 業務 等 に 対 して も周波 数 の 分配 が 行 わ れ てい る。 我

が 国 で は、 海 洋観 測 衛 星MOS-1bが1.7GHz、2GHz及 び8GHz帯 を アマ

チ ュア衛 星JAS-1bが145MHz及 び435MHz帯 を使 用 して い る。
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資料1-56そ の 他の業務への周波数割 当状況

気助
象業
援務

アユ務
マア
チ業

標波時

準数業
周報務

簡線
易業
無務

無出
線業
呼務

電文
波業
天務

気 象援 助 業 務 に 分 配 され て い る周 波 数 帯 の う ち、400MHz帯 の4MHzと

1.6GHz帯 の31.6MHzは 、 ラ ジ オ ゾン デ用 、 気 象 デー タ を伝 送 す る ラ ジ オ・ロ

ボ ッ ト及び ロボ ッ ト中 継 用 に割 り当 て られ て い る。

アマ チ ュ ア業 務 用 に は、1,907.5kHzか ら250GHzま で の 周波 数 帯 に お い て、

23周 波数 帯 の分 配 が行 われ て い る。

周 波 数 、時 刻 、 時 間 間隔 の 標 準 を一 般 に 供 す る こ とを 目的 と して 、2.5、

8、10及 び15MHzを 割 り当て て い る。

簡 易無 線 業務 と しては 、26MHz帯 に4波 、150MHz帯 に9波 、400MHz帯 に

25波 、900MHz帯 に158波(パ ー ソナ ル 無 線)及 び50GHz帯 に38波 を割 り当て

て い る。

無線呼出業務用としては、半径約1km以 内の狭い地域で専用に使用するもの

に対しては、26MHz帯 で4波 を割 り当てている。また、電気通信事業者が提供

するものに対しては、280MHz帯 を割 り当てている。

我が国では、電波天文業務用に専用に又は優先的に分配 した周波数帯を受信

する設備であって、一定の基準に適合するものについて指定を行い、受信の保

護を行ってお り、名古屋大学及び文部省国立天文台の受信設備などが指定され

ている。

携移業 大部分の携帯移動業務は、陸上移動業務その他の業務と周波数を共用してい
帯動務 る。
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資料1-57国 別用途別事前公表一覧表
〆(4年12月 末 現在)

用 途

国 名

通
信

衛
星

放
送

衛
星

'衛

亨星

、

移務
動の
衛衛
星星
業

気
象
衛
星

地星
球
探
査
衛

科
学
衛
星

技星
術
試
験
衛

ア衛
マ星

重
ア

多
目
的
衛
星

捜星索

救
難
衛

デ衛
1星
タ
中
継

ス ヤ
ペ ト

1ル
ス関

シ連

無星
線
測
位
衛

国星
別数
公
表
衛

米 国 328 ・夕 38 3 12 41 4 7 4 1 7 4 5 454

ソ1連 116 2 1キ
、 23 11 3 8 1 2 8 3 ⑪

フ ラ ン ス 47 3 2 10 1 8 16 4 2 2 4 99

日 本 19 4 2 6 2 21 11 2 67

英 国 13 39 3 4 3 62

オ ー ス ト ラ リ ァ 15 10 13 38

イ ン ド 4 2 3 4 3 4 5 5 30

ブ ラ ジ ル 18 1 19

ド イ ツ 14 2 2 18

中 国 11 3 2 16

ト ン ガ 10 1 5 16

カ ナ ダ 12 3 ユ5

メ キ シ コ 7 2 4 13

コ ロ ン ビ ア 6 4 10

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 5 5 3 13

イ ラ ン 8 1 9

イ タ リ ア 4 2 1 1 8

タ イ 8 8

イ ン ド ネ シ ア 8 8

ト ル コ 6 6

パ プ ア ニ ュ ー ギニ ア 2 2 4

ベ ル ギ ー 2 1 1 4

イ ス ラ エ ル 4 4

イ ラ ク 3 3

ヴ ェ ネ ズ エ ラ 3 3

ス ウ ェ ー デ ン 1 2 3
パ キ ス タ ン 2 1 3

ア ル ゼ ン チ ン 2 2

韓 国 2 3

マ レ ー シ ア 3 3

キ ユ ー バ 2 2

セ イ シ ェ ル 2 2

ナ イ ジ ェ リ ア 1 1 2

ル ク セ ン ブ ル ク 1 1 2

マ ル タ 2 2

ア イ ル ラ ン ド 1 1

エ ク ア ド ル 1 1

ス イ ス 1 1

ペ ル ー 1 1

合 計 686 45 18 150 28 28 Ig8 26 19 23 1 14 4 5 1145

旧IFRB資 料による。
(注)INTELSAT及 びINMARSATの 衛星はそれぞれ米国及び英国に含まれる。
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資料1-58 国別衛星数及び静止衛星軌道位置数一覧表
(4年12月 現在)

主 管庁 名
衛 星 数 静止衛星軌道位置数

登 録 数 計 画 数 計 登 録 数 計 画 数 計

米 国 60 169 229 42 72 114

ソ 連 61 96 157 33 19 52

INTELSAT(米
国)

27 52 79 28 8 36

日 本 17 19 36 11 4 15

オ ー ス ト ラ リ ア 15 12 27 4 0 4

フ ラ ン ス 8 16 24 5 10 15

ESA
(7ラ ン ス) 6 9 15 6 9 15

イ ギ リ ス 2 20 22 2 9 11

EUTELSAT
、(フ ラ ン ス)

9 5 14 6 3 9

INMARSAT
(イ ギ リ ス) 2 30 32 2 11 13

ブ ラ ジ ル 2 10 12 2 1 3

中 国 1 13 14 1 10 11

ト ン ガ 0 12 12 0 7 7

カ ナ ダ 3 6 9 3 3 6

ド イ ツ 2 7 9 2 6 8

イ ン ド 5 4 9 3 0 3

メ キ シ コ 2 9 11 2 6 8

ASETA
(ベ ネ ズ エ ラ) 0 6 6 0 6 6

ARABSAT
(サ ウ ジア ラ ビア 〉 2 3 5 2 1 3

ル クセ ン ブ ル グ 1 3 4 1 3 4

イ タ リ ア 1 3 4 1 3 4

イ ラ ン 0 4 4 0 4 4
パプアニユーギニア 0 4 4 0 2 2

タ イ 0 4 4 0 4 4

ト ル コ 0 6 6 0 6. 6

マ レ イ シ ア 0 3 3 0 3 3
ベ ル ギ ー 1 2 3 1 2 3

イ ラ ク 0 3 3 0 3 3
INTER-
SPOUTNIK
(ソ 連)

3 0 3 3 0 3

ア ル セ ン チ ン 0 2 2 0 2 2

サ ウ ジア ラ ビア 0 5 5 0 4 4

コ ロ ン ビ ア 0 2 2 0 2 2

キ ユ ー バ 0 2 2
.0

2 2

イ ン ド ネ シ ア 4 2 6 4 2 6

イ ス ラ エ ル 0 5 5 0 5 5

韓 国 0 2 2 0 2 2
パ キ ス タ ン 0 2 2 0 2 2

セ イ シ ェ ル 0 2 2 0 2 2

ス ペ イ ン 1 0 1 1 0 1

ア イ ル ラ ン ド 0 1 1 0 1 1
NOTELSAT
(ス.ウ ェ ー デ ン) 1 0 1 1 0 1

マ ル タ 0 2 2 0 2 2

合 計 236 557 793 166 241 407

旧IFRB資 料 による

(注)登 録数は旧IFRBへ の登録数、計画数は事前公表数である。
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資料1-59国 別周波数帯別衛星数

(4年12月 現在)

主 管 庁 名

周 波 数 帯 別 内 訳(衛 星 数)

<L

〔11000MHz

以下)

L、

(1,215-

1,710MHz)

S

(1、710-

3,400MHz)

C

(3、400-

7,075MHz>

X
(7,075-
8,500MHz)

Ku
(10.6-
15.7GHz)

Ka
(17.3-
30GHz)

Ka〈

(30GHz

以上〉

米 国 12(27) 7(8) 16(58) 28(56) 17(28) 11(68) 3(44) 3(43)

ソ 連 3(18) 7(24) 4(9) 27(39) 8(15) 13(16) 5(30) 3(24)
INTELSAT
(米 国)

一(一) 4(1) 一(一) 26(51> 一(一) 23(50) 一(一) 一(一 〉

日 本 4(2) 5(2) 13(8) 6(3) 2(2) 8(9> 7(7) 2(4)

オー ス トラ リア 一(1) 一(9) 一(一) 一(一) 一(2) 15(10) 一(一) 1(1)

フ ラ ン ス 一(一) 一(6) 8(16) 6(6) 6(0) 8(10) 2(3) 一(3)

ESA
(フ ラ ン ス) 4(一) 3(3> 3(6) 2(3) 一(一) 2(1) 1(4) 1(4)

イ ギ リ ス 1(3) 一(一) 一(一) 一(8) 1(3) 1(10) 1(4> 1(7)
EUTELSAT
(フ ラ ン ス) 4(2) 5(0) 5(3) 一(一) 一(一) 4(5) 一(一) 一(一)

INMARSAT
(イ ギ リ ス)

一(一) 2(30) 一(14) 2(30) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一)

ブ ラ ジ ル 一(一) 一(一) 一(一) 2(5) 一(3> 一(2) 一(一) 一(一)

中 国
一(1> 一(1) 一(1) 1(11) 一(一) 一(2) 一(一) 一(一)

ト ン ガ 一(一) 一(一) 一(一) 一(10) 一(一) 一(7) 一(一) 一(一)

カ ナ ダ 一(一) 一(2) 一(1) 2(2) 一(一) 1(6) 一(一) 一(一)

ド イ ツ 一(一) 一(一 〉 2(4) 一(一) 一(一) 2(7) 2(3) 2(0)

イ ン ド 5(1) 一(一) 一(一) 5(1) 一(一) 一(3) 一(一) 一(一)

メ キ シ コ 一(一) 一(2) 一(一) 2(2> 一(一) 2(7> 一(2) 一(一)

ASETA
(ベ ネ ズ エ ラ 〉

一(一) 一(一) 一(一) 一(6) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一)

ARABSAT
.(サ ウジア ラ ビア)

一(一) 一(一) 2(一) 2(3) 一(一) 一(2) 一(一) 一(一)

ル クセ ンブ ル ク 一(一) 一(一) 一(一) 1(2) 一(一) 1(3) 一(1) 一(一)

イ タ リ ア 一(2) 一(一) 1(3) 一(一) 一(2) 一(3) 1(3) 1(3)

イ ラ ン 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(4) 一(一) 一(一)

ノη ア ニユー ギニア 一(一) 一(2) 一(一) 一(4) 一(一) 一(2) 一(一 〉 一(一)

タ イ 一(一 〉 一(一 〉 一(一 〉 一(4) 一(一) 一(4) 一(一) 一(一)

ト ル コ 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(6) 一(一) 一(一)

マ レ イ シ ア 一() 一(一) 一(一 〉 一(3) 一(一) 一(3) 一(一) 一(一)

ベ ル ギ ー 一(1) 一(一) 一(一) 一(一 〉 1(2) 一(一) 一(1) 一(1)

イ ラ ク 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(3) 一(一) 一(一)

INTER-
SPOUTNIK
(ソ 連)

一(一) 一(一) 、 一(一) 3(一)
一(一) 一(一) 一(一) 一(一)

ア ル ゼ ン チ ン 一(一) 一(一) 一(一) 一(2> 一(一) 一(2) 一(一) 一(一)

サ ウ ジア ラ ビ ア 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(3) 一(2) 一(一) 一(一)

コ ロ ン ビ ア 一(一) 一(一) 一(一) 一(2) 一(一) 一(一) 一(一 〉 一(一)
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主 管庁名

周 波 数 帯 別 内 訳(衛 星 数)

〈L

(1、000MHz

以下)

L

(1,215-

1、710MHz)

S(
1,710-
3,400MHz)

C
(3,400-
7,075MHz)

X
(7,075-
8,500MHz>

Ku

〔10.6-

15.7GHz)

Ka
(17.3-
30GHz}

Ka<

(30GHz

以上)

キ ユ ー バ 一(一 〉 一(一) 一(一) 一(2) 一(一) 一(一) 一(一)
一

一(一)

イ ン ド ネ シ ア 一(一 〉 一(一) 一(一) 4(2) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一 〉

イ ス ラ エ ル 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(5) 一(一) 一(一)

韓 国 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(2) 一(一)
一

一(一)

パ キ ス タ ン 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(2) 一(一)
一

一(一)

セ イ シ ェ ル 一(一) 一(一) 一(一) 一(2) 一(一) 一(2) 一(一)
一

一(一)

ス ペ イ ン 一(一) 一(一) 1(0) 一(一) 1(0) 1(0) 一(一)
一

一(一)

ア イ ル ラ ン ド 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(一) 一(1) 一(一) 一(一)

NOTELSAT
(ス ウ ェ ー デ ン)

一(一 〉 一(一)
1(一)

一(一) 一(一 〉 1(一) 1(一)

一
一(一)

マ ル タ 一(一 〉 一(一) 一(一) 一(2) 一(一) 一(2) 一(0) 一(一)

合 計 33(59) 33(90) 56(123) 119(261) 36(60) 98(260) 23(125) 14(90)

旧IFRB資 料による

(注)1.周 波数帯別内訳数は、主管庁ごとにIFRBへ の登録数及び括弧内に計画数(事

前公表数)を示す。

2.衛 星で複数の周波数帯を用いるものは各周波数帯ごとに1衛 星とカウントし

ている。

資料1-60静 止軌道地域別衛星数一覧表

(4年12月 現在)

＼
区別

地域 イ ン ド 洋 西太平 洋 東太平 洋 大 西 洋
範囲 20E-110E 110E-160W 160W-70W 70W-20E

衛星数
登録 55 64 48 69

計画 149 121 103 184

軌道数
登録 31 36 33 44

計画 76 58 75 77

旧IFRB資 料 に よ る

(注)1.範 囲欄は、静止衛星軌道の経度で示す。例えば、20Eは 、東経20度 の静止軌道

位置を表す。

2.登 録数は旧IFRBへ の登録数、計画数は事前公表数である。
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一448-1電 気 通 信

② 電波監視等

資料1-62無 線 局

無
線
局
の
種
年類
度
末

総

計

固

定

局

航

空

固

定

局

放

送

局

放

送

試

験

局

海

岸

局

航

空

局

基

地

局

携

帯

基

地

局

無

線

呼

出

局

陸
上
移
動
中
継
局

船

舶

局

遭難

自
動
通
報
局

船

上

通

信

局

航

空

機

局

無

線

測

位

局

訪

40

妬

50

茄

56

田

m
Do

59

60

α

翻

63

一

兀

2

3

70,527

315,躍

712,558

1,321,875

1,982,785

2.12L247

2,012,822

2,686,664

3β03,783

3,813,604

4,155,554

4,481,2鴎

4,954,570

5,611,022

6,468,211

7,574,478

4,773

8,681

12,801

20,081

29,243

31,201

32,876

34,7別

36,427

37,764

41,758

43,670

46,313

49,420

51,662

55,874

20

39

43

52

49

49

37

36

36

36

30

31

30

30

29

29

娼9

1,619

4,325

7,523

12,052

12,816

15,590

19,466

20,470

24201

28,957

29β11

31,683

32,176

36,407

37,503

l

l

l

l

1

7

6

12

12

12

471

681

991

1,156

1,338

1β51

1,388

L417

1,447

1,438

1,429

1,421

1β87

1β80

1,385

L421

118

254

351

532

782

834

857

906

925

960

1,030

1,10⑪

L148

1237

L398

1,595

3,254

7,282

14,392

23,158

34,088

35,553

38,322

41,167

44,859

47,899

52,251

56,766

64,009

73,197

83,650

90,957

93

678

1,009

1,592

2,133

2,245

2,281

2,356

2,416

2,422

2,524

2,612

2,754

2,815

2,898

2,950

70

go4

1,780

1,770

1,959

2,173

2,439

2,622

2,626

2,918

3,262

3,522

3,826

3,822

12

14

19

203

1,018

2,720

7β00

12,611

14,005

2LlO7

37,250

50,725

73』84

74β58

77,091

79,300

82,466

84,915

86,713

89,639

89,434

92,701

91,975

92,328

110

7,528

3,613

1,891

1,691

L486

L305

1,120

996

815

686

557

477

406

352

L403

1,575

2,〔回8

2,112

2,165

2,250

2,3製

2,306

2,360

2,396

2,弓73

2,552

226

502

8別

1,148

1,419

1,431

1,507

1,539

1,598

1,627

1,711

1,819

1,978

2,238

2,424

2,558

7,169

15,1㎜

27,128

28,515

33,211

35,995

24,973

28,148

30,755

33,397

35,414

21,957

25,020

27,745

29,589

3L268

4

(12月末)
8,212,24957,171 29 37,879 1,412 L724 91,6212,979 3,図4 17』18 91,897' 333 2,627 2,53121,935



1-3電 波 利 用 一449一

数 の 推 移

地

球

局

航

空

地

球

局

航
空
機
地
球
局

海

岸

地

球

局

船

舶

地

球

局

宇

宙

局

人

工

衛

星

局

放

送

衛

星

局

放
送
試
験
衛
星
局

非

常

局

実

験

局

実
用
化
試
験
局

ア
マ

チ
ユ

ア

局

構

内

無

線

局

気

象

援

助

局

標
準
周
波
数
局

特
別
業
務
の
局

陸

上

移

動

局

携

帯

局

簡

易

無

線

局

2

2

3

7

10

72

97

u4

129

153

192

569

1,927

2,237

1

2

1

10

3

2

工31

182

265

356

創

573

652

739

936

1,090

L206

1

35

44

46

48

50

46

49

55

56

4

7

8

2

2

4

4

4

2

15

113

151

35

60

6⑰

60

60

60

60

60

60

59

57

32

32

500

工546

2,128

1,860

2,063

2,364

2,661

2,688

2,728

2,742

2,682

L触3

1,658

L703

1,605

1,140

261

767

7

7

2,966

3,887

2,874

1,541

1,859

正胴go

5,673

142

66

20

1磁

714

15,431

頃5』32

136,914

320,304

485,530

523,⑪21

550β38

574,581

596,953

703,204

749,414

825,153

916,904

1,927,ユ⑪1

1.10L431

1,203,226

6

175

993

1,591

3,018

4,027

348

497

616

709

799

82τ

702

692

719

7五〇

705

601

599

605

598

569

1

1

1

1

1

1

1

1

1

玉

l

l

l

ユ

1

1

6

7

11

15

28

32

37

42

46

72

110

132

153

202

283

339

19,086

68,637

196,必7

357,752

572,654

1628
,425

688,966

746,216

蹴424

9姐,439

1,066,196

1ユ96,738

1,452,115

1,916,022

2,580,562

3,496,692

737

3,454

10,708

21,124

26,766

28,561

29,727

30,700

3L722

3226ユ

34β69

37,181

4L647

49,055

51,699

55,134

3,524

139,6留

258,801

480,966

699,姐

732,56i

536,別7

1,115,061

1,597,631

1、87工,姻

2,037,951

2,164,147

2,268,429

2,321,053

2,410,332

2,473,261

3,173 4 16 2 1,219 59 13 2 21 845 1207 1,261,418 4,539 440 ユ 353 4,034,4路 57,837 2,5ユ3,612



一450-1電 気 通 信

資料1-63利 用 分 野

無線局
の種類

利用
分野

合

計

固

定

局

航

空

固

定

局

放

送

局

放

送

試

験

局

海

岸

局

航

空

局

基

地

局

携

帯

基

地

局

無

線

呼

出

局

陸
上
移
動
中
継
局

船

舶

局

遭
難
自動

通
報
局

船

上

通

信

局

航

空

機

局

合 計 8,212,249 57,171 29 37,879 一 1,412 1,724 91,621 21979 3,844 17,018 91,897 333 2,627 2,531

電気通信業務
陸 上 運 輸
海上水上運輸
航 空 運 輸
新 聞

21481,911

490,061
7,278

7,865

4,826

81363

589
28

62

50

=

露
一

=

二
一

=

ニ
ー

19

2

1望

『

45

=
1,271
38

4,035

16,855
22

241

519

210

14
27

4

404

1,254

星

i

=

=
一

2
4,474

二

=

至
一

二

!
一

　

:
2,273
26

放 送
漁 業
ガ ス
電 気
上 ・下 水 道

55,707

94,872

14,757
50,191

11,799

1,107

240

648
3,829

919

二

ニ
ー

37,879

二

二

=

=
}

7弱

=
一

二

=
一

490

26

700

3,024

705

419

98

10

541

7

1
4

u

1

=

=
　

一

81,430

=

一

玉

=
一

=

=
『

=

ニ
ー

港 務
港 湾 工 事
水防・水利・道路
土 木 ・建 設

鉱 業

8,688
5,004

271583

238,054

2,174

20

38
8,644

26

62

=

二
　

二

=
一

=

こ
一

墾

三
一

二

=
一

166

115

1,940
21573

38

25

22

194

5
5

=

i
2

二

=
一

575

34

1

7
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別 無 線 局 数

ユー3電 波 利 用 一451一

(4年12月 末現 在)

無

線.

測

位

局

地

球

局
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空
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岸
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携
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一452-1電 気 通 信

資料1-64国 内無線局の電波の監査状況
(4年 度)

区 別
質 の 監 査 運 用 の 監 査

通信単位の運用
監 査

実施局数 違反局数 実施局数 違反局数 実施件数 違反件数

30MHz以 下 の もの 5,428 4 6,908 18 / /
30MHzを 超 え る もの 668 10 3,535 714 / /
合 計 6,096 14 10,443 732 8,624 532

(注)電 波の監査とは、無線局から発射される電波を受信 して、電波の質(周 波数偏差、

占有周波数帯幅、スプリアス発射の強度)及 び電波の使用方法が国際電気通信条約

又は法令の規定に適合しているか否かを確かめることであり、規定に違反している

者に対しては、規正等の措置を実施 してきている。

資料1-65外 国無線局の電波の監査状況

年 度
質 の 監 査 運 用 の 監 査

実 施 数 違 反局数 実 施 数 違反局数

63 4,413 1 2,347 3

元 2,512 9 1β37 0

2 545 23 326 1

3 1,286 61 1,386 1

4 1,237 48 1,444 1



資料1-66

1-3

混信 状況調査件数

電 波 利 用 一453一

年 度 63 元 2 3 4

件 数 478 585 874 1,195 1,153

(注)混 信状況調査は、既設無線局等に対する混信妨害の原因を究明して、混信波を排

除し、無線局等の正常な運用を確保するために実施している調査である。

資料1-67不 法 無線局の措置状況

年 度 63 元 2 3 4

不法市民ラジオ 1,487 2,067 1,769 2,086 1,594

不法アマチュア局 164 226 254 315 411

不 法 コー ドレス 電話 205 213 107 62 33

不法パーソナル無線 216 257 187 310 615

37MHz帯 不法無線局 2 5 1 0 3

その他の不法無線局 809 616 550 736 673

合 計 2,883 3,384 2,868 3,509 3,329

(注)不 法無線局 とは、郵政大臣の免許を受けずに不法な電波を発射する無線局である。



一454-1電 気 通 信

資料1-68電 波発射状況調査及び電波利用状況調査件数

(4年 度)

区 別 発射状欄 査1

一

利用状況調査

件 数 1551 34

(注)電 波の発射状況調査は、必要 とする周波数帯にっいて、そのスペ クトルの空間的

占有状況を把握 し、周波数の効率的な利用を図るために実施している調i査である。

電波の利用状況調査は、特定の周波数を対象として、そのスペ クトルの時間的な

占有状況を把握 し、電波が効率的に利用されているか、また、通信の疎通状況に問

題がないかどうかを調査するものである。

資料1-69国 際監視の実施状況

(4年 度)

区 別 調査波数 調査件数

国際周波数

登録委員会

(IFRB)

通常国際監視

短波放送専用周波数帯の監視

特別国際監視

15,334

567

0

48

10

0

外国主管庁 13 8

(注)国 際監視 とはIFRB又 は外国の主管庁から要請された事項について監視するも

のである。



1-3電 波 木11用 一4bb一

資 料1-70電 波 障 害 原 因 別 処 理 件 数

年 度 62 63 元 2 3

重

宣

勿

ビ ル

送 配 電 線

鉄 道 ・道 路 ・橋

19,628

6,738

1,157

15,739

15,023

3,510

12,882

16,328

2,974

15,490

5,046

3,314

16,159

18,956

2,344

小 計 27,523 34,272 32,184 23β50 37,459

無

湶

爵

ア マ チ ュ ア無 線 局

市 民 ラ ジ オ

そ の 他

1,265

1,361

414

1,582

1,290

652

1,443

1,104

762

L183

1,071

680

1,293

720

462

小 計 3,040 3,524 3,309 2,934 2,475

葛 周 波 利 用 設 備 225 215 183 191 178

ブ ー ス タ ー 5,171 5,395 5,262 4,880 5,098

電

気

唯

音

送 配 電 線

自 動 車 ・鉄 道

受信機の不要ふ く射等

回 転 機 器

接 点 機 器

,照 明 機 器

デ ジ タ ル 機 器

そ の 他

5,223

702

83

278

L980

501

604

984

4,977

647

106

225

L653

550

720

874

5,617

648

87

161

1,166

775

741

376

4,759

403

57

156

883

685

609

364

3,645

281

58

107

779

574

504

729

小 計 10,355 9,752 9,571 7,916 6,677

そ の 他 の 障 害 源 825 2,005 1,273 1,058 2,314

京 因 不 明 13,163 13,921 10,669 11,339 10,242

合 計 60,302 69,084 62,451 52,168 64,443

電波障害防止圃議会資料による



一456-1電 気 通 信

資料1-71不 要 電波障害に関す る苦情 ・相談等申告事例

申 告 事 例

申 告 件 数

2年 度 3年 度 4年 度

1電 話 に 対す る障 害

内訳(1)ト ラ ッ クや ダ ンプ のCBの 音 が電 話 に 入

る。

(2)電話機 に無 線 の声 が 入 る。

(3)電話 に雑 音 等 の 障害 が あ る。

(4)電話 に 障害 が 発生 。

478件

(174件)

(194件)

(75件)

(35件)

513件

(196件)

(151件)

(101件)

(65件)

550件

(184件)

(190件)

(97件)

(79件)

2カ ラオケ、オーディオ機器等音響機器に音声や雑

音が入る。
87件 127件 135件

3テ レビやラジオに音声や雑音が入る。 147件 229件 300件

4自 動 ドアや シャ ッ ター が誤 動 作 を起 こす 。 17件 8件 19件

5テ レビのリモコン等家電機器が誤動作を起こす。 41件 34件 35件

6漏 電遮 断 機 、 ブ レー カー 、 ヒュー ズが 断に な る。 15件 18件 20件

7コ ン ピュー タが 誤動 作 す る。 23件 33件 27件

8無 変調波の発射、無線機に対する雑音性の混信。 23件 51件 47件

9FAX、 ポ ケ ッ トベ ル の誤 動 作 及 び障 害 。 9件 18件 6件

10そ の他

内訳(1)安 全にかかわるもの

(医療機器への障害、工作機器の誤動作、
電算の速度計の誤動作等

(2)その他

(測定器への障害、万引き防止装置の誤動作
、ワイパーの誤動作等)

34件

(3件)

(31件)

46件

(13件)

(33件)

41件

(13件)

(28件)

総 件 数 874件 1,077件 1,180件

(注)1.地 方電気通信監理局(沖 縄郵政管理事務所を含む。)への不要電波障害に関する

苦情 ・相談等申件数。

2.不 要電波とは、無線設備又は高周波利用設備から発射される電波であって、目
的とする通信の相手方の受信設備以外の機器若しくは加工しようとする物品以外

の機器の機能に影響を与えるもの又は電波の発射を目的としない機器から発射さ

れる電波をいう。



⊥-3電 汲 利 用 一4bγ 一

資料1-72 電気通信技術審議会答申
「電波利用における人体の防護指針」(電磁界強度指針の例)

条 件P 条 件G

周波数
f

電界強度の実効値
E[V/m] 軽讐僑効値

10kHZ-30kHz

30kHz-3MHz

3MHz-30MHz

30MHz-300MHz

300MHz-1.5GHz

1.5GHz-300GHz

614

614

1,842f[MHz]-1

(614-61.4)

61.4

31認聖 翻1陀

137

275

275

824f[MHz]冒1

(275-27.5)

27.5

11携塊腓

61.4

「条件P」 とは、電波防護指針の考え方に基づいた電波利用を行 うことが可能な条件を

いう。電波利用の実情が認識されていると共に、防護対象を特定することができる状況

下にあり、注意喚起など必要な措置が可能な場合をいう。

「条件G」 とは、条件Pを 満たさない場合をいう。



一458-1電 気 通 信

(3)無 線通信に関する資格制度

資料1-73資 格 別 無 線 従 事

資格

区分

総 合無 線通 信士 航空無線

通 信 士

海 上 無 線 通 信 士

第一 級 第二級 第三級 小 計 第一級 第二級 第三級 第四級 小 計

3

年

度

申 請 者 数 1,361 1,175 1,732 4,268 3,899 195 27 117 707 1,046

予

備

試

験

棄 権 者 数 96 26 52 174 一 24 1 　 一 25

免 除 者 数 801 759 600 2,160 一 20 24 一 一 44

受験者数A 464 390 1,080 1,934 　 151 2 一 一 153

合格者数B 92 151 355 598 } 21 2 一 一 23

合格率(%IB/A 19.8 38.7 32.9 30.9 一 13.9 100.0 一 一 15

本

試

験

受験有資格者数 893 910 955 2,758 3,899 41 26 117 707 891

棄 権 者 数 277 164 196 637 428 25 11 23 104 163

受験者数C 616 746 759 2,121 3,471 16 15 94 603 728

合格者数D 67 59 58 184 1,605 5 2 19 277 303

合格率(%)D/C 10.9 7.9 7.6 8.7 46.2 31.3 13.3 20.2 45.9 41.6

全科目免除者数 9 28 72 109 34 1 19 0 1 21

4

年

4

月

ー

12

月

申 請 者 数 608 577 884 2,069 2,040 143 46 115 530 834

予

備

試

験

棄 権 者 数 23 9 28
幽

60 一 8 0 一 一 8

免 除 者 数 411 378 400 1,189 一 11 46 一 一 57

受験者数A 174 190 456 820 一 124 0 一 一 124

合格者数B 77 112 80 269 一 64 0 一 一 64

合格率(%)B/A 44.3 58.9 17.5 32.8 　 51.6 0.0 一 一 51.6

本

試

験

受験有資格者数 489 489 480 1,458 2,040 76 46 115 530 767

棄 権 者 数 165 74 58 297 279 67 9 21 98 195

受験者数C 324 415 422 1,161 1,761 8 37 94 432 571

合格者数D 26 13 28 67 793 1 8 40 212 261

合格率(%)D/C 8.0 3.1 6.6 5.8 45.0 12.5 21.6 42.6 49.1 45.7

全科目免除者数 3 2 0 5 3 7 4 0 σ 11

(注)1.第 三級及び第四級海上無線通信士、航空無線通信士、特殊無線技士並びにア

2.特 殊無線技士については、第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技

級陸上特殊無線技士、第二級陸上特殊無線技士、第三級陸上特殊無線技士及び



1-3電 波 利 用 一459-・

者 国 家 試 験 施 行 状 況

合 計
陸上無線技術士 特殊無

線技士

ア マ チ,ア 無 線 技 士

総 計
第一級 第二級 合 計 第一級 第二級 第三級 第四級 小 計

9,213 6,165 4,141 10,306 16,640 3,100 10,555 12,828 205,289 231,772 267,931

199 273 176 449 } 』 一 　 一 一

一

一

一

一

648

8,179

5,969

1,746

29.3

2,204 3,958 2,017 5,975 一 『 一 一 一

2,087 1,934 1,948 3,882 一 『 一 一 一

621 559 566 1,125 一 『 一 一 一

29.8 28.9 29.1 29 一 『 一 　 一

7,548 4,5工7 2,583 7,100 16,640 3,100 10,555 工2,828 205,289 231,772

52,755

179,017

123,096

68.8

263,060

57,694

205,366

工35,218

65.8

1,228 1,067 596 1,663 2,048 924 3,379 4,361 44,091

6,320 3,450 1,987 5,437 14,592 2,176 7,176 8,467 161,198

2,092 746 154 900 9,130 699 2,877 3,589 115,93工

33.1 21.6 7.8 16.6 62.6 32.1 40.1 42.4 71.9

164 19 2 21 一 『 一 一 一 一 185

4,943 2,822 1,791 4,613 1Lgl7 2,931 10,438 12,435 160,385 186,189 207,662

68 128 94 222 一 一 一 一 　 一

一

一

一

一

290

3,957

2,624

1,028

39.2

1,246 1,766 945 2,711 一 『 一 一 一

944 .928 752 1,680 一 『 一 　 一

333 399 296 695 一 『 一 一 一

35.3 43.0 39.4 41.4 一 『 一 　 一

4,265 2,167 1,241 3.4108 11,917 2,931 ユ0,438 12,435 160,385 186,189

43,396

142,766

96,425

67.5

205,779

46,432

159,319

ユ104,172

65.4

771 460 292 752 1,513 979 3,200 4,625 34,592

3,493 1,707 949 2,656 10,404 1,952 7,238 7,810 125,766

1,121 263 56 319 6,307 460 2,901 3,612 89,452

32.1 15.4 5.9 12 60.6 23.6 40.1 46.2 71.1

19 7 3 10 一 一 一 一 一 『 29

マチュア無線技士については、予備試験、本試験の区別がない。

士、第三級海上特殊無線技士、レーダー級海上特殊無線技士、航空特殊無線技士、第一

国内電信級陸上特殊無線技士を総称したものである。
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資料1-74資 格別無線従事者数の推移
一

年 度

資格別
62 63 元 2 3

4

(4年12月 末)

無

線

通

信

士

第一級総合無線通信士

第二級総合無線通信士

第三級総合無線通信士

第一級海上無線通信士

第二級海上無線通信士

第三級海上無線通信士

第四級海上無線通信士

航空無線通信士

小 計

1

12,775

16,611

28,423

ニ
ー

44,284

19,900

121,993

12,967

16,862

28,630

=
-

45,147

20,819

124,425

13,095

17,004

28,835

二
一

45,968

21,669

126,571

13,228

17,165

29,083

0

0

0

46,591

22,540

128,607

13,320

17,235

29,178

3

71

9

46,869

24,126

130,811

13,399

17,315

29,285

20

448

48

47,191

25,539

133,245

無
線
技術

士

第一級陸上無線技術士

第二級陸上無線技術士

小 計

1

16,303

23,975

40,278

18,398

24,500

42,898

19,745

24,938

44,683

20,645

25,321

45,966

21,405

25,514

46,919

22,031

25,623

47,654

特

殊

無

線

技

士

第一級海上特殊無線技士

第二級海上特殊無線技士

第三級海上特殊無線技士

レーダマ級海上特殊無線技士

航空特殊無線技士

第一級陸上特殊無線技士

第二級陸上特殊無線技士

第三級陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

簡易無線電話

陸上無線電信

国際無線電信

小 計

8,086

232,728

33,291

212,654

18,220

75,469

654,404

-

10,258

295

635

221

1,246,261

9,027

238,543

38,991

224,418

20,095

79,574

690,402

}

10,350

295

635

221

1,312,551

10,092

243,882

43,580

235,375

22,258

84,775

730,107

-

10,433

295

635

221

1,381,653

11,135

246,975

47,791

239,371

24,832

90,175

746,335

29,031

10,525

295

635

221

L447,321

11,992

249,617

51,583
-242
,138

27,909

94,939

760,011

63,729

10,572

294

634

221

1,513,639

12,655

252,030

56,405

244,707

30,196

99,490

772,302

90,336

10,641

294

634

221

1,569,911

ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士

第一 級アマチュア無線技士

第二級アマチュア無線技士

第三 級アマチ ュア 無線技士

第四級アマチュア無 線技士

小 計

12,615

48,224

89,313

1,457,976

1,608,128
1

13,159

49,803

94,288

1,601,668

1,758,918

13,581

51,775

98,895

1,760,072

1,924,323

14,003

54,675

114,026

1,919,683

2,102,387

14,703

57,530

117,952

2,090,520

2,280,705

15,152

60,383

121,901

2,219,712

2,417,148

合 計 3,016,660 3,238,792 3,477,230 3,724,281 3,972,074 4,167,958

(注)第 一級海上無線通信士、第二級海上無線通信士、第三級海上無線通信士及び第三

級陸上特殊無線技士は、2年5月 から施行された。



1-3電 波 利 用 一461一

資料1-75認 定 学校等の状況

(4年12月 末現 在)

区 別

認

定

学

校

数

認 定 部 科 の 数

第一 級総 合
無 線通 信 士

第二級総合
無線通信士

第三級総合
無線通信士

第 一 級
陸上無線
技 術 士

第 二 級
陸上無線
技 術 士

計
予 備
英 語
予 備
英 語
通信術

予 備
英 語
予 備
英 語
通信術

予 備
英 語
予 備
英 語
通信術
予 備 予 備

大 学 53 1 2 一 一 一 一 105 一 108

短 期 大 学 6 1 一 4 2 一 一 『 13 20

高等専門学校 17 一 　 　 3 一 一 『 19 22

高 等 学 校 23 一 　 3 4 9 21 』 1 38

職業訓練校 2 一 一 1 一 一 1 『 1 3

専 修 学 校 13 1 一 2 3 一 一 6 23 35

各 種 学 校 1 一 一 一 一 一 一 『 1 1

そ の 他 2 一 一 一 1 一 1 『 1 3

計 II7 3 2 10 13 9 23 111 59 230
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資料1-76 資格別無線従事者養成課程の実施状況

＼ 年 度
＼ 、、

＼

資格別

3 4(12月 末)

実
施
件
数

履
修者

数

修
了
者
数

実
施件

数

履
修
者
数

修
了
者
数

第一級海上特殊無線技士

第二級海上特殊無線技士

第三級海上特殊無線技士

レーダー級海上特殊無線技士

航 空 特 殊 無 線 技 士

第一級陸上特殊無線技士

第二級陸上特殊無線技士

第三級陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

小 計

21

90

98

90

52

41

260

921

2

1,575

548

2,731

3,323

2,396

2,108

2,048

12,212

32,809

33

58,208

547

2,639

3,279

2,391

2,070

1,997

12,009

32,762

33

57,727

16

77

119

73

33

25

198

727

1

1,269.

599

2,068

4,107

1,684

2,574

1,740

9,613

24,551

20

46,956

幽

597

2,024

4,087

1,679

2,538

1,732

9,586

24,019

20

46,282

第三級アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士

小 計

26

1,300

1,326

716

55,488

56,204

653

54,867

55,520

18

998

1,016

436

41,304

41,740

365

40,789

41,154

合 計 2,901 114,412 113,247 2,285 88,696 87,436

(注)第 三級陸上特殊無線技士は、平成2年5月 から施行された。

資料1-77船 舶局無線従事者証明書数(累 計)

年 度 62 63 元 2 3 4(12月 末)

証明書数 10,466 10580 10,676 10,744 10,798 10,833
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2-1放

送

送

2-1放

資料2-1放 送種類別放送局数の推移(地 上系)

送 一463一

年度末
区 別

63 元 2 3 4

中波放 送

NHK

総 合 195 198 199 200 201

教 育 140 140 工40 140 140

計 335 338 339 340 341

民 間 放 送 214(47) 214(47) 217(47) 225(47) 233(47)

計 549 552 556 565 574

短 波放 送

NHK 2 2 2 2 2

民 間 放 送 2(1) 2(1) 2(1) 2(1> 2(1)

計 4 4 4 4 4

超短波放送

NHK 508 509 510 512 513

放 送 大 学 学 園 2 2 2 2 2

民間放送

(県 域) 134(30) 147(33) 166(35) 183(39) 194(40)

(コミュニテわ 0(一) 0(一) 0(一) 0(一) 1(1)

計 134 147 166 工83 196

計 644 658 678 697 710

標準 テレビ
ジ ョン放送

NHK

総 合 3,494 3,494 3,491 3,497 3,496

教 育 3,418 3,416 3,414 3,420 3,419

計 6,912 6,910 6,905 6,917 6,915

放 送 大 学 学 園 2 3 3 3 3

民 間 放 送 6,594(103) 6,722(108) 6,853(113) 7,074(115) 7,307(117)

計 13,508 13,635 13,761 13,994 14,225

標準 テレビ
ジ ョン音声
多 重 放 送

NHK 3,494 3,494 6,905
Fゴ

6,917 6,915

民 間 放 送 4,642(74) 5,002(84) 5,566(99) 6,350(109) 6,656(112)

計 8,136 8,496 12,471 13,267 13,571

標準 テレビ
ジョン文字

多 重 放 送

NHK 3,494 3,494 3,491 3,497 3,496

民 間 放 送 5β41(22) 5,422(23) 5,441(24) 5,468(24) 5,509(24)

計 8β35 8,916 8,932 8,965 9,005

超短波音声
多重放送 民 間 放 送 3(1> 3(1) 3(1) 3(1) 3(1)

衛星受け中
継 放送局

標準テレビ
ジョン放送

NHK 0 6 6 6 6

音声多重
放 送

NHK o 6 6 6 6

計 0 12 12 12 12

合 計

NHK 14,745 14,759 18,164 18,197 18,193

放 送 大 学 学 園 4 5 5 5 5

民 間 放 送 16,930(155) 17,512(163) 18,248(170) 19,305(176> 19,906(180>
一

合 計 31,679 32β76 36,4!7 37,507 38,104

(注)1.局 数 に は 中継 局数 を含 む。

2.民 間 放 送 の欄 の()内 は社 数 を示す 。

3.NHKの 短 波 放送 局 に は 、 中継 国際 放 送 局 を含 む。

4.「 衛 星 受 け 中継 放 送局 」 は 、放 送 衛星 局 を親局 と した 中継 局 であ る。
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資料2-2 放送種類別放送局数の推移(衛 星系)

衛
星

年度末

区 別
2 3 4

放

送

衛

星

に

よ

る

放

送

標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

NHK
衛星第1 1 1 1

衛星第2 1 1 1

民 間 放 送 1 1 1

標準 テレビジ ョン音声 多重放 送
NHK

衛星第1 1 1 1

衛星第2 1 1 1

民 間 放 送 2 2 2

高 精 細 度 テ レ ビ ジ ョ ン

社 団 法 人

一 1 1

高精細度テレビジヲン音声多重放送 『 1 1

通
信
衛
星
に
よ
る
放
送

超 短 波 放 送 民 間 放 送 『 1 2

標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 民 間 放 送 一 一 2

標準 テレビジ ョン音声 多重放 送 民 間 放 送 『 一 2

(注)高 精細度テレビジョン放送及び高精細度テレビジョン音声多重放送は、試験放送

により実施している。

資料2-3NHKの 放送種類 ・放送事項別放送時間及び放送時間比率

区 別

3年 度

1週 間当た
り平均放送
時間

放送時間比率
1日 当たり
平均放送時
間

中

波

放

送

第

1

放

送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

時 間 分

8712

322

3457

3550

%
54.0

2.1

21.7

22.2

時間 分
1227

29

500

507

合 計 16121 100.0 2303

第
2

放
送

教 育
教 養

報 道

9026

2252

1612

69.8

17.7

12.5

1255

316

219

合 計 12930 100.0 1830
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区 別

3年 度

1週 間当た
り平均放送
時間

放送時間比率
1日 当たり
平均放送時
間

超
短
波
放
送

報 道

教 育

教 養i

娯 楽

時 間 分
1440

547

5734

5559

%
11.0

4.2

43.0

41.8

時間 分
206

50

813

80⑪

合 計 13400 100.0 1909

地

上
系

テ
レ

ビ

ジ
ョ

ン

放

送

総
合
番
組
局

報 道

教 育

教 養i

娯 楽

6128

1425

3210

2600

45.8

10.8

24.0

19.4

847

203

436

343

合 計 13403 100.0 1909

教
育
専
門
局

教 育
教 養
報 道
娯 楽

9517

2659

422

0

75.2

21.3

3.5

0

1337

351

37

0

合 計 12638 100.0 1805

衛
星

系
テ
レ

ビ
ジ
ョ

ン

放

送

衛
星
第
1
放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

8615

2115

32ユ7

2101

53.6

13.2

20.1

13.1

1219

302

437

300

合 計 16048 100.0 2258

衛
星
第
2

放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

3124

5157

3343

3336

20.8

34.5

22.4

22.3

429

725

449

448

合 計 15040 100.0 2131

「放送 番 組統 計 」(NHK)に よ る。

(注)1日 当た り平 均 放 送時 間 とは、1週 間 当 た り平 均 放送 時 間/7で あ る。
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資 料2-4

送

民間放送の放送種類別1日 当た り放送時間

(10～12月 平均)

区 別

3年 4年

ラ ジ オ テ レ ビ ジ ョン ラ ジ オ

一

テ レ ビジ ョン

1日 当たり平均放送時間

〃 最高放送時間

"最 低放送時間

時間 分

2308

2400

1800

時 間 分

2008

2314

1251

時 間 分
2304

2400

1800

時 間 分

2007

2308

1435

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に より作成。

(注)中 波放送、短波放送及び超短波放送の合計88社 、テレビジョン放送の合計117社 の

平均である。

資料2-5 民 間放送の放送種類 ・放送事項別1か 月当たり放送時間比率

(4年10～12月 平均)

区 分
ラ ジ オ 放 送 テ レ ビ ジ ョン放 送

放 送 時 間 百 分 率 放 送 時 間 百 分 率

報 道
分

180

%
13

分
246

%
20.4

教 育 59 4.3 149 12.3

教 養i 217 15.7 295 24.4

娯 楽 915 66.1 492 40.8

広 告 9 0.7 11 0.9

そ の 他 4 0.2 14 1.2

計 1,384 100 1,207 100

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に より作成。

(注)中 波放送、短波放送及び超短波放送の合計88社 、テレビジョン放送の合計117社 の

平均である。
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資料2-6 ラジ オ及びテレビジ ョン接触者率の推移

(各年11月 調査 単位:%)

年
区 別 63 元 2 ゴ 4

平 日 29 30 28 30 31
ラ ジ オ

日 曜 17 19 18 19 20

,'

ア レ ビ ジ ョ ン

平 日 91 91 91 90 90

日 曜 89 89 89 88 88

「全 国視 聴率 調 査 」(NHK)に よ る。

資料2-7ラ ジオ及びテレビジョン平均視聴時間量

区 別
4年U月

時 間 分

ラ

ジ

オ

平
日
平
均

午 前(05

午 後(12

夜 間(18
深 夜(24

1日(05

GO～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00>
00)
00>
00)
00)

18
15
9
1
43

土

曜

日

午 前(05
午 後(12

夜 間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～G5

00～05

00)
00)
00)
00>
00)

15

13
7

2

37

日

曜

日

午 前(05

午 後(12夜
間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

10

9
8

1

28

テ

レ

ビ

平
日
平
均

午 前(05

午 後(12

夜 間 α8
深 夜(24
1日(05

00-12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

1

3

48

46

49
5

27

土

曜

日

午 前(05

午 後(12

夜 間(18
深 夜(24

1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)
00)
00)
00)
00)

1

3

44
48
51
7
30

日

曜

日

午 前(05
午 後(12

夜 間(18
深 夜(24

1日(05

00～12

00～ ユ8

00～24

00～05

00～05

00)
00>
00)
00)
00)

1

1

3

51
08

54

3

56

「全 国視 聴率 調 査 」(NHK)に よる。

(注)1。1日 の 扱 い を午 前5時 か ら翌 日の 午 前5時 まで と して い る。

2.テ レビは 衛星 放 送 を含 む。
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資料2-8NHKの 放送受信契約数の推移

区別年度末 普通契約数 カラー契約数 衛星カラー契約 衛星普通契約 特別契約

一

契約総数

61

62

63

元

2

3

1,954,888

1,704,912

1,549,755

1,446,803

1,358,442

1,270,821

29,999,747

30,691,653

31,289,438

30,534,930

29,826,427

28,855,151

1,200,362

2,343,529

3,785,030

5,010

11,870

21,882

1,632

2,433

4,367

一

31,954,635

32,396,565

32,839,193

33,188,737

33,542,701

33,937,251

(注)カ ラ ー 契 約 ・

普 通 契 約 ・

衛 星 カ ラー 契 約 一

衛 星 普 通 契 約 ・・

特 別 契 約 ・・

・…・衛星系によるテレビジョン放送の受信を除き、地上系による

テレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約
・…衛 星系によるテレビジョン放送の受信および地上系によるテ

レビジョン放送のカラー受信を除 く放送受信契約

…・衛星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を

含む放送受信契約
…衛 星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を

除き、衛星系によるテレビジョン放送の白黒受信 を含む放送

受信契約
…・地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地

域または列車、電車その他営業用の移動体において、地上系

によるテレビジョン放送の受信を除き、衛星系によるテレビ

ジョン放送の受信を含む放送受信契約

資料2-9有 料放送の加入者数

区別

年末
テ レ ビジ ョン放送 テレビジョン音声多重放送

平成4年 1,256,503 40,856

(注)テ レ ビ ジ ョン放 送 は平 成3年4月1日 か ら、 テ レ ビ ジ ョ ン

音 声 多重 放送 は平 成3年9月1日 か ら有 料 放 送 を 開始 。

資料2-10 辺地難視聴残存世帯数の現状

(単位:万 世帯)

NHK 民 間 放 送

約7 約21

(注)1。 平成2～3年 度の実態調査による

推定。

2.民 間放送の残存世帯数は、民間放

送が1波 も良好に受信できないもの。
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資料2-11都 市受信障害残存世帯数(推 定)の 推移

(単位:万 世帯)

年度末区 別 57 61 元 4

都 市 受 信 障 害 世 帯 数 62 67 68 6玉

＼
年度

区 別
63 元 2 3 4

中 継 局 建 設 数 79 119 130 219 231

(注)NHK資 料による。

資料2-12民 間放送の中継局建設数の推移

(注)NHKに つ いては、衛星放送により解消することとしている。

資料2-13都 市受信障害解消世帯数の概要

(k年 度糊 在)

区 分 件 数 障害解消世帯数

都市受信障害解消目的の共同受信施設 28,835 約4,050千 世 帯

SHFテ レ ビ ジ ョ ン 放 送 局 4 約13千 世帯

(注)件 数、世帯数とも、3年 度末現在までの累計である。
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資料2-14 テレビジョン音声多重放送の実施状況 一

民 間 放 送
放送事業者

項 目
NHK

『

地 上 系 ・ 衛 星 系 の 別
』

地上系 衛星系 地上系

一

衛 星 系

利 用 区 分 補完利用 補完利用 補完利用 補完利用

一

独立利用

実 施 杜 数 1 1 112 1

一

1

放 送 局 数
(中 継 局 を 含 む)

6,921 2 6,656 1 1

『

(注)1.実 施社数及び放送局数は4年 度末現在のものである。

2.独 立的利用は、同時に行われるテレビジョン放送の内容 とは別の全く独立し

た音声番組を放送 している。
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資料2-15文 字放送の実施状況

地区 事 業 形 態 事 業 者 数
!日 当 た りの平 均 放 送番 組

数 の 合計(字 幕 を除 く)
()は 字 幕 番組 数 別掲

全
国
日 本 放 送 協 会 1 21(14)

関

東

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 5 31(8)

文 字 放 送 単 営 社 5(注1) 347(一 〉

東

海

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 2(注2) 79(5)

文 字 放 送 単 営 社 2(注3) 155(一)

北
陸
テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 1(注4) 一(17)

近

畿

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 社 5(注5) 100(9)

文 字 放 送 単 営 社 3(注6) 180(一)

鋳 テ レ ビ ジ コ ン 兼 営 杜 1(注7) 16(10)

(注)1.う ち1社 は、 甲信越 、 東 北 及 び北 海 道地 区 を放 送 区域 に含 む。

2.う ち1杜 の放 送 区域 は 中京地 区の み 、1社 の放 送 区域 は 静 岡地 区 の み。

3.う ち1社 は 、北 陸 地 区 を放 送 区域 に 含 む。

4.放 送 地 区 は 富 山地 区 のみ 。

5.う ち1社 の放 送 区域 は大 阪 地 区の み 。

6.う ち1社 の放 送 区 域 は大 阪 地 区の み 、1社 の 放送 区 域 は 、 中国 、 四国 、九 州

及 び沖 縄 地 区 を含 む 。

7.放 送 区域 は福 岡地 区 のみ 。

8.放 送 番 組数 につ い て は、4年10月 ～12月 まで の もの。

資料2-16超 短波音声多重放送の実施状況

地 区 事 業 形 態 事 業 者 数 1日 当たり放送時間

東 京 超短波放送兼営 1 7時 間51分
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資料2-17緊 急 警報放送システムの実施状況

(4年 度末現在)

使 用 す る 放 送 メ デ ィ ア 放 送 事 業 者 数

中波放送 20

テ レ ビ ジ ョン放 送 35

テレビジョン音声多重放送 35

超短波放送 3

衛星放送 1

(注)緊 急警報放送システムとは、受信者が緊急警報受信機を用意し、あらか じめ待受

受信の状態にしておけば、放送局が災害に関する放送の前に送出する緊急警報信号

によって自動的に受信機が動作し、災害に関する放送を受信できるものであり、60

年6月 に同システム導入のために関係省令が改正され、同年9月1日 からNHK及

び一部の一般放送事業者により運用されている。

資料2-18放 送 大学の学生数の推移 (単位:人)

区 分 全 科履修生
選 科
履修生

科 目
履修生 特修生 研究生

特別聴講
学 生 合 計

3年 度
第1学 期

23,481 5,699 3,849 873 63 944 3荏,909

4年 度
第1学 期

24,799 8,522 5,757 509 67 1,814 41,468

(注)1.全 科履修生とは、6つ の専攻のいずれか一つの専攻に所属し、4年 以上在学

して、所要の124単 位以上を修得した場合に卒業が認定され、学士(教 養)の 学

位が授与されるものをいう。

2.選 科履修生(期 間1年)、 科目履修生(期間1学 期)と は、卒業を目的とせず、自

分の学習したいテーマに基づいて特定の科目を選択 して履修するものをいう。

3.特 修生とは、全科履修生としての入学資格を得るため、基本科目、基礎科 目
のうちから、人文、社会、自然の3分 野にわたって、16単 位以上の修得をする

ものをいう。

4.研 究生 とは、大学卒業又はこれと同等以上の学力を有するもので、特定事項

についてさらに専門的知識を深めるため一年間にわたり専任教貝の指導により

研究を行 うものをいう。

5.特 別聴講学生とは、他の大学、短期大学の学生で、当該大学 ・短期大学と放

送大学との協議の結果、履修を認められたものをいう。
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資料2-19国 際 放送の状況

(5年 度)

放 送 区 域

(地域 向 け放 送)

欧州 、 北米 、 中 米 、ア フ リカ、 中 東 ・北 ア フ リカ、南 米 、 ハ ワ イ、

極 東 ロ シア、 ア ジア大 陸(北 部 〉、 ア ジア 大陸(中 部)、 ア ジ ア大 陸

(南部)、 豪 州 ・一 ユー ・ジ ー ラ ン ド、 東 南 ア ジア 、 南西 ア ジ ア、 比

島1・イ ン ドネ シア、 東 ア ジ ア、 朝鮮(17)

(一 般 向 け放 送 〉

世 界 全 区域

放 送 時 間

(地 域 向 け放 送)

1日31時 間

(一 般 向 け放 送)

1日29時 問

使 用 言 語

(地 域 向 け放 送)

英語 、 ドイツ語 、 フ ラ ン ス語 、 ス ウェー デ ン語 、 イタ リア 語、 ス

ペ イン語 、 ポ ル トガ ル語 、 ロシ ア語 、 中国 語 、 イン ドネ シア 語、 マ

レー語 、タ イ語 、 ミャ ンマ ー語 、ベ トナ ム語 、ヒ ンデ ィ語 、ウル ドゥ

語 、ベ ンガ ル 語、 ア ラビ ア語 、 ス ワ ヒ リ語 、 朝鮮 語 、ペ ル シア語 、

日本語(22)

(一般 向 け 放送)

日本語 、 英語(2>

国 内 送 信 所 KDD八 俣 送 信 所

30GkW×7台(計11台)

100kWx4台

中 継 放 送 (ガ ボ ン ・モヤ ビ送 信所 、 借 用 に よ り実 施)

1日12時 間(欧 州 ・中東 ・北 ア フ リカ 向け9.5時 間 、 ア フ リカ東 部

向 け0.5時 間、 ア フ リカ南 部 向 け2時 間)

(カ ナ ダ ・サ ック ビル送 信 所、 相 互 交換 中継 及 び借 用 に よ り実施)

1日8時 間(北 米 東 部 向 け4時 間 、北 米 中部 ・西部 向け4時 間)

(南米 仏 領 ギア ナ ・モ ンシ ネ リ送 信所 、 相 互 交換 中継 に よ り実 施)

1日7.5時 間(中 米 向 け2時 間 、 南米(東 部)向 け4時 間 、 同(西

部)向 け1.5時 間)

(ス リ ・ラ ンカ ・エ カ ラ送 信所 、 借 用 に よ り実 施)

1日10.5時 間(南 西 ア ジ ア 向け6時 間 、 中東 向 け4.5時 間)

(イ ギ リス ・スケ ル トン 送 信所 、 借用 に よ り実 施)

1日10時 間(欧 州 向 け)

(シ ンガ ポー ル送 信 所 、 相互 交 換 中継 に よ り実 施)

1日8時 間(イ ン ドシナ 半 島 向 け)

(注)我 が 国 の国 際放 送 は、放 送 法 の規 定 に 基づ き、NHKが 「ラ ジオ 日本 」 の 名称 で

短波 に よ り全 世 界 に 向け 実 施 して い る。

放 送 番組 は、 ニ ュー ス等 報道 番組 、 国情 紹 介番 組 及 び娯 楽番 組 か ら構 成 されて い

る。 また 、戦 争 、 内乱 、 クー デ ター及 び大規 模 災 害等 の 緊 急事 態 の 発生 に際 し、 在

外邦 人の ため に各種 情 報 の提 供 も行 って い る。 使 用 周波 数帯 は、6、7、9、11、

15、17及 び21MHz帯 で あ る。
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資料2-20NHKの 収 支状況

(単位:百 万 円)

区 分 2年 度 3年 度

一

増 減(△)

経

常

事

業

収

支

経
常
事
業
収
入

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

479,232

1,739

7,495

513,453

1,547

8,040

34,221

192

545

合 計 488,466 523,040 34,574

経

常

事

業

支

出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・厚 生 費

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

157,865

3,720

41,722

1,4ユ8

2,068

5β56

127,672

42,572

10,614

35β40

13,562

168,310

3,770

46,943

1,456

2,252

5,293

132,615

48,940

11,286

44,186

14,531

10,445

50

5,221

38

184

ム63

4,943

6,368

672

8β46

969

合 計 442,409 479,582 37,173

経 常 事 業 収 支 差 金 46,057 43,458 一2
,599

経
常
事
業
外
収
支

経外
常収
事
業入

財 務 収 入

雑 収 入

7,419

531

g,304

」
815

1,885

284

合 計 7,950 10,119 2,169

経 常 事 業 外 支 出 15,078 15,659 581

経常 事 業 外収 支 差 金 一7ユ28 △5
,540 1,588

経 常 収 支 差 金 38,929 37,918 ム1
,011

特 別 収 入 990 25,624 24,634特収

別支 特 別 支 出 3,321 3,531 210

当 期 事 業 収 支 差 金 36,598 60,011 23,413
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(単位:百 万 円)

区別

年度
経常事業収入 経常事業支出 経常事業収支差金

62

63

元

2

3

351,508

356,521

379,750

488,466

544,252

352,841

367,044

401,832

442,409

484,241

△1 ,333

乙10 ,523

△22 ,082

46,057

60,011

資料2-22NHKの 財 務状況

(単 位:百 万 円)

区 分 2年 度末i3年 度末 増 減㈲

資

産

の

部

流 動 資 産

固 定 資 産

特 定 資 産

繰 延 資 産

118,049

326,898

16,754

一

11L713

354,560

39,583

}

△6
,336

27,662

22,829

一

合 計 461,701 505,856 44,155

負
債
及
び
資
本
の

部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

143,111

110,227

133,737

103,745

。9
,374

△6 ,482

小 計 253,338 237,482 △15
,856

資

本

資 本

積 立 金

当期事業収支差金

185,427

」13,662

36,598

195,514

12,849

60,011

10,087

26,511

23,413

小 計 208β63 268,374 60,011

合 計 461,701 505,8561 44,155
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資料2-23民 間放送の収支状況

(単位:百 万円)

地

上

系

項目
事業別 営業収益 営業外

収 益
計 営業費用 営業外

費 用
計

一

税 引 前
利 益

1欝罐
(VHFテ レ ビ ジ ョ
ン兼営社)(34社)

(UHFテ レビ ジ ョ
ン兼営 社)(2社)

688,599

676,881

11,718

17,758

17,396

362

706,357

694,277

12,080

642,593

630,430

12,163

12,515

11,867

648

655,108

642,297

12β11

～

51,249

51,980

△731

テレ ビジ ョン放 送単

営社(79社 〉

(VHFテ レビ ジr
ン単営社)(14社)

(UHFテ レビ ジ ョ
ン単 営社)(65社 〉

1,312,174

941,958

370,216

24,632

16,689

7,943

1,336,806

958,647

378,159

1,189,197

862,660

326,537

22,644

1G,364

12,280

1,211,841

873,024

338,847

124,965

85,623

39,342

文字放送単 営社

(10社)
3,625 101 3,726 3,249 42 3,291 435

羅難 罐
(中波放送単営社)

(11社)

(短波放送単営社)

(1社)

(超短波放送 単営社)
(36社)

183,190

94,649

6,026

82,515

4,275

2,168

149

1,958

187,465

96,817

6,175

84,473

162,435

87,224

5,469

69,042

3,426

1,937

73

工,416

165,861

89,861

5,542

70,458

21,604

6,956

633

14,015

計(ユ73社) 2,187,588 46,766 2,234,354 1,997,474 38,627 2,036,101 198,253

1

衛

星

系

テレビジ ョン放送単

営社(1社) 31,466 1,166 32,632 44,335 7,222 5L557 △18・924

音声放送単営社
(1社) 170 9 ユ79 3,ユ04 382 3,486 △3 ,307

計(2社) 31,636 1,175 32,811 47,439 7,604 55,043 △22,232

合 計(175社)・ 2,219,224 47,941 2,267,165 2,044,913 46,231 2,091,144 176,021

(注)本 表は ・各民間放送事業 者の平 成4年3月 期 を最 終 とす る最近 の1ケ 年の収支状況 を取 り

まとめ た ものである。
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資 料2-24民 間放送の営業収入等の推移

(単位1百 万円)

年 度
区 別

62 63
価 元 2 3

婁兼

て喜営

葺社

社 数

ラ ジ オ 収 入

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

36

82,993

434,188

540,245

43,175

36

87,446

473,563

589,352

57,370

36

92,589

517,581

636,267

65,705

36

97,709

553,730

683,930

64,645

36

97,890

551,779

688,599

46,006

ラ
ジ
オ
単
営
社

社 数

ラ ジ オ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

36

112,180

121,280

9,576

41

126,262

137,603

14,255

44

146,800

159,711

19β73

47

165,126

179,883

22,362

48

167,034

183,190

20,755

診単

艶

遊

杜 数

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

67

845,974

899,423

80,897

67

944,368

996,789

96,053

70

1,084,299

1,140,985

134,646

73

1,181,517

1,242,499

139,154

79

1,248,548

1β12,174

122,977

〔注)営 業収入には、ラジオ収入、テレビジョン収入以外のその他営業収入を含む。

資料2-25有 線電気通信設備数の推移

年度末

設備区分
62 63 元 2 3

有線テレビジョン放送設備

有 線 ラ ジ オ 放 送 設 備

一般の有線電気通信設備

43,934

11,125

10,847

45,018

11,595

11,123

47,507

11,862

11,277

50,484

-

12,291

11,287

53,612

12,530

11,5エ ユ

合 計 65,906 67,736 70,646 74,062 77,653

(注)こ こでの設備 とは、有線電気通信法上の届出数である。
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資料2-26 ハ イ ビジョン ・システム導入状況

(平成4年2月 末現在)

モデル都市 都道府県名 導 入 場 所 導入年月日

釧 路 市 北 海 道 生 涯 学 習 セ ン タ ー

一
平成4年11月1日

鶴 岡 市 山 形 県 コ ミ ュ ニ テ ィ プ ラ ザ 平成2年10月21日

結 城 市 茨 城 県
市 役 所 庁 舎 平成4年7月16日

中 央 公 民 会 館 平成4年7月22日

久 喜 市 埼 王 県 市 立 図 書 館 平成3年3月16日

千 葉 市 千 葉 県

文 化 セ ン タ ー 平成元年8月3日

市 役 所 庁 舎 平成3年11月25日

若 葉 区 役 所、
平成4年11月16日

美 浜 区 役 所 平成4年11月16日

八 王 子 市 東 京 都
こ ど も 科 学 館 平成2年4月18日

市 役 所 庁 舎 平成2年11月26日

厚 木 市 神奈 川県
子 ど も 科 学 館 平成2年11月25日

七 沢 自 然 教 室 平成4年1月30日

大 垣 市 岐 阜 県
ス イ ト ピ ア セ ン タ ー 図 書 館 平成3年4月5日

ス イ ト ピ ア セ ン タ ー 学 習 館 平成4年4月5日

山 形 村 長 野 県 ミ ラ ・ フ ー ド 館 平成4年5月18日

静 岡 市
静 岡 県

芹 沢 美 術 館 平成2年11月24日

市 役 所 庁 舎 平成3年11月25日

視 聴 覚 セ ン タ ー 平成4年7月20日

清 水 市 中 央 図 書 館 平成4年11月30日

名古屋 市 愛 知 県

東 山 動 植 物 園 平成2年11月27日

中 区 市 庁 舎 平成3年8月26日

科 学 館 平成4年3月21日

京 都 市 京 都 府 社 会 教 育 総 合 セ ン タ ー 平成3年11月9日

堺 市 大 阪 府 市 役 所 庁 舎 平成4年1月6日

兵 庫 県
昆 虫 館 平成2年11月8日伊 丹 市
生 涯 学 習 セ ン タ ー 平成4年4月29日

松 江 市 島 根 県 生 涯 学 習 セ ン タ ー 平成3年11月3日

広 島 市 広 島 県 国 際 会 議 場 平成元年7月1日

山 口 市 山 口 県 ニ ュ ー メ デ ィ ア ・ プ ラ ザ 平成2年5月2日

高 松 市 香 川 県 市 役 所 庁 舎 平成4年8月10日

北九州 市 福 岡 県 国 際 会 議 場 平成2年10月6日

佐 賀 市 佐 賀 県
文 化 会 館 平成3年11月1日

市 役 所 庁 舎 平成4年6月26日

佐世保 市
長 崎 県

市 役 所 庁 舎 平成3年11月25日
諌 早 市 本 町 ポ ケ ッ ト パ ー ク 平成2年7月16日

熊 本 市 熊 本 県 総 合 婦 人 会 館 平成4年4月20日

大 分 市 大 分 県 コ ン パ ル ホ ー ル 平成2年10月11日
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資料2-27規 模 別有線テレビジ ョン放送施設数及び受信契約者数の推移

区別

F度末

許 可 施 設

(引込端子数501以上)

届 出 施 設

(引込鷺 藝51)

小規模施設

(引込端講 下)
合 計

施設数 受 信 契約 者 数 施設数
受 信 契
約 者 数 施設数

受 信 契
約 者 数 施設数

受 信 契
約 者 数

62

63

元

2

3

709

826

944

1,091

1,261

1,434,943

1,689,629

1,930,752

2,322,145

2,751,117

25,057

25,710

26,583

27,869

29,173

3,485,809

3,630,652

3,761,558

3,928,064

4,127,926

18,367

18,654

19,810

21,488

23,169

456,930

454,587

479,968

517,328

552,239

44,133

45,190

47,337

50,448

53,603

5,377,682

5,774,868

6,172,278

6,767,537

7,431,282

(注)引 込端子数50以 下の施設で自主放送を行 うものは、小規模施設として計上せず、

届出施設に含めた。
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資料2-28都 道府県別有線テ レビジ ョン放送施設数

(3年 度末現在)

都道府県 許可施設
届出
施設
小規模
施 設 計 都道府県

許可
施設
届出
施設
小規模施 設

「

計

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

23

13

13

28

1

2

16

13

14

3

154

81

134

97

18

7

27

3

7

5

28

40

99

36

668

146

263

319

205

183

328

256

188

285

1,378

1,134

4,213

1,908

150

403

397

79

261

142

549

435

1,195

284

1,606

144

218

287

162

3!8

270

115

129

303

645

464

3,329

1,377

132

366

471

149

412

263

387

363

928

183

2,297

303

494

634

368

503

614

384

331

591

2,177

1,679

7,676

3,382

300

776

895

231

680

410

964

838

2,222

503

1

大 阪

京 都

兵 庫

滋 賀

奈 良

和 歌 山

広 島

岡 山

鳥 取

山 口

島 根

愛 媛

高 知

香 川

徳 島

熊 本

福 岡

佐 賀

長 崎

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

132

17

83

5

5

5

工7

14

3

9

3

10

6

11

19

1

17

13

9

10

2

4

4

4,327

1,008

1,988

338

376

326

715

624

227

476

332

349

278

127

217

234

664

120

274

251

155

323

75

2,219

951

1,634

301

321

304

34工

390

134

242

218

432

335

62

213

478

275

92

134

545

165

242

120

6,678

1,976

3,705

644

702

635

1,073

1,028

364

727

553

791

619

200

449

7王3

956

225

417

806

322

569

199

合 計 1,261 29,173 23,169 53,603
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資料2-29規 模 ・運営主体別有線テレビジヨン放送許可施設数

(3年 度末現在)

施 設 の 規 模(引 込端子数)
合 計区 別

501～

1,000

1,001～

2,000

2,001～

3,000

3,001～

5,000

5,001～

10,000

10,001～

20,000

20,001

以 上

営 利 法 人 119 148 82 84 83 64 80
(52.3)
660

任 意 団 体 114 115 25 15 11 1 2 (22.4)
283

国・地方公共団体 37 39 14 15 1 1 1
(8.5)
108

特 殊 法 人 23 15 6 7 3 一 一 (4.3)
54

公 益 法 人 24 35 19 15 11 9 4
(9,3)
117

協同 ・共済組合 2 2 3 1 3 1 一 (1.0)
12

個 人 2 『 一 一 一 一 『 (0.2)
2

そ の 他 10 7 6 1 』 一 1
(2,0)
25

合 計 331 361 155 138 112 76 88 (100.0)
1,261

(注)1.()内 は、構成比を示す。

2.運 営主体の「その他」には、共同設置(運営主体が営利法人と任意団体、NHK

と任意団体等)の もの、学校法人及び管理組合法人を掲上した。

資料2-30業 務内容別有線テレビジョン放送許可施設数及び構成比の推移

区別

年度末

同時再送信 同時再送信と自主
放送 自主 放 送 合 計

施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比

62

63

元

2

3

577

651

720

808

914

%
81.4

78.8

76.3

74.1

72.5

131

工74

223

281

345

%
18.5

21.1

23.7

25.7

27.3

1

1

1

2

2

%
0.1

0.1

0.1

0.2

0.2

709

826

944

1,091

1,261

%
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

(注)「 同時 再 送信 と自主放 送 」を行 う施 設 には 、 他 の有 線 テ レ ビ ジ ョン放 送 事 業 者 に施

設 を提 供 して 自主放 送 を行 う施 設(以 下 「チ ャ ネ ル リー ス」 とい う。)が 含 まれ てい

る。
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資料2-31自 主放送を行う有線テレビジヨン放送施設数及び受信契約者数の推移

区分

年度末

許 可 施 設 届 出 施 設 合 計

施設数 受信契約者数 施設数 受信契約者数 施設数 受信契約者数

62

63

元

2

3

120

144

194

238

289

428,533

600,683

790,850

1,000,135

1β66,145

71

93

107

131

143

11,399

13,211

16,830

18,921

20,356

191

237

301

369

432

439,932

613,894

807,680・

1,019,056

1,386,501

(注)1.自 主放 送 を行 う もの と して許 可 を受 け 又 は届 出 を行 って い るが 、 現 に 自主放

送 を行 って い な い もの は 除 いて あ る。

2.チ ャ ネ ル リー スに よ り 自主 放 送 を行 う もの を 含め て あ る。

資料2-32 有線テレビジョン放送許可施設の料金の状況

(3年 度末現在)

区 別 構 成 比

契 約 料

1万 円以下のもの

1万 円を超え3万 円までの もの

3万 円を超え4万 円までのもの

4万 円を超え5万 円までのもの

5万 円を超えるもの

71.1%

6.7

2.7

7.5

12.0

合 計 100.0

利 用 料

(月 額)

200円 以下 の もの

200円 を超 え500円 までの もの

500円 を超 え1,000円 までの もの

1,000円 を超 え る もの

65.4

9.4

7.8

17.4

合 計 100.0

(注〉 料金を徴収する施設のみを対象とした。
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資料2-33自 主放送を行 う大規模ケーブルテ レビの状況
(3年 度末現在)

施 設 者 名 所 在 地 受信契約者数

㈱ 日本 ネ ッ トワー クサ ー ビ ス 山梨県甲府市 92,802

レイ ク シテ ィ ・ケ ー ブ ル ビジ ョン㈱ 長野県諏訪市 55,535

働研究学 園都 市 コ ミュニテ ィケー ブルサー ビ ス 茨城県つ くば市 37,761

住宅・都市整備公団、東京都、東京都住宅供給公祉 東京都、埼玉県 34,882

働 京阪 神 ケー ブ ルビ ジ ョン 大阪市浪速区 34,120

㈱ テ レ ビ松 本 ケー ブ ル ビ ジ ョン 長野県松本市 32,738

新宿新都心開発協議会 東京都新宿区、中野区 32,545

㈲ 東京 ケー ブ ル ビ ジ ョ ン 東京都、埼玉県(6号 線) 31,818

㈱ 上 田ケー ブ ル ビジ ョン 長野県上田市 27,176

長 崎 ケー ブ ル ビ ジ ョン㈱ 長崎県長崎市 24,825

札 幌 ケー プル テ レビ ジ ョン㈱ 北海道札幌市 23,531

大阪ビジネスパー ク開発協議会 大阪市城東区 19,14!

生活協同組合唐津ケーブルテレビジョン 佐賀県唐津市 17,993

㈱ 嶺南 ケー プル ネ ッ トワー ク 福井県敦賀市 ,17,664

働神戸市開発管理事業団 神戸市垂水区、須磨区 17,499

働 東京 ケー ブ ル ビジ ョン 東京都(7号 線) 16,171

㈱ イ ンフ ォ メー シ ョン ・ネ ッ トワー ク・コ ミュニ テ ィ 長野県長野市 16,009

セン トラル ケー ブ ル テ レ ビ㈱ 一 愛知県名古屋市 15,305

㈱志 木 ケー ブ ル メ デ ィア 埼玉県志木市 /5,000

千歳市 北海道千歳市 14,835

横浜都心電波対策協議会 神奈川県横浜市中区、南区 14,640

東 京 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 東京都文京区 14,500

働 東京 ケー ブ ル ビ ジ ョン 東京都(5号 線) 14,266

㈲福 岡 ケー ブ ル ビジ ョ ン 福岡市 13,970

㈱東関東ケーブルテレビニ九六 千葉県佐倉市 13,876

東京電設サービス㈱ 埼玉県八潮市、草加市 13,100

ケー ブル テ レ ビ ジ ョン四 日市 ㈱ 三重県四日市市 13,046

東京都 東京都中野区 13,029

㈱ サ ン シャ イ ン シテ ィ 東京都豊島区、文京区 12,893

洛西 ケ ー プル ビジ ョン㈱ 京都市西京区 12,600

近鉄 ケー ブル ネ ッ トワー ク㈱ 奈良県奈良市、生駒市 12,575

㈱ 京阪神 ケー ブ ル ビ ジ ョン 大阪市住之江区 12,567

横 浜 ケー ブ ル ビ ジ ョン㈱ 横浜市旭区、泉区、戸塚区 12,265

上越 ケー ブ ル ビ ジ ョン㈱ 新潟県上越市 11,391

㈱東 急 ケー プ ル テ レ ビ ジ ョン 東京都大田区 11,226

中部電力㈱ 愛知県春日井市 11,137

東京電設サービス㈱ 東京都練馬区 10,900
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施 設 者 名 所 在 地 受信契約者薮

中部電力㈱ 愛知県豊明市 10,800

シー エ ー テ イブ イ愛知 ㈱ 愛知県半田市 10,693

㈱ 東 急 ケー ブル テ レビ ジ ョン 横浜市緑区 10,192

㈱CATV富 士五湖 山梨県富士吉田市 10,077

㈱ 帯 広 シ テ ィー ヶ一 ブ ル 北海道帯広市 9,702

東京電設サービス㈱ 埼玉県草加市 9,600

三井不動産 川崎市幸区、中原区 9,228

宮古テレビ㈱ 沖縄県平良市 9,108

㈲ 東 京 ケー ブ ル ビジ ョン 東京都板橋区、豊島区 9,080

㈱ ケ ーブ ル ビジ ョンニ 十一 福岡県福岡市 9,075

テ ィー ・シ ー ・エ ヌ 沼 津 ㈱ 静岡県沼津市 9,069

㈱ 京 阪神 ケ ー ブ ル ビジ ョン 大阪市住之江区 9,031

仙 台 シー エ ー テ ィヴ イ㈱ 宮城県仙台市青葉区、若林区 8,881

東京電設サービス㈱ 埼玉県所沢市 8,800

大阪ビジネスパー ク開発協議会 大阪府大阪市北区 8,659

井原市テレビ共同聴視組合 岡山県井原市 8,406

伊 万 里 ケー ブ ル テ レ ビジ ョン㈱ 佐賀県伊万里市 8,273

㈱ 東京 ケー ブ ル ビ ジ ョン 東京都新宿区 8,237

㈱ ニ ュー メデ ィア 米 沢 山形県米沢市 8,228

㈱テレビ岸和田 大阪府岸和田市 8,094

香川テレビ放送網㈱ 香川県坂出市 8,070

高知 ケー ブ ル テ レ ビ㈱ 高知県高知市 8,040

野秋電機㈱ 静岡県三島市 8,023

東京電設サービス㈱ 千葉県船橋市、鎌ケ谷市 8,000

㈱ 京 阪神 ケー ブ ル ビ ジ ョン 兵庫県神戸市北区、兵庫区 7,875

ひ まわ りネ ッ トワー ク㈱ 愛知県豊田市 7,857

住宅 ・都市整備公団 東京都墨田区 7,587

京浜急行電鉄㈱ 横浜市金沢区、磯子区 7,568

伊 那 ケー ブ ルテ レ ビ ジ ョン㈱ 長野県伊那市 7,550

㈱神戸市開発管理事業団 兵庫県神戸市西区 7,533

㈱武雄テレビ 佐賀県武雄市 7,369

住宅 ・都市整備公団 兵庫県西宮市 7,300

東京電設サービス㈱ 東京都江戸川区 7,242

多摩 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 東京都青梅市、福生市 7,050

㈱ ケー ブ ル ネ ッ トワ ー ク千 葉 千葉県千葉市 7,002

あつ み野テレビ㈱ 長野県豊科町、穂高町、梓川 7,002

山科第2地 区テレビ共同受信施設組合 京都府京都市山科区 6,983

名 古 屋 ケー プ ル ネ ッ トワー ク㈱ 愛知県名古屋市東区、中区 6β81

東京電設サービス㈱ 埼玉県狭山市、川越市 6,860
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施 設 者 名 所 在 地 受信契約者数

中部電力㈱ 愛知県刈谷市 6,701

東京電設サービス㈱ 千葉県船橋市、鎌ケ谷市 6,700

中部電力㈱ 愛知県一色町 6,576

㈱ ネ ッ トワー クサ ー ビ ス福 井 福井県福井市 6,425

ケー ブ ルテ レビ徳 島㈱ 徳島県徳島市 6,301

㈲ 京 阪神 ケー ブ ル ビ ジ ョン 大 阪府 寝 屋 川、 門真 、 守 口 6,290

㈱ 信州 ケー ブ ル テ レ ビジ ョ ン 長野県更埴市 6,243

石垣 ケー ブ ルテ レ ビ(資) 沖縄県石垣市 6,180

㈱ テ レ ビネ ッ トワー ク延 岡 宮崎県延岡市 6,125

大阪ビジネスパー ク開発協議会 大阪市鶴見区 6,096

働 東 京 ケー プ ル ビ ジ ョン 東京者随二戸川区 6,000

働京 阪神 ケ ー ブ ル ビ ジ ョン 神戸市東灘区、灘区、中央 5,955

西九州共聴㈱ 長崎県佐世保市 5,882

㈱ 木更津 ケー ブ ル テ レ ビ 千葉県木更津市 5,860

富士通㈱ 川崎市中原区 5,822

中部電力㈱ 三重県四日市市 5,754

東京電設サービス㈱ 東京都青梅市 5,723

九州有線テレビ放送㈱ 大分県日田市 5,700

㈲八西地域総合情報センター 愛媛県八幡浜市 5,623

開発電子技術㈱ 埼玉県川越市 5,600

東京電設サービス㈱ 千葉県船橋市 5,600

働 京阪神 ケー ブ ル ビ ジ ョン 大阪府堺市 5,582

㈱ 静 岡 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク 静岡県静岡市 5,574

中部電力㈱ 三重県四日市市 5,556

丸子テレビ放送㈱ 長野県丸子町 5,546

東京電力㈱ 東京都板橋区 5,535

神奈川県住宅供給公社 横浜市旭区 5,486

アークヒルズ管理組合 東京都港区 5,364

㈲伊東テレビクラブ 静岡県伊東市 5,350

山陰 ケー ブ ル ビ ジ ョン㈱ 島根県松江市 5,279

横浜都心電波対策協議会 神奈川県横浜市、神奈川区 5,256

宮城 ネ ッ トワ ー ク㈱ 宮城県仙台市宮城野区、泉区 5,243

働神戸市開発管理事業団 兵庫県神戸市中央区 5,145

㈱ 西 武 ケー ブ ル ビ ジ ョ ン 東京都新宿区 5,126
¶

沖縄 ケー プ ル ネ ッ トワー ク㈱ 沖縄県那覇市 5,114

東京電設サービス㈱ 埼玉県狭山市 5,100

下田有線テレビ放送㈱ 静岡県下田市 5,044

㈱小田急情報サービス 神奈川県川崎市、麻生区 5,007

(注)大 規 模 ケー ブ ル テ レ ビは、受 信 契 約者 数 が 概ね5,000以 上 の ケー ブ ル テ レ ビで あ る。
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資料2-34都 市 型ケーブルテ レピの許可状況
(4年 度許可分)

施 設 者 名 施 設 区 域 許可年月 開始年月

函館ケーブルテレビ放送㈱ 北海道函館市 4.9.8 (5.9)

土浦 ケー ブ ル テ レ ビ㈱ 茨城県土浦市 4,4.7 (5.5)

松 戸 ケ ー プ ル テ レ ビ㈱ 千葉県松戸市 4.9.8 (5.11)

㈱ ケー ブ ル ネ ッ トワー クや ち よ 千葉県八千代市 5.2.18 (6.4)

江東ケーブルテレビ㈱ 東京都江東区 4.11.10 (5.10)

㈱多摩テレビ
東 京 都 八 王 子 市 ・多摩 市 ・
稲 城 市 ・町 田 市

4,6.9 (5.4)

㈱小金井市民テレビ 東京都小金井市 4.11.10 (5.10)

横 浜 ア ー バ ン テ レビ ジ ョン㈱ 神奈川県横浜市鶴見区 4.6.9 (5.10)
一

小田原ケーブルテレビ㈱ 神奈川県小田原市 4,4.7 (5.4)

㈱ケーブルテレビ可児 岐阜県可児市 5.2.18 (5.12)

名 張21世 紀 ケ ー ブ ル テ レ ビジ ョン㈱ 三重県名張市 4,4.7 (4.12)

堺ケープルテレビ㈱ 大阪府堺市 4.9.8 (5.11)

尾道ケーブルテレビ㈱ 広島県尾道市 4.11.10 (5,8)

(注)都 市型ケーブルテレビとは引込端子1万 以上、自主放送5チ ャンネル以上で、中

継増幅器が双方向機能を有するーケーブルテレビである。

2-3有 線ラジオ放送

資料2-35有 線ラジオ放送施設数の推移

年度末区
別

62 63 元 2 3

施 設 数 11,572 11,949 12,214 12,390 12,549

資料2-36 業務内容別有線ラジオ放送施設数及び構成比

(3年度末現在)

業 務 別 施設数 構成比

共 同 聴 取 業 務 1,306 10.4%
一

告知放送業務

① 農山漁村において地域情報や農事関

係ニュース等を放送するもの

② ① とラジオ放送の共同聴取を併せて

行うもの

③ ②と電話業務を併せて行うもの

④ 有線音楽放送を行 うもの

7,235

1,094

498

913

57.6

8.7

4.0

7.3

1小 計
9,740 77.6

街 頭 放 送 業 務 1,503 12.0

合 計 12,549 100.〇
一
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3郵 便

3-1郵 便 物 数

資料3-1引 受郵便物数の推移

(単位:千 通(個))

年度

区別
63 元 2 3 4

総 計

内 国

20,337,105

20,219,733

19,984,731

16,267,979

704,793

3,001,588

10,371

235,002

223,318

4,450

7,234

117β72

U3,882

2,364

1,126

158β09

155,302

2,289

718

21,495,681

21,374,244

21,076,646

16,970,693

627,195

3,428,128

50,630

297,598

285,551

4,201

7,846

121,437

116,998

2,522

1,917

170,204

166,926

2,306

972

22,814,889

22,689,479

22,338,045

18,107,080

707,452

3,509,852

13,661

351,434

338,776

4,233

8,425

125,410

120,099

2,770

2,541

183,060

179,609

2,275

1,176

23,945,723

23,814,654

23,406,536

18,951,057

727,725

3,658,707

69,047

408,118

394,396

4,696

9,026

131,069

125,085

2,929

3,055

196,550

192,797

2,342

1,411

24,399,351

24,267,715

23,841,720

19,402,070

722,319

3,699,309

18,022

425,995

412,367

4,651

8,977

131,636

124,972

3,100

3,564

202,905

198,792

2,391

1,722

通 常

普 通

特 殊

年 賀

選 挙

小 包

普 通

書 留

速 達 等

国 際(差立〉

通 常

小 包

EMS(国

際エクスプ
レスメーノの

(到 着)

通 常

小 包

EMS(国

際エクスプ
レスメー紛

(注)総 計は、内国と国際の差立の合計である。
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資料3-2引 受 郵便物数 (単位:千 通(個))

区 別

4年 度

計 料金別 ・後納 そ の 他

物 数 増減率 物 数 増減率 物 数 増減率

総 計 24,399,351
%
1.9 12,470,217

%
2.2 11,929,134

%
1.6

内 国 24,267,715 1.9 12,470,217 2.2 11,797,498 1.6

通 常 23,841,720 1.9 12,164,421 2.1 11,677,299 1.6

普 通
第 一 種

定 形
定 形 外

第 二 種

第 三 種
第 四 種

特 殊
書 留

速 達 等

年 賀
選 挙

19,402,070

12,052,441

10,851,090

1,201,351

5,801,685

1,510,203

37,741

722,319

351,980

370,339

3,699,309

18,022

2.4

4.4

4.5

3.5

0.2

a4 .3

昌0 。3

△0 .7

△1 .1

△0 .4

1.1

△73 .9

12,001,547

7,291,679

6,720,579

571,100

3,245,995

1,436,440

27,433

162β74

113,162

49,712

=

2.2

5.8

6.1

2.0

△2 .1

△4 .5

△2 .5

△3.9

△3 .3

△5 .3

二

7,400,523

4,760,762

4,130,511

630,251

2,555,690

73,763

10,308

559,445

238,818

320,627

3.699β09

18,022

2.7

2.3

2.0

4.9

3.4

△1 .3

5.8

0.2

0.0

0.4

1.1

△73 .9

小 包 425,995 4.4 305,796 5.8 120,199 0.8

普 通

書 留

速 達 等

(一 般)

(書 籍)

(カ タ ロ グ)

412,367

4,651

8,977

171,866

138,380

115,749

4.6

△1 .0

△0.5

△6 .0

△3 .1

40.5

300,800

1,161

3,835

94,606

95,441

115,749

6.0

凸8 .6

△3 .1

△11 .7
噛

△3 .9

40.5

111,567

3,490

5,142

77,260

42,939

一

0.8

1.9

1.5

2.0

△1 .3

一

国 際
差 立

到 着

131,636

202,905

0.4

3.2 = 二
131,636

202,905

0.4

3.2

(注)1.小 包(一 般)、(書 籍)及 び(カ タ ロ グ)は 再 掲 で あ る。

2.△ 印は 減 少率 を示 す。

3.総 計 は、 内 国 と国 際 の差 立 の合 計 で あ る。

資料3-3電 子郵便物数の推移

(単位:千 通)

年 度 63 元 2 3 4

取扱通数 10,597 12,757 14,447 15,591 15,774
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資料3-4広 告郵便物数
(単位:千 通 、件)

年 度区 別 63 元 2 3 4

引 受 物 数 1,296,906 1,642,171 1,887,351 2.190β90 2,545,657

引 受 件 数 59,083 72,824 80,536 89,883 99,818

資料3-5小 包郵便物、宅配便取扱個数の推移
(単 位:千 個 、%)

年 度
便 名(事 業者 名 〉 62 63 元 2 3

小 包 郵 便 物

取扱個数 195,608 235,002 297,598 351,434 408,118

増 減 率 20.0 20.1 26.6 18.1 16.1

シ ェ ア 20.4 20.5 22.4 24.2 26.6

全 宅 配 便

取扱個数 762,440 9U,250 1,028,540 1,100,500 1.124β40

増 減 率 24.5 19.5 12.9 7.0 2.2

シ ェ ア 79.6 79.5 77.6 75.8 73.4

合 計
取扱個数 958,048 1,146,252 1,326,138 1,451,934 1,532,958

増 減 率 23.5 19.6 工5.7 9.5 5.6

主

要

宅

配

便

5

便

宅 急 便

(ヤマ ト運輸㈱)

取扱個数 296,110 352,700 415,560 451,810 478,770

増 減 率 23.0 19.1 17.8 8.7 6.0

シ ェ ア 30.9 30.8 31.3 31.1 31.2

ペ リ カ ン 便

(日 本 通 運 ㈱)

取扱個数 202,370 262,950 289,910 309,290 316,090

増 減 率 36.8 29.9 10.3 6.7 2.2

シ ェ ア 21.1 22.9 21.9 21.3 20.6

フ ッ ト ワ ー ク

(フットワークェクスプレス㈹

取扱個数 73,120 84,630 94,770 105,970 106,740

増 減 率 16.0 15.7 12.0 11.8 0.7

シ ェ ア 7.6 7.4 7.1 7.3 7.0

カ ン ガ ル ー 便

(西 濃 運 輸 ㈱)

取扱個数 62,560 70,310 76,400 82200 76,120

増 減 率 22.2 12.4 8.7 7.6 △7.4

シ ェ ア 6.5 6.1 5.8 5.7 5.0

フ クッー宅配便

(福 山 通 運 ㈱)

取扱個数 40,560 45,290 49,020 52,570 58,670

増 減 率 17.7 1L7 8.2 7.2 11.6

シ ェ ア 4.2 4.0 3.7 3.6 3.8

(注)1.取 扱個数の単位は千個、増減率及びシェアは%で ある。

2.シ ェアは合計に対するものである。

3.宅 配便取扱個数は、同一便名ごとにその便名を扱っている各事業者の取扱実績

を集計 したものである。(運輸省調べ)
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資料3-6 国際郵便物数の推移
(単位:千 通(個))

年 度

区 別
63 元 2 3 4

差

立

(

外
国
あ
て
)

通

常

航 空 便

船 便

SAL

102,303

11,244

335

105,284

11,091

623

109,237

10,357

505

113,539

10,983

563

113,158

11,316

498

小 計 113,882 116,998 120,099 125,085 124,972

小

包

航 空 便

船 便

SAL

L455

604

305

1,567

609

346

1,733

643

394

1,819

683

427

1,835

806

459

小 計 2,364 2,522 2,770 2,929 3,100

EMS

(国際エクスプレスメール)
1,126 1,917 2,541 3,055 3,564

計

航 空 便

船 便

EMS

酵艇り
SAL

103,758

11,848

1,126

640

106,851

11,700

1,917

969

110,970

11,000

2,541

899

115,358

11,666

3,055

990

114,993

12,122

3,564

957

合 計 117,372 121,437 125,410 131,069 131,636

到

着

(

外
国
来
)

通

常

航 空 便

船 便

125,471

29,831

135,424

31,502

144,779

34,830

153,246

39,551

161,747

37,045

小 計 155,302 166,926 179,609 192,797 198,792

小

包

航 空 便

船 便

1,285

1,004

1,271

1,035

1,278

997

1,369

973

1,404

987

小 計 '2289
, 2,306 2,275 2,342 2,391

EMS

(国際エクスプレスメール)
718 972 1,176 1,411 1,722

計

航 空 便

船 便

EMS

酵榔)

126,756

30,835

718

136,695

32,537

972

146,057

35,827

1,176

154,615

40,524

1,411

163,151

38,032

1,722

合 計 158,309 170,204 183,060 196,550 202,905
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資料3-7国 際郵便物の地域別構成比

(3年 度 単位:%)

区 別
差 立 到 着

通 常 小 包 EMS 通 常 小 包 EMS

ア ジ ア

北 ア メ リ カ

欧 州

中 南 米

オ セ ア ニ ア

ア フ リ カ

32.8

31.8

22.9

6ユ

4.4

2.0

36.1

33.2

17.5

5.8

6.0

1.4

53.7

21.5

19.3

1.5

2.9

1.1

29.3

32.0

33.6

2!1

1.9

0.5

36.2

35.3

20.7

2.0

5.5

0.3

73.4

15.8

6.3

1.6

1.8

1.1

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

資料3-8国 際郵便物の国(地 域)別 差立 ・到着(上 位10か 国)

(3年 度 単位:千 通(個))

国(地域)名 差 立 割合(%) 国(地域)名 到着 割合(%)

米 国

英 国

台 湾

韓 国

中 国

ド イ ツ

フ ラ ン ス

香 港

ブ イ リ ピ ン

オー ス トラ リア

37,052

8,071

6,537

5,715

5,694

5,323

4,373

4,338

4,035

3,992

28.3

6.2

5.0

4.4

4.3

4.1

3.3

3.3

3.1

3.0

米 国

香 港

英 国

ド イ ツ

オ ラ ン ダ

フ ラ ン ス

台 湾

シンガ ポー ル

タ イ

韓 国

59,664

18,521

18,228

9,886

9,363

8,169

7,594

5,600

5,559

4,737

30.4

9.4

9.3

5.0

4.3

4.2

3.9

2.8

2.8

2.4
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3-2郵 便 事 業

α)郵 便事業財政

資料3-9郵 便事業の財政状況の推移

(単位:億 円)

年度区別 62 63 元 2

一

3

収 益

費 用

利益又は欠損

同 上 累 計

14,650

14β81

269

254

15,272

15,133

139

393

16,991

16,825

166

559

18,026

17,901

125

684

18,750

18,923

△173

511
一

(2)要 員

資料3-110郵 便物数と郵便事業定員の推移

区 別
年 度 郵 便 物 数 郵 便 事 業 定 員

63

元

2

3

4

百 万 通(個)

20β37

21,496

22,815

23,946

24,399

指 数
100

106

112

118

120

人
141,161

141,562

141,759

142,121

142,880

指 数
100

100.3

100.4

100.7

101.2

3-3郵 便施設等

(1)郵 便 局 等

資料3-11郵 便 局数の推移

年度末
区 別 63 元 2 3 4

普

通

郵

便

局

集 配 局
無 集 配 局
集 中 局
輸送郵便局
鉄道郵便局
船内郵便局

1,220

48

6

』
3

1,230

47

6

≦
3

1,239

51

3

』
3

1,245

51

3

』
3

1,255

51

3

』
3

小 計 1,283 1,290 1,299 1,305 1,315

特定

郵
便
局

集 配 局
無 集 配 局

4,094

ユ4,025

4,007

工4,174

3,922

14β19

3,840

14,475

3,769

14,622

小 計 18,119 18,181 18,241 18,315 18,391

簡 易 郵 便 局 4,484 4,523 4,567 4,570 4,597

合 計 23,886 23,994 24,107 24,190 24,303



3-3郵 便施 設等 一493一

資料3-12郵 便切手類販売所 ・印紙売りさばき所数の推移

年 度 末 62 63 元 2 3

郵便切手類販売所 ・印紙
売 り さ ば き 所 数

117,工43 118,900 1ユ9,639 1ユ9,997 120,563

資料3-13小 包 郵便物取次所数の推移

年 度 末 62 63 元 2 3

小包郵便物取次所数 72,630 78,391 81,157 82,709 82,966

(2)集 配 施 設

資料3-14郵 便 ポス トの設置数の推移

(単位:本)

年 度 末 62 63 元 2 3

郵 便 ポ ス ト の 数 152,800 155,350 158,392 160,952 161,620

資料3-15国 別 郵便ポス ト普及状況

区別

国名
郵便ポス ト数 1本 あ た り入 口 1本 当たり面積

日 本

米 国

英 国

ド イ ツ

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

本

161,620

282,649

120,000

112,407

100,000

74,260

人

764.7

898.2

466.7

557.6

567.0

777.5

㎞

2.3

32.6

2.0

2.2

6.4

4.1

(注)UPU郵 便 業務 統 計 表 に よ る1991年 度 の数 字 で あ る(英 国 、 フ ラ ン ス、 イ タ リア

に つ い ては1990年 度)。
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(3)郵 便 輸 送

便

資料3-16 郵便輸送施設の推移

機関別年度末 鉄 道 自動車 航 空 船 舶 その他

一

合 計

62

1日 延 ベ キ ロ程(km) 11,126 487,349 527,145 12,957 281

一

1,038,858

構 成 比(%) 1.1 46.9 50.7 1.3 0.0

一

100.0

63

1日 延 べ キ ロ程(km) 11,875 485,342 547,536 12,698 217

一

1,057,668

構 成 比(%) 1.1 45.9 51.8 1.2 0.0 100.0

元
1日 延 べ キ ロ程(km) 13,097 488,353 616,349 12,377 215

一

1,130,391

構 成 比(%) 1.2 43.2 54.5 1.1 0.0
1-

100.0

2
工日延 べ キ ロ程(㎞) 39,305 532,624 618,447 12,192 218 1,202,786

構 成 比(%) 3.3 44.3 51.4 1.0 0 100.0

3

1日 延 ベ キ ロ程(km) 50,457 536,839 778,610 11,923 216 1,378,045

構 成 比(%) 3.7 38.9 56.5 0.9 0 100.0

(注)「 その他」欄は、自転車、徒歩等による輸送である。

(4)郵 便 作業 の機械 化

資料3-17主 要郵便機械配備状況

(4年 度末現在〉

機 械 名 局 数 台 数 備 考

郵便番号自動読取区分機

郵便物あて名自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押
印機

選別台付自動取 りそろえ押印
機

書留送達証作成機

コー ド式書留用受領証作成機

小包区分装置

局

144

93

110

179

1,255

491

45

台

180

93

133

179

1,663

502

64

/
うち105局128台 は郵 便 物 の選

別 か ら取 ワそ ろ え、押 印、区分

まで を一 貫 して 自動 処 理 す る

連動 シ ス テム とな っ て い る。

バ ン式 、 斜 行 ベ ル ト式 、 ダイ
バー タ式 、 ロー ラ式 、 ス ラッ
ト式
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3-4郵 便局ネッ トワークの活用 による地域 ・国際社会への貢献

資料3-18お 年玉付郵便葉書 ・お年玉付郵便切手の発行による

寄附金配分事業

配分 団体
元年用 2年 用 3年 用 4年 用 5年 用

団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額

①社会福祉の増進を目的とす
る事業を行う団体

団体

108

百万円

(36,3)

285.2

団体

117

百万円

(30,9)
349.7

団体

201

百万円

(40.3/

507.1

団体

167

百万円

(27,3)

368.5

団体

205

百万円

(30.8}

465.2

②風火害、震災等非常災割こ
よる被災者の救助又はこれ
らの災害の予防を行う団体

1

(7,4)
57.8 1

(5、2}

59.0 1
(4,9)
61.3 1

(6,7)
90.7 1

(4.8)
72.6

③がん、結核、・卜児まひその
他特殊な疾病の学術的研究、
治療又は予防を行う団体

11
(25,0)
196.3 13

(25,5)
288.1 13

〔15.3)

192.7 16
(23,8}
321.1 15

〔21.5〕

324.0

④原子爆弾の被爆者に対す
る治療その他の援助を行う
団体

2
(4.0〕

31.4 2
(5,1)
57.9 2

〔2.9)

36.5 2
(6.2)
83.2 2

(3.1)
47.3

⑤交通事故の発生若 しくは
水麹こ際して人命の応急的
な援助又は交通事故の発生
若しくは水難の防止を行う
団体

2
(8.1)
64.0 4

〔4.7)

52.8 4

(5.4)
67.9 3

(3,2>
43.8 1

(2,0)

30.0

⑥文化財の保護を行う団体
3
(5.7)
44.7 4

(3.0)
34.0 5

(5.4)
68.0 6

(5,8)
78.1 4

(3.5)
52.7

⑦青少年の健全な育成のた
めの社会教育を行う団体 13

(13.5)
105.7 12

(16,7)
189.5 18

(15,4)
193.9 19

(17,9)

2唾1.6 21
〔14.6)

219.7

⑧健康の保持増進を図るた
めにするスポーツの振興の
ための事業を行う団体

4
(3.5)
39.6 6

(3,7)
46.9 6

(3,7}
49.5 8

(4.1)
62.3

⑨開発途上にある海外の地
域からの留学生又は研修生
の援護を行う団体 5

〔5,4}

60.8 4
/6,7)
84.3 4

〔5,4)

73.6 5
〔4.5)

68.5

⑩地球環境の保全を図るた
めの事業を行う団体 24

q1.1)
166.9

計
工38

(100,0)
784.9 158

〔100,0)

U31,4 251
(100,ω

1,258.6 222
(100.0)
1,350.0 284

ほ⑪0.0}

1,509.1

(注)1.団 体数については、複数分野の事業で配分している団体があるため、各事業分

野毎の団体数の合計 と総合計は異なる。

2.配 分額欄上段()内 は、配分総額に対する割合(%)で あ る。

資料3-19寄 附金付広告つ き葉書の発行による寄附金配分状況(4年 度)

配 分 団 体 団 体 数 配分額(単 位:千 円)

地球環境保全事業 10 68,160
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4国 際 関 係

4-1国 際 協 調

資料4-1 万 国郵便連合(UPU)の 組職図

(1993年1月 末現在)

大会議(総 会)

全加盟国(180)の 全権代表で

構成される最高の意思決定機

関、UPU諸 条約の改正、執行

理事会及び郵便研究諮問理事

会の理事国等の選挙(原 則 と

して5年 ごと)

1[===]は 常設機関
※印は選挙される職に

ある者

執行理事会(EC)

大会議から大会議までの間に

おけるUPU事 業の継続を確

保するための機関(40か 国、

年1回)

郵便研究諮問理事会(CCPS)

郵便 に関する技術上、業務上、

経済上及び技術協力上の諸問

題の研究機関(35か 国、年1

回)

委 貝 会

(10)

国際事務局

(※事務局長、※次長)

加 盟国郵政庁のための

連絡、通報及び諮問の

機関(現 在ベルンに設

置、職員数149名)

委 員 会

(7)

(注)UPUは 、郵便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡を推進し、国際協力の

増進に寄与することを目的とする国際連合の専門機関である。1874年 に設立され、我

が国は、1877年 に加盟した。
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資料4-2UPUの 活動状況 (1992年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

執 行 理 事 会
(EC)
年次会合

1992

4.27～5.13

ベ ル ン

(ス イス)

1993年 連合予算の決定、ワシントン大会
議において付託された約60の 研究課題
の進捗状況報告、UPUの 組織 ・機能の

見直し、万国郵便条約、小包郵便約定
の見直し、到着料問題

郵便研究諮問理
事会(CCPS)
年次会合

1992

10.12～10.23

ベ ル ン

(ス イス)

人的 資 源、 郵 便 テ ク ノロ ジー 、 国際 エ
ク スプ レ ス メー ル(EMS)及 び郵 便 市

場 シン ポ ジウ ムの 開催 、CCPSに 付 託
され た研 究 課題 、 進捗 状 況 報告
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資料4-3ア ジア=太 平洋郵便連合(APPU)の 組織図

(1993年2月 末現在)

大会議(総 会)

全加盟国(22)の 全権代表で

構成される最高の意思決定機

関(UPU大 会議後2年 以内

5年 ごとに開催)

[==コ は常識 関
※印は選挙される職にあ

る者

執行理事会

大会議から大会議まで
の間におけ るAPPU

事業の継続を図るため

の機関(22か 国、年1

回〉

一

中 央 事 務 局

(※事務局長、※次長)

加盟国郵政庁のための連絡、

通報及び調i査の機関(現 在マ

ニラに設置、職員数4名)

ア ジア ・太平洋郵便

研修センター運営理事

会

センターの予算、活動

等の決定機関

アジア ・太平洋郵便

研修センター(APIyrc)

アジア ・太平洋域内各

国の中堅の郵政職員の

訓練(バ ンコク)

(注)APPUは 、アジア ・太平洋地域内における郵便業務の改善及び協力関係の緊密化

をその目的とし、1962年 に設立され、我が国は、1968年 に加盟した。

資料4-4APPUの 活動状況

(1992年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

執行理事会年次
会合AP】万℃運営
理事会

1992

9.15～9。21

ニユーデリー

(イ ン ド)

1凶3年 連合予算の決定、ロトルア大会
議における決議に基づ くサービス改善
の進捗状況報告、APPU憲 章等連合文

書の見直し、アジア ・太平洋地域にお
けるEMS交 換に関する決議
APPTCの1993年 研修 コース割当て
研修コースの見直し、APPTC予 算の
決定
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資料4-5国 際電気通信連合(ITU)の 新組織図

(1994年7月1日 発効予定)

全権委貝会議

最高意思決定機関

177か 国加盟4年 毎に開催

理事会

43か国の

代表毎年

開催

世界国際電気

通信会談

国際電気通信

規則の改正

事務総局長

次 長

調整委貝会

事務局艮、

次長3局 長

事務総局

人事、予算、

惰報管理、

テレコム等

事務総局長室

戦略企画機能

世界電気通信標準化

会議

標準化問題の研究、

勧告の作成

4年 毎(2年 毎 も可)

「

研究委員会

標準化局畏

事務局

← 電気通信標準化部門 →

無線通信会議

(世界及び地域)

無線通信規則の

改正

無線通信アセン

ブリ

無線通信の問題

の研究、勧告の

作成

2年 毎(ほ ぽ同時に同 じ場所で開

催)

無線監理委貝会

無線通信規則の解釈等

9人の非常勤委員

研究委貝会

無線通信局長

事務局

無線通信部門 一一 一一 一→

電気通信開発会議

(世界及び地域)

BDT活 動 指針作成

及び監督

4年 毎

研究委貝会

開発ア ドパイザリ
ーボー ド

開発政策への助言

開発局長

事務局

← 電気通信開発部門 →
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資料4-6管 理理事会等の活動状況
(1992年 度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

第47回

管理 理事 会

1992

6.29～7,10

ジ 践 ネ ー ブ

(ス イ ス)

京都全権委員会議の日程問題、将来の連合

の会議予定、1993年 の連合予算、ITU職 員

の給与問題、開発ア ドバイサリーボー ドの

設置問題等が審議された。

追加全権委員

会議

1992

12.7～12.22

、"

ジ ェ 不 一 フ

(ス イ ス)

ITUの 組織 ・機能の見直しに関す るITU

憲章及び条約の改正が審議された。

資料4-7電 気通信開発会議の活動状況

(1992年 度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

アメリカ地域

電気通信開発

会議

1992

3.31～4.4

ア カ プ ル コ

(メ キ シ コ)

アメリカ地域における電気通信の現状及び

開発政策について審議を行い、その持続的

発展を図るため人材開発及び制度の改善等

を目指 したアカプルコ宣言が採択され、ま

た各地域電気通信機関と電気通信開発局

(BDT)の 連携が確認された。

アラブ地域電

気通信開発会

議

1992

10.25～10.29

カ イ ロ

(エ ジ プ ト)

アラブ地域での電気通信の現状及び開発政

策についての審議を行い、新技術で実現さ

れる特別プログラムにより、全ルーラル地

域 と低所得都市地域へ電話を提供すること

等が、カイロ宣言として採択された。
顧



r
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資料4-8国 際無線通信諮問委員会(CCIR)の 活動状況
(1992年)

会議名 期 間 場 所 内 容

SG7

(科学業務)

1992

4.7～4.9
ジ ュ ネー ブ

高確度時 刻伝 送の ため のGPS及 びGLONASSの 利

用 、標準周波数 及び時刻信号 、電波天文観測に用い ら

れる保護基準等 の勧告案9件 、通信衛 星 を利用 した双

方 向時刻伝送等 の研究課題案18件 を取 りまとめた。

SG工1

(放 送 業 務

(テレビジョン))

1992

5.11～5.14
ジュ ネ ー ブ

HDTV衛 星 放送 のため のMUSEシ ステ ム、HDTV

画像の主観評価 、デジタルテ レビジ ∋ン地上放送等の

勧告案63件 、ISDBの パ ラメータ等の研究 課題 案42件

を取 りまとめ た。

CMTT

(番組伝送

(CCIR/㏄皿

合同SG))

1992

5.11～5.14
ジ ュ ネ ー ブ

SNGに 関する運用及び管理 手順の統一、SNGの 衛 星

補助回線等の勧告案6件 、衛星 を経 由 したテレ ビジョ
ンニュー ス取 材のためのデ ジタル技術 の使用等研 究課

題案24件 を取 りま とめた。

SG10

倣 送業務

(音声))

1992

5.12～5.皿5
ジュ ネ ー ブ

VHF・UHF帯 の地上送信機 を用い る車載 ・携帯 ・固

定受信機 向けデジタル音声 放送、映像 を伴 う場 合 ・伴

わない場合 の多チャンネルステレオ音声 システム等の

勧告案15件 、多チャンネル音声システムにおけ る多言
語業務 等の研 究課題案9件 を取 りまとめた。

SG8

(移動、移動

衛星、無線

測位 、アマ

チュア業㈱

1992

5.18～5.22
ジュ ネ ー ブ

FPLMTSに よ り提供 され るサービス、海上移動 業務

におけ るNBDPの 運用 手順、 レー ダビー コンの 技術

特性、移動 衛星業務 における通信 回線の信頼度の定義

等の勧告案27件 、セルラー方式陸上移 動通信 システム

等の研 究課題案28件 を取 りまとめた。

SG5

(非電離媒質

内電波伝搬)

1992

5.20～5.22
ジュ ネー ブ

地上見通 し回線のための伝 搬デー タと推定法、対流圏

での屈折 の影響 等の勧告案28件 、固定 及ひ放 送衛 星業

務 のための伝搬 データ と推 定法等の研 究課題案5件 を

取り まとめた。また、ハ ン ドブ ック作成基本方針にっ
いて審議 した。

SG6

(電離媒質内

電波伝搬)

1992

5.25～5.27
ジ ュ ネー ブ

短波電界強度測定、CCIR標 準電離 圏特性 と基本 及び

運 用MUF及 び伝搬 通路の予測法等の勧告案11件 、約

1.6MHz以 上の 周波数 におけ る宇宙 システムに対 す

る電離圏の影響 等の研 究課題案6件 を取 りまとめた。

また、ハ ン ドブ ック作成 を承認 し、作成作業 を開始 した.

SG12

(業務間共用
及び両立性)

1992

5.25～5.27
ジ ュ ネー ブ

VHF・UHF帯 におけ る放送業務 と固定 ・移動業務 と

の共用 、地上業務 の局 と同一周波数帯 を使用 して静止

宇宙局 と通信 を行 う地球局の調整区域の決定等の勧告

案5件 を取 りまとめた。

SG1

(スペクトラ
ム利用技術)

1992

5.27～5.29
ジ ュ ネー ブ

無線周波数 スペ ク トラムの 占有度の 自動監視、監視局

におけ る電界強度の測定等の勧告案12件 、周波数共用

の技術 と基準 等の研 究課題案ユ2件を取 りまとめた。 ま

た、ハ ン ドブ ック作 成を承認 した。
"

SG4

(固定衛星業

務)

1992

11.24～11.27
ジ ュ ネー ブ

静 止軌 道の環境保護 、 自然災害等の非常時におけ る警

報 及び救助 活動 のための固定衛星 シ ステムの利用等の

勧告案19件 、不特定源か らの地球一宇宙間回線への干

渉等の研 究課題案M件 を取 りまとめた。
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資料4-9国 際 電信電話諮問委員会(CCITT)の 活動状況

(1992年)

会議名 期 間 場 所 内 容

SGII

最 終 会 合

1992

2.4～2.14

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

一

サー ビス品質 、トラフィッ ク測定、共通 線信 号方式Nα7

等に関す る計18件 にっいて早期勧告 手続 きを採 ること

が了承 された。

SGXII

最 終 会 合

1992

2.24～3.6

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

P.57(擬 似耳)、P.58(擬 似頭)等6件 の新規勧告案、

P.64(市 内電話系 のラウ ドネ ス定格 を計算す るための

感 度/周 波数特性 の決 定法)等 の27件 の勧 告改訂案及

び次会期 の課題が総会 に諮 られ るこ ととなった。

SGII[

最 終 会 合

1992

3.2～3.6

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス 〉

D.x(私 用 アナ ログ国際 回線 の賃 貸)、D,196(国 際通

信の計算差額 の精算)、D.45(国 際テ レメッセー ジの課

金 と料金)、D.110(国 際会議通話 の課金 と計算)、D.

150(国 際電 話計算の新方式)、D.155(大 陸 間電話 の計

算料金の指 針)、D.192(業 務用 通信の課金 と計算)及

びD.232(ISDN付 加 サー ビスの料金 と計算)等15件 の

勧告案 の加速 勧告化が合 意された。

SGV
最 終 会 合

1992

3.9～3.13

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

K、31(構 内 ・宅 内通 信設備 の接 線 方 法 と接地)、K

30(正 温度係数抵抗体)の 新規勧告 と、K.10(電 気通

信 設備 の対 地平衡度)、K.11(過 電圧 ・過電流 に対す る

防護 ポIJシ ー)、K.20(過 電圧 ・過 電流への交換機の耐

力)、K.28(電 気通信 装置の半導体 防護素 子の特性)の

改訂 を総会 に提案す るこ ととなった。

SGXI

最 終 会 合

1992

3.9～3.20

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

信号方式間 インター ワー ク関連のQ.600シ リー ズ(イ
ンター ワー ク条件 等)、Nα7信 号方 式関 連のQ700シ

リー ズ(各 種付加サー ビス仕様 、網 管理 機能等)、フレー

ム モー ドベア ラサー ビス関連のQ.72.2(ス テー ジ2仕

様)及 びQ.933(レ イヤ3仕 様)、TMN関 連 のQ.
811(Q3イ ンタフェース下位層プ ロ トコルプ ロファイ

ル)他 、UPT関 連のQ,1051(モ バ イルアプ リケー ショ

ンバー ト)、IN関 連 のQ .1200シ1,一 ズ(IN勧 告体系

INア ー キテ クチ ャの原理等)等 の約120件 の勧 告案を

総会へ提 出す ることが合 意 された。B-ISDN関 連 の勧

告案は次会期 に継続検討 され ること となった。 また、

次会期の研究課題案 として28件 が合意 された。併せて、

Nα7信 号 網 の 信 頼性 に 関 して 各 国か ら故 障情 報 を

CCITTへ 提供 し、集約 ・配付 するこ とが合意 され た。

SGVI

最 終 会 合

1992

3,16～3.20

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

L.12(光 ファイバの接続)、L.13(屋 外 設備 におけ る光
フ ァイバ ケープ ルの 外 被接 続 と収 納 用 品)及 びL .
14(張 力負荷時の光 ファ イバケーブルの伸 び特 性 を決

定する測定方法)の 加 速勧告化、L.15(光 加 入者網 一構

築時に考慮すべ き要 因)及 びL.16(金 属 ケーブル シー
ス保護用導電性プ ラスチ ック材料)の 総 会へ の提案が

了承 された。
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会議名 期 間 場 所 内 容

;GI

黄終 会 合

1992

3.24～4.3

ジ ュネ ー ブ

(ス イ ス)

F.850(パ ー ソナル通信の 主要原則)が 取 りま とめ ら

れ、総会 で承認 され ることとなった。G3bisに つ いて

は、ISDN上 でG4と ダイレ ク ト・インター ワー キング

すべ き旨の リエ ゾン を送付 し、SGV皿 で のプロ トコル

の検討 を待つこ とにな った。E161(電 話 端末の数 字、

文字及びシ ンボル)に っ いては加国が加速勧告化 の反

対を表明 したため、総会で承認 され ることとなった。
F.811(コ ネ クシ ョン ・オ リエ ンテッ ド)等 の広帯域

ISDNの ベ ア ラ・サービスは勧告 化が合意 され、来会期

以降テ レサー ビスの検討 を進め てい く。また、ISDNの

付加 サー ビスについては、1.25L1(ダ イレク ト・ダイ
ヤル・イン)、1.251.7(悪 意呼表示)及 び1.25L3(発

信番号表 示)等 の加 速勧告化が合意 され た。

3G㎎

匿終 会 合

1992

4.6-4.16

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス 〉

OSI管 理、MHS、 国際パ ケッ ト交換サ ービス等に関す

る44件 の勧告草案 を加速勧告化手続 きにか けるこ とが

承認 された。 また、総会 にお ける勧告化 の対 象 となる

勧告草案及 び来会期第1回 会合 における加 速勧告 化の

対象 とな る勧告草案が合意 された。 この他、来会期 の

課題 について、課題 の継続、統合、廃止及 び課題 ごと
の具体 的検 討項 目が合意 された。

∋G皿

良終 会 合

1992

4.7～4,15

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

新規勧告 案及び修 正勧告案につ いて、SGIに お け るF
シ リー ズ(サ ー ビス定義等)の 勧告化 と整合 等を図る

ための編集作業が行 われ 、17件 の新 規勧告 及び42件 の

修正勧 告 を総会におけ る勧告化 の対 象とす るこ とで合

意 した。また、来会期の課題 について、SGIXが 今会期

限 りで廃止 され る状況に あるこ とか ら課題 の整理 が行

われ、継続課題 としてまとめ られ た5の 課題 がSGI

及びSGX珊 に引 き続がれ ることとなった。

3GV皿

浸終 会 合

1992

4.22～4.30

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

T.4(G3FAX装 置標準)、T.30(電 話回線におけ る

文書伝送用FAXの 伝送手順)等 の16件 の勧告草案 が

郵便投票 にかけ られ るこ ととなった。また27件 の勧告

草案及 び次会期 の 課題が総 会 に諮 られ るこ とに なっ
た。G3-64Kに つ い て は、T.30AnnexCとT.4An-

nexFの2案 が 総 会 に 諮 ら れ る こ と と な り、

ISDN64kbit/s上 でのinteroperabilityを 確保 す るた

めの中間会合 を2回 開催 することに なった。

3GXV

浸終 会 合

1992

5.4～5.15

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

G.728(16kbit/s音 声符号化)、G.774(SDH管 理情 報

モデル)等6件 の勧告案(新 規5件 、改訂1件)が 郵

便投票にかけ られ るこ ととなった。 また、13件 の新 規

勧告案、21件 の改訂勧告案、42件 の勧 告の削除及び次

会期 の課題 が総 会に諮 られ るこ ととなった。H.KEY

(鍵交換 と相 手認証手順)、AV.420(呼 接続手順〉の勧

告化は今 回見送 りとなった。

3GX

浸終 会 合

1992

5.18～5,27

ジュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

Z.100(仕 様 記 述 言語SDL)、Z.120(メ ッセ ー ジ シー

ケ ン ス チ ャー ト)、Z,200(CHILL)、Z.351及 びZ.

352(デ ー タ指 向 ヒ ュー マ ン マ シ ン イ ン タ フ ェ ー ス 仕 様

化 手 法)、Z.400(電 気 通信 ソ フ トウ ェア の た め の 品 質

マ ニ ュ ア ルの 構 成 とフ ォ ー マ ッ ト)に っ い て総 会 へ 提

出す る こ とが 合 意 さ れ た。 ま た 、 次 会 期 の 研 究 課 題 案

と して10件 が 合 意 さ れ た。
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会議名 期 間 場 所 内 容

SGIV

最 終 会 合

1992

5.25～6.5

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

TMN、 デ シタル システムのパフ ォーマ ンス'エ ラー測
定装置、衛 星移動体 システムの保守要求仕様 ・国際デ ィ

ジタルパ ス・セ クシ ョンの規格、ISDNの 保守等 に関す

る47件 の勧告 草案 を加速勧告化手 続 きにかけ ることが
承認 され た。 また、総会に おける勧告化の対象 とする

勧告草案 が合意 された。 この他 、来会期の課題 につい

て課題 の継続、統合、廃止 及び課題 ごとの具体 的検討

項 目が合 意された。

SGXV皿

最 終 会 合

1992

6.8～6.12

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

ター ミナルアダプ タに関す る2件 の改訂勧 告(V,110,

V.120)案 が郵便投 票にかけ られ るこ ととなったが、新

規勧告 草案V,38(ポ イン ト トゥ ポ イン ト デ ジタル

専用 回線用48/56/64kdit/sデ ー タ回線終 端装 置)へ の
郵便投票 は見送 られ、総 会にか け られ ることとなった。

この他8件 の勧 告改訂案及 び次会期の課題 が総会 にか
け られる こととな った。V.fast、 セルラーモデル等に

つ いては継続検討 となった。

SGXV皿

最 終 会 合

1992

6.9～6.19

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

1.373(UPTを サポー トす るための網機能)、L374(マ
ルチメデ ィア をサ ポー トす るため の網機 能)、アーキテ

クチャモデル関連 の1.300シ リー ズ(ISDNの 網機能原

則等)、 インターワー キング関連 の1.372(FMBSの 網

間接続)及 び1.500シ リー ズ(サ ー ビスイン ターワーキ
ング等)、 ユー ザ ・網 インタフェー スレイヤ1関 連の1,

400シ リー ズ(B-UNI物 理 レイヤ勧告 等)及 びG900シ

リー ズ(1次 群 ア クセ ス用デ ジ タル セ クシ ョン等)、

B・ISDN関 連 のL300シ リー ズ(B・ISDNの 網 的側面

等)、 デ ジ タル ハ イア ラー キ関 連 のG.700シ11一 ズ

(SDHの 速度系列等)等 の約70件 の勧告案 を総会へ提

出す るこ とが合意 され た。IN関 連 の1.312、1,328、L
329(IN構 成原則等)の3件 につ いて加 速勧 告化 の手

続 きを とることが合意 され た。 また、次会期 の研究課

題 案 と して27件 が合 意 され た。併 せ て、B・ISDN、

UPT、IN等 に関 して今後 の勧 告化 スケ ジュー ルのマ
イルス トンが検討 され ている。

SGII1

特 別 会 合

1992

6.22～6.25

ジュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

U140(国 際電話の計算料 金の設 定及 び改定時 のガイ

ドライン)の 加速勧告化 が合 意 された。 これは、①計

算料金 は コス ト指 向であるこ と、②① は無差別に適用
される。③適切 な計 算料金 の情報 を提供 す ること等を

主要 原則 としてあげている。後 日、計 算料金に適用す

る コス ト要素及 び二 者間交 渉での ガイ ドラインの検討

を行 う予定。D.140の 他 、D,188(世 界テ レビ会議の課

金 と計 算)等 計7件 が加速勧告化 につい て合意 された。
また、総 会で承認予定 の来会 期の課題案 については、

利用者 に対 して公衆網 を用いて専 用線 と同様のサービ
スを可能 とす るGVNS(世 界 的仮 想網 サー ビス)の 料

金 原則の研究課題 を迫加 した。

SGII

特 別 会 合

1992

6.26

ジュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

E.168に つい ての早期 勧告化 の合意 が採 れず、総会 で

審議 す ることになった。E.166/X.122(E.164とX.121
番 号計画の ため の相互接続 番号計 画)、E,172(ISDN

時代 のルーチ ング計 画)を 含む計25件 にっいて早期勧

告 化に付す合意 がな された。

SGII

中 間 会 合

1992

9.14～9.18

ジ ュネ ー ブ

(ス イ ス)

次回1993年6月 に予定 され ているSGII会 合 までの審
議の停滞 を避 けるための会合 であ り、E.168(UPTの

ためのE,164番 号計 画の適用)、E.733共 通線信号網に

おけ る設備数 算出法)、 広帯域ISDNに お け るネッ ト
ワー クエ ンジア リング等の来研究期 の検 討課題につい

ての審議 が行 われた。
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会議名 期 間 場 所 内 容

SGXI

中 間 会 合

1992

9.21～10.20

10.19～10.23

ジ ュネ ー ブ

(ス イ ス)

UPTに 関 す る ワー クプ ラ ン の 整理 、INに 関 す る

UPT要 求条件、サー ビス展 開 シナIlオ 、FPLMTSの

勧 告作業 についてCCIRと の分 担等 が合意 された。
Nα7信 号 方 式 に関 しB-ISUPの フ レー ム フォーマ ッ

トが審 議されQ700へ 盛 ワ込むこ とが了承 された。IN

に関 し能力セ ッ ト2の 検 討範囲及び検討 スケ ジュール

が明確に されべ一 スライン ドキュメン トが作成 され る

とともに、TMN、UPT等 との インター ワー キングが

合 意された。B-ISDNに 関 し加速勧告化 を 目指 し各信

号 手順 の検討 が進め られた。Q,822(TMNQ3イ ン タ
フェース管理 機能)に ついて次回SG会 合 に向け加 速

勧告化 の手続 きをとるこ とが合 意 された。

SGIII

中 間 会 合

1992

9.28～10.2

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

MHSの 種 々業務 形態(中 継 を行 う場合 、メッセー ジと

送達 が別 々の場合 等〉におけ る国際計算原則の修正等

を行 った。 また、 専門家会合(6/29-7/3)で 作成の

既存ISDN原 則 の修正等 を検討 し、『呼完了』以外の悪

意呼通知、発信規制等の新サー ビスの勧告案 について

次会合(平 成5年6月)で 加速勧告化 の手続 きを取 る

こ とが合 意された。

SGXII

中 間 会 合

1992

9.28～10.2

ジュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

次会 期 の 各課 題 の 進 め 方 が 審議 され た。SGI及 び

SGXVか らの 「エン ドー エン ド映像 品質評価」に関す

る共 同プロジェ ク ト設立の呼びかけに対 して、賛成で

ある旨回答 した。SGXIIと しては、ネ ッ トワー ク及び

端 末のエン ドーエ ン ド伝送 品質について寄与予定であ
る。また、懸案 事項 とな っていたRFI(radiofrequency

interface)とESD(electrostaticdischarge)に 関す

る新課題 として、電話システムが装置に必要な特性 と

そ の限 界値 の 検討 をSGXIIの 検 討 課題、RFI及 び

ESD測 定技 術 をSGVの 検 討課 題 とす る共 同研 究 の

提案 をSGVに 申 し込むこ ととな った。

SGV
中 間 会合

1992

王0.6～10.9

ジ ュネ ー ブ

(ス イ ス 〉

K.11(過 電圧 ・過 電流に対す る防護 ポ リシー)及 びK.

20(過 電圧 ・過 電流へ の交換機の耐 力)の 変更、K.1

(ISDN基 本 ア クセ スイ ンタフェー スバ スに接続 され

る通信機器か らの妨害波 許容値 と測定 方法〉、接地ハ ン

ドブ ックの接地抵抗 予測 計の追加、交換機 の誘導耐力

試験方 法のハ ン ドブ ック化等にっいて検 討 された。

SGI

中 間 会 合

1992

10.12～10,16

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

総会 で承認予定 の来会期 の課題案については、IN等 の

新 ネ ッ トワー ク機能がPSTNとISDNの 双 方 に跨 が

るサー ビスを支援す るこ とか ら、これ らサー ビスの整

合性 を確保す るため、課 題案4(PSTNに 拠 った電気

通信 サー ビスの開発)の 所掌範 囲 を修正す るこ とに

なった。パー ソナル通信 のF.851(詳 細 なサー ビス原

則)に つ いて は、 日本か らの当該 サー ビスの進展につ
いて の提 案 等が 反 映 されversion8が 作 成 され た。

ISDNを 使用 したオー デ ィオ ・ビジュアルにつ いては

F,711(静 止画像会議 テレサー ビス)及 びF.740(動 画

像 サー ビス)が 次 会合(平 成5年4月)で 加速勧告化

手続 きを取 るこ とが合意 された。広帯域ISDNに つい

ては、マルチ メディア分配サー ビス及びマルチ メデ ィ

ア伝送サー ビスの研究 を次会期検討 してい くことが了

承 され た。
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会議名 期 間 場 所 内 容

SG皿

中 間 会 合

1992

10.26～10.30

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

来会期 に向けた検討及 び次会 合での勧告化 に向けた検

討 が行 われた。OSIプ ロ トコルの効率化 に関 しては、

特 に衛星 回線 な どの遅延 が大 きい回線 上 での コネ ク

シ ョン確 立手順 の簡素化 等の検討 が行 われ、アーキテ

クチャ関連 課題 を中心 に各 レイヤ ご との課題 で検 討を

進 めるこ ととな った。 また、サー ビス定 義の勧 告化が

予定 され てい るマルチ キャス トサー ビスプロ コルの検

討 が行 われ、端末 ・網 イン タフ ェー ス、サーバ間のプ
ロ コルの定義が行 われた。

SGXV

中 間 会 合

1992

11.2～10.10

ジ ュ ネー ブ

(ス イ ス)

ISDNプ ライマ リレー ト光加 入者伝 送 システムに関す

る勧 告G.sln(subscriberlinenet-work)の 凍結へ

向 け て の 審 議、SDH用 多 重 変 換 装 置 の 勧 告(G.

781～G.783)へ の クロス コネ ク ト装置規定 の結合 にっ
いての審 議等が進め られ、1993年9月 の第1回SGXV

会合 で早期 勧告 手続 きに付議 され るこ とが合 意 され

た。

SGX

中 間 会 合

1992

11.16～11.20

ジ ュ ー ブ

(ス イ ス)

Z100(仕 様 記述言語SDL)の メンテナ ンス手法、電気

通信 システムのための ソフ トウエア(Z.400(電 気通信

ソフ トウェアの ため の品質 マ ニ ュア ル構 成 とフォー

マ ッ ト)関 連)の 勧告 化ス ケジュー ル等が検討 された。
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資料4-10 国際電気通信衛星機構(INTELSAT)の 組織図

(1993年3月 末現在)

締約国総会

全締約国(124か 国)で 構成。主

権国としての締約国に関係する

事項、インテルサットの一般方

針、長期目標等を審議。

署名当事者総会

全署名当事者(イ ンテルサット

に出資、運営、参画する政府、

または政府指定の電気通信事業

体)で 構成。事業活動年次報告

の審査、理事会への代表資格の

決定等。

理事会

インテルサット宇宙部分の企

画、開発、運用等、インテルサッ

トの運営に関する事項を遂行す

る中心的な機関。

事 務 局

(注〉 インテルサットは、国際公衆電気通信業務に必要な宇宙部分(衛 星及びその管制

等に必要な関連地上設備)を 世界のあらゆる地域に提供することを主たる目的とし

た国際機関であり、1964年8月 に暫定的制度 として発足し、1973年2月 に 「国際電

気通信衛星機構(イ ンテルサット)に 関する協定」が発効 し、恒久的制度となって

いる。
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資料4-111NTELSATの 提 供サー ビス別収入構成比

サービスの種類 収入構成比

国際音声サービス

国際デジタルサービス

専用線サービス

国際TVサ ービス

随時TV伝 送サービス

国内通信サービス

その他

43%

20%

8%

8%

5%

6%

10%

(注)1991年 のINTELSATの 収 入は563百 万米 ドル

資料4-121NTELSATの 活 動状況

(1992年 度)

会 議 期 間 場 所 主 な 討 議 事 項

第22回署名

当事者総会

1992

4.13～4.16

サ ン チ ャ ゴ

(チ リ)

インテルサット戦略計画の決定

第93回

理 事 会

1992

6.18～6.24

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

協定第14条(d)項手続 きの簡素化他

第4回

作 業 部 会

1992

6.19～6.22

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

協定第14条(d)項手続きの簡素化

第94回

理 事 会

1992

9.10～9.16

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

衛星の調達計画

第18回

締約国総会

1992

11.3～11.6

シ ド ニ ー

(豪 州)

協定第14条(d)項手続 きの簡素化

仲栽栽判所構成員の選出

第95回

理 事 会

1992

12.3～12.10

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

予算案及び決算報告

第96回

理 事 会

1993

3.18～3.24

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

衛星配置計画

非署名当事者の取扱い
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資料4-13 国際 海事衛星機構(INMARSAT)の 組織図

(1993年3月 末現在)

総 会

全締 約 国(65か 国)で 構 成 され る会合 。 インマ ルサ ッ トの

活動 、 目的 、 一般 方 針 、長期 目標 等 を審議

理 事 会

インマルサット宇宙部分の企画、開発、運用等、 インマル

サットの運営に関する事項を遂行する中心的な機関

事 務 局

(注)イ ンマルサットは、海事通信を改善するために必要な宇宙部分(衛 星及びその管

制等に必要な関連地上設備)を 提供することを目的とした国際機関であり、1979年

7月 「国際海事衛星機構(イ ンマルサット)に 関する条約」の発効に伴い発足した。

1985年 の総会で、航空衛星通信を提供するための改正条約を採択 し、本条約は1989

年10月 に発効 した。1989年1月 の総会では、さらに陸上移動衛星業務を提供するため

の改正条約を採択した(未 発効)。

資料4-141NMARSATの 提供サービス

電 話

テ レ ッ ク ス

デー タ通信

フ ァ クシ ミリ通 信

リー ス

1992年 の インマ ルサ ッ トの収 入 は292.6百 万 米 ドル
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資 料4-15 INMARSATの 活動状況

(1992年 度)

会 議 期 間 場 所 主 な 討 議 事 項

第43回

理 事 会

1992

7.16～7.22

モ ン ト リ オ ー ル

(カ ナ ダ)

N-STARと の シ ステ ム 間 調整 他

第3回 中間

作 業 部 会

1992

7.23～7.24

モ ン ト リ オ ー ル

(カ ナ ダ)

条約第8条 手続きの簡素化の検討

第44回

理 事 会

1992

11.5～11.11

ロ ン ド ン

(英 国)

プロジェクト21の具体化案の検討

第4回 中間

作 業 部 会

1992

11.12～11.14

ロ ン ド ン

(英 国)

条約、運用協定の改正の検討

第45回

理 事 会

1993

3.18～3.24

ロ ン ド ン

(英 国)

新規サービス導入の検討他

第5回 中間

作 業 部 会

1993

3.25～3.27

ロ ン ド ン

(英 国)

条約、運用協定の改正の検討
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4-1国 際 協 調 一511-・

ア ジア=太 平洋電気通信共同体(APT)の 組織図

総 △

最高の意思決定機関

通常会期3年 毎に開催

管 理 委 員 会

総会が決定する方針、原則及び指示に従

い 具体的実施計画を決定

毎年1回 開催

事 務 局

事務局長、事務局次長及び管理委員会が

必要と認めるその他の職員で構成

資料4-17APTの 活動状況

(1992年 度)

会 議 名 期 間 場 所

インテ ルサ ッ トIBSセ ミナー
1992

2.12～2.14

バ ン コ ク

(タ イ)

VSATセ ミナ ー
1992

5.16～5.19

バンダルスリプガワン

(ブ ルネ イ)

アジア ・太平洋地域閣僚会合
1992

6.1～6.2

シ ン ガ ポ ー ル

(シ ンガ ポー ル)

電気 通信 ユ ー ザ ー ・規 制 フ ォー ラム
1992

8.4～8.6

バ ン コ ク

(タ イ)

デジタル移動通信セミナー
1992

9。2～9.4

シ ド ニ ー

(オー ス トラ リア)

第12回 ス タデ ィ ・グルー プ 会合
工992

9.8～9,15

シ ド ニ ー

(オー ス トラ リア)

第16回管理委員会
1992

1!.10～11.17

バ ン コ ク

(タ イ)
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資料4一 田 アジア ・太平洋経済協力(APEC)の 組織図

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
貿 貿 投 人 地 海 電 漁 運 観
易 易 資 材 域 洋 気
・ 促 ・ 養 工 資 通 業 輸 光

投 進 技 成 ネ 源 信

葦
ア
「

タ
レ

ビ
ユ

1

術
移
転
の

拡
大

ル 保
ギ 全
「
協
力
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資料4-19APECの 活 動状況

(1992年)

会 議 名 期 間 場 所 概 要

第2回 高級事務レ
ベル会合

1992

6.22～6.24

バ ン コ ク

(タ イ)

APEC事 務局の役割、職貝の選考

方法、設置場所及びAPEC基 金の

必要性について討議。

第6回 電気通信専

門家会合

1992

7.27～7.29

ホ ノ ル ル

(米 国)

各 国 別 デ ー タ ブ ッ ク の 追 補 版、

階 難禁準藤劇
ドラ イン につ い て討 議。

第3回 高級事務レ
ベル会合

1992

9.7～9.8

バ ン コ ク

(タ イ)

APEC事 務局設置、APEC基 金に

ついて第4回 閣僚会議へ提案する

内容について討議。

第4回 閣僚会議 1992

9.10～9.11

バ ン コ ク

(タ イ)

APEC事 務 局 を シ ン ガ ポー ル に

設 置 す る こ と、APEC基 金 を創 設

す るこ と を決 定 。

第1回 高級事務レ

ベル会合

1992

12.2～12.4

ワシントンDC

(米 国 〉

APEC事 務局構成、APEC予 算の

割 り振 りについて討議。各WGの

活動状況報告。
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資料4--20ア ジ ァ ・太平洋経済社会委員会(ESCAP)の 会 議構造

総 会

(閣僚レベル毎年1回 開催)
1

IllllllllI

特
別
地
域
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
関
係
委
員
会

農
業
・

農
村
開
発
・

環
境
委
貝
会
(

2
年
毎
)

開
発
計

叩
統
計
委
員
会

穿
年
垂

産

芋
技

術
人
間
居
住
委
員
会

写
年
垂

天
然
資

源

葉

窒
1
委
員
会

7
年
豊

人

甲
社
会
開
発
委
員
会

7
年
毎

海

浮
運
輸
通
信
委
員
会

7
年
毎

貿
易
委
員
会

香
多国

籍
企
業
2
年
垂

ア

ド

恋
ク
会
議

叢
大
限
年
1

里

内
陸
国
特
別
部
会

禾
定

塑

(注)ESCAPは 、アジア・太平洋地域の経済社会開発を行うことを目的とする国連経済

社会理事会の下部機関である。ESCAPに は、総会の下に7つ の常設委員会があり、

そのひとつである海運 ・運輸通信委員会において域内の電気通信、郵便等の開発に

関する技術及び経済関係の討議、勧告を行っている。
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資料4-21ESCAPの 活 動状況

(1992年)

会 合 名 期 間 開 催 地 内 容

窮48回総会 1992

4,14～4.23

北 京

(中 国)

・組 織 の見 直 し、予 算 の あ り方 、

主 要 プ ロ ジェ ク トの 活動 状 況等

につ い て討 議

箔2回 運輸 ・通信

大臣会議

1992

6,3～6.5

バ ン コ ク

(タ イ)

・「運 輸 ・通 信 の10年 」 第2フ ェー

ズ(1992-1996)の 開始 に 関 す る

宣 言 の採 択
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資料4-22 国 際海事機関(IMO)の 組 織図

(1993年3月 末現在)

総 会

全加盟国(138か 国)で 構
成される会合。理事会代表国
の選出、事業計画の承認、I

MOの 任務の遂行等を行う。

理事会
IMOの 事業計画及び予算の
作成、組織活動の調整等を行
う。総会選出の32の 構成員で
構成する。

事務局
IMOの 任務の遂行
に必要な事項を行う
英国ロンドンに所在

各種委貝会

法律委員会

IMOの 権

限内の法律
事項を審議

海洋環境保護
委員会
船舶による海
洋汚染の防止
・規制に関す

る事項を審議

海上安全委員会

海上の安全に影
響のある事項を
審議

パルクケミカル

小委員会

技術協力
委員会
海事分野にお
ける技術協力
に関する事項
を審議

簡易化委員会

(注)IMOは 、国際海運に影響の

ある事項について国際協力を促

進することを目的として設立さ

れた国際連合の専門機関の一つ

であり、1958年 にIMCO(政

府間海事協議機関)と し設立さ

れ、1982年にIMOと 改称した。

無線通信に関する事項は、主

として海上安全委員会及び無線

通信小委員会で審議 されてい

る。

国際海上交通
の簡易化に関
する活動 ・機
能を審議

各種小委員会(補 助機関)

無線通信小委 員会

設計設備小委 員会

防 火 小 委 貝 会

コンテナ貨物小委貝会

救命捜索救助小委員会

危険物輸送小委員会

航行安 全小委貝会

訓練当直基準小委員会

復原性満載喫水線漁船
の安全小委員会

旗 国 小 委 貝 会
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資料4-231MOの 活動状況(無 線通信 に係 るものに限る)

(1992年度)

会 議 名 期 間 場 所 討 議 事 項 等

1977年 の トレモ リ

ノス条約 改正 作業

部 会

1992

6.工 ～6,5

レイキャビック

(アイスランド)

1977年 の トレモ リノス条 約(漁 船

SOLAS条 約)改 正 案 の作 成

第60回海上安全委

員会

1992

6.6～6.10

ロ ン ド ン

(英 国)

GMDSS導 入 後の検討事項の明

確化

第38回航行安全小

委員会

1992

6.29-7.3

ロ ン ド ン

(英 国)

GPS、GLONASSシ ス テ ムに 関す

る検 討

第61回海上安全委

貝会

1992

12.7～12.U

ロ ン ド ン

(英 国)

SOLAS条 約改正の検討

第38回無線通信小

委員会

1993

1,18～1.22

ロ ン ド ン

(英 国)

SOLAS条 約、GMDSS関 連規則

の明確化

第24回訓練当直基

準小委貝会
1

/993

3.8～3.12

ロ ン ド ン

(英 国)

SOLAS条 約の無線従事者に係る

規定の検討
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資料4-24国 際民間航空機関(ICAO)の 組織図

総

全加盟国(172か 国)で 構
成される最高議決機関。理事
会代表国の選出、理事会報告
の審査、年次予算の表決等を

行う。

理事会
総会への年次報告の提出、総
会の指令の遂行、条約上の任
務及び義務の履行等を行 う。
総会選出の33か 国で構成。

航空委員会
条約附属書の修正を
審議 し、その採択を
理事会に勧告

(1993年3月 末現在)

事務局
本部はカナダのモン
トリオールに所在

専門委員会

法律委員会等その他
各種委員会

各種 会議

(注)ICAOは 、国際民間航空の安全かつ秩序ある発展等を目的として設立された国際

連合の専門機関の一つであり、1947年 の国際民間航空条約の発効に伴い発足した。

主要な任務には、航空通信の要件、技術基準、周波数の使用等について国際的な統
一基準を設定することが含まれており

、無線通信に関する事項は、主として航空委

員会及びその下部機関である通信部会等で審議されている。
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4-1

1CAOの 活 動状況

国 際 協 調 一519-

(1992年 度)

会 議 名 期 間 場 所 討 議 事 項 等

第28回 法律委貝会 1992

5.11～5.22

モントリオール

(カ ナ ダ)

航空機公衆通信における法的側面

第29回総会 1992

9.22～10.8

モントリオール

(カ ナ ダ)

航空機公衆通信における法的側面

他
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資料4-26経 済協力開発機構(OECD)の 組織図

経済産業諮問委貝会BIAC

労働組合諮問委貝会TUAC

理事会 閣僚理事会

執行委貝会CE 新執行委員会ECSS

国際エネルギー
機関IEA

欧州運輸大臣会議
ECMT

一 環境委貝 会

(ENV)

一 科 学技術政策委員会

(CSTP)

一 一情報 通信 コンピュー タ

政 策委貝会(ICCP)

一 教育研 究革新セ ンター

(CERI)

一 原子力機関

(NEA)

一 開発 セ ンター

(DC)

一 国際道路研究計画

(ATR)

化学 品特別
PROJECT.CHEM

一 鉄鋼 委員会

予算委員会SCB

一 経済政策委 員会

(EPC>

一 経済開発検討委

員会(EDRC)

一 開発援助 委貝会

(DAC)

一 技術協 力委貝会

(TECO)

貿易委 員会
(TC)

一 国際投 資 ・多国

籍企 業委貝会
(CIME)

一 資本移動貿易外取

引委員会(CMIT>

支払委 員会

(PC)

一一一保険委員会

(AC)

一 資本市場委 員会

(CMF)

一 租税委 員会

(CFA)

一 競争政策委 貝会

(CLP)

一 消費者政策 委貝会

(CCP)

一 観光委員会

(TOU)

一 海運委員 会
・(MTC)

一 工業委員会

(IND)

一 農業委貝 会

(AGR)

一 水産委貝 会

(FI)

一 エ ネルギー政策

委員 会(EP)

一 労働 力社 会問題

委貝会(MAS)

一 教育委貝会

(ED)

(SC)
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資料4-270ECD/ICCP委 員会の主要活動状況

(1992年)

会 合 名 開催時期 会 合 の 概 要

情報システム安全

ガイドラインに関す

る専門家会合

1992

1.15～1。17

6.22～6.24

9.8～9.9

情報システムの安全性を確保するためのガ

イドラインの作成のための議論を展開。9月

の会合においてガイドラインを完成。今後は
.各国において同ガイ ドラインの普及を行う

。

EIIT(情 報技術の経

済的影響に関する専

門家会合)第8回 会合

1992

2。3～2.4

IT(情 報技術)の 標準化のためのOECDと し

ての貢献、IT普 及のための政策の方向性等に

ついての議論が行われた。

ICCP第21回 会 合 1992

3.18～3.19

1993年 のICCPの 作 業計 画 の決 定 作 業 が行

わ れ たが 、議 論 が 発散 。 一 応 の決 定 に至 った

もの の、 後 に再 検 討 を行 うこ ととな っ た。

ロシアの電気通信分

野における軍/民 転

換のためのセミナー

1992

3.24～3.25

旧ソ連の軍事用施設 ・ネットワー クを民需

用の電気通信のためのインフラス トラクチュ

アとして転換するための施策について検討が

なされた。

周波数割当ての経済

性に関するセ ミナー

1992

4.27～4.28

周波数割当てに関して市場原理を導入する

ことについての議論を行ったほか、各国が最

近の政策についてのプレゼンテーションを行

い、日本からは電波利用料の制度についての

説明を行った。

TISP(電 気通信及

び情報サービス政策

に関する作業部会)

第9回 会合

1992

6.9～6.10

移動体通信サービス、普遍的サービス義務、

電気通信指標に関するOECD/ITU共 同作

業等に関する、競争状態に適合する新たな政

策の検討を行った。

カザフスタン共和国

の電気通信分野の発

展と規律に関する作

業部会

1992

9.23～9.24

ヵザフスタン共和国の政府が進めている、

電気通信関連法制の制定作業に対し、OECD

加盟各国の参加者が助言 ・支援を行った。

IT(情 報技 術)特 別

セ ッシ ョン

1992

10.12～10,13

電気通信 ・情報通信の発展には、IT(情 報

技術)に 関する国際的協力が不可欠との観点

から、IT標 準化等についての政府、ユーザの

役割についての意見交換を行った。

ICCP第22回 会合 1992

!0.14～10.15

3月 の会 合 以 来 、検 討 さ れ て きたICCPの
・

1993年 度 の作 業 計画 を決定 。また 、ITに 関 す

る議 論 に対 応 す るた め にEIITの 組 織 の改 革

を行 う こ とにつ い て も議論 。

IT(情 報技術)標 準

化ワー クショップ東

京会合

1992

11,17～11。18

IT(情 報 技 術)の 標 準化 にお け るユ ーザ の

役 割 、 ユー ザ 参加 の 方 策 と影 響、 ユ ー ザ と し

ての 政府 、 将 来 に向 け た課 題 等に つ い て意 見

交 換 を行 った、
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資料4-28関 税及び貿易に関する一般協定(GATT)の 機構図

國 (GATT
事務局)

次 長
(機能局B担当)

総会(CP)

アーサー・ダンケル

(ス イス〉

次 長

(機能局A担当)

事務局スタッフ

官房(法 律、会議、インフォメー

ション、GNGお よ びGATT

政策)

機能局A(非 関税課、開発課、

貿易政策課、技術協力課、特

別プロジェ クト課、GNS}

機能局B(経 済研究 ・分析課、

農業課、関税課、技術的貿易、

障害課、対外関係課、訓練課、

調整および行政課)

セ

1

フ

ガ

1

ド

委

員

会

(謙嗣罐 評鷲 単鰹 縷喘)

理事会(舗 巌 開篠 鼎,1珍讐 季灘 ・)

18力 国
協議 グループ (貿易政策などにつき自由に意見交換議長ダンケル事務局長)

貿

易

開

発.

委
員

会

C

T

D

保
護

措
置

…問題

小
委

そ各 繊
の種

他W
随P維
時な

蓄ど 委
さ
れ 員
る

会

L
L
D

C
問
題
小
委

繊

維

監

視

機

構

「

国輸

入際

制

収限
問
支題

理奢
貝

由会

=〔=五=7ユ_⊥ ⊥ ⊥ ⊥ ⊥ ⊥ ⊥_

予 関 ダ 補 ス ラ 民 政 関 牛

熱騨
坐 墾 阯 鎚 鎚

1工

1難
一 一

11

酪

農

品
1

理

事

会

1
ユ

調
整

肇

粉 乳

乳 脂

委 委

置

小
委
員
会

チ

1
ズ

委

MTN諸 協定に基づく各種委員会

(注)1.現 在 、 機 構 見 直 しの 交渉 中。

2.GATTウ ル グ ア イ ・ラ ウ ン ド交渉 は 、 別 の枠 組 み で行 われ て い る。
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資 料4-29GATT年 表

国 際 協 調 一523一

年 月

1947.10

1955.8

1964.5

1967.6

1975.2

1979.11

1983.11

1986.9

1989.9

1990,12

1991.5

1991.7

1991.12

1992.4

1992.10～

1993.1

主 要 事 項

ガット(関 税及び貿易に関する一般協定)採 択

日本、正成加入

ケネディラウンド開始

ケネディラウンド完了(こ こまでは関税だけを扱った)

東京ラウン ド開始

東京ラウン ド完了(関 税の他に、政府調達協定 ・スタンダー

ド協定等の合意)

中曽根首相、新ラウンドの開始を提唱

ウルグアイラウン ドの開妬(新 分野:サ ービス、知的所有権

貿易関連投資)

海部首相、ブッシュ大統額にウルグアイ・ラウン ドの成功を

約束

ブラッセル閣僚会議

米のファースト・トラックの2年 間の期限延長が決定

ロンドン ・サ ミットにおいてラウンドの年内終結を合意

ダンケル事務局長が包括協定案を提示

イースター前の合意未達成、期限を設定せずに交渉延長を決

定(非 公式TNC)

主に農業問題について、米 ・EC間 で集中交渉

貿易交渉委員会(TNC)



一524-4国 際 関 係

4-2国 際 協 力

(1)技 術 協 力

資料4-30 研修員の受入れ人員の推移

年度
方式

63 元 2 3 4

集 団 研 修 327 350 328 323 327

個 別 研 修 136 153 139 218 268

合 計 463 503 467 541 595

資料4-31郵 政事業関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式

63 元 2 3 4

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員交換計画

そ の 他

27

14

3

3

8

0

28

3

1

26

13

0

46

19

4

1

6

1

56

9

0

2

11

3

55

26

3

2

11

1

合 計 55 71 77 81 98

資料4-32郵 政事業関係集団研修の実施状況

(4年 度)

コ ー ス 名 受入れ期間 参加員数 参加国数

為替貯金国際幹部セミナー
4.9.3～

4,9.19
8 8

郵便幹部セミナー
5.2.25～

5.3.13
12 i2

郵便事業調査研究国際コース
4.7.21～

5.1.23
12 12
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資料4-33電 気通信関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 63 元 2 3 4

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画(ITUほ か)

APT計 画

そ の 他

116

89

56

5

20

0

110

97

71

4

24

0

100

80

63

5

25

0

182

68

61

0

29

10

150

63

70

0

73

23

合 計 286 306 2731350 379

資料4-34電 気通信関係集団研修の実施状況

(4年 度)

コ ー ス 名 受 入 期 間 参加員数 参加国数

国 際 通 信 業 務 管 理II 4.5.12～4。7.17 11 10

衛 星 通 信 技 術II 4.5.12～4.7.24 9 9

無 線 通 信 技 術 4.5.26～4.8.8 12 11

デ ジ タ ル 交 換 技 術 4.6.4～4.8.8 15 13

電 波 監 視 4.8.11～4.10.3 9 9

通 信線 路 技術 指 導者 育 成 4.8.17～4.12.17 10 9

通 信 線 路 技 術II 4.8.27～4.11。15 7 6

国 際ISDN技 術 4.9.1～4.10.16 12 12

衛 星通 信 技術(計 画管 理)II 4.9.1～4,10.30 10 9

デ ジ タ ル 伝 送 技 術 4.9。29～4.12.20 16 14

電 気 通 信 幹 部 セ ミナ ーII 4。10.15～4.10.31 9 8

通 信 網 計 画 設 計 4.10.22～4.12.20 18 15

電気通信CAI教 材 作 成技術 4.10.27～4.12.6 7 7

ISDN技 術 5.1.5～5.2.20 12 12

国 際 デ ー タ 通 信 技 術 5.1。11～5.3.12 11 11

国 際 電 話 通 信 技 術 5.1.1!～5.3.19 11 1/

光 フ ァ イバ ー ケ ー ブ ル 伝 送 技 術 5.1.19～5.3.21 11 10

デ ー タ 通 信 技 術 5.1.13～5.3.6 9 9

ル ー ラ ル 通 信 技 術 5.2.8～5.3.19 11 11

東 欧 電 気 通 信 経 営 管 理 5.1.12～5.2.2 12 5
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資料4-35 放送関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 63 元 2 3 4

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画(ITUほ か)

そ の 他

60

40

21

0

1

58

37

27

3

1

66

35

15

0

1

60

20

27

1

2

50

30

24

2・

12

合 計 122 126 117 110 118

資料4-36放 送関係集団研修の実施状況

(4年 度)

コ ー ス 名 受 入 期 間 参加員数 参加国数

テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 管 理II 4.5.11～4,6.26 9 9

音 声 放 送 技 術 4.7.14～4.9.13 10 9

テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 技 術 4.7.14～4.9.27 11 10

テ レ ビ ジ ョ ン 番 組 制 度 4.7.14～4.9.27 10 10

放 送 幹 部 セ ミ ナ ーII 4.11.12～4.11.28 8 8

テ レビジョン番組制作技術II 5.1.11～5.3.7 14 11

テ レ ビ ジ ョ ン 社 会 教 育 番 組II 5.1.11～5.3.7 11 11

資料4-37専 門家の派遣人数の推移

年度
方式

63 元 2 3 4

rア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J

Iべ 、中近 東 ・ア フ リカ地域

C1中 南 米 地 域
Aス
・国 際 機 関 等

UNDP/ITUべ 一 ス

APTべ 一 ス

UPUべ 一 ス

54

23

35

12

8

2

0

58

20

38

10

10

1

0

63

20

33

13

5

0

1

43

22

26

10

0

2

9

46

17

13

9

0

3

4

合 計 134 137 135 112 92
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資料4-38第 三 国研修の実施状況
(4年 度)

研修開催国 コ ー ス 名 実施回数 実 施期 間 参加員数 参加国数

シンガポール コ ン ピュ ー タ ソ フ トウ ェア 4 4,8。1～4,9.26 13 5

ス リ・ラ ン カ TV放 送技術 5 4,7.27～4.9。4 17 5

タ イ 電気通信 16 5.3。1～5.5.4 21 14

フ ィ ジ ー 電気通信 10 4。9。14～4。10.9 21 11

マ レイ シア 上級放送技術 4 4,9.7～4.10.16 20 10

メ キ シ コ デジタル伝送工学 17 4.9.29～4.12.! 23 9

合 計 56 115 54

(注)第 三国研修は、開発途上国が我が国政府の財政的及び専門家派遣による技術的支

援を受け、近隣諸国の研修生を招請し、地域の事情に適合 した技術研修を行 うこと

を目的として実施するものである。

資料4-39郵 政事業関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式 63 元 2 3 4

rア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J
Iべ .中 近 東 ・ア フ リカ地 域
Cl中 南 米 地 域
Aス
・国 際 機 関 等

UPUべ 一 ス

1

0

0

1

0

工

0

0

0

0

1

0

0

0

1

1

0

0

0

9

3

0

0

0

4

合 計 2 1 2 10 7

(注)1.派 遣人数は当該年度に継続して赴任中の専門家(当該年度内に任期満了となっ

た者を含む。)及び新たに赴任した専門家の合計である。以下、資料8-40表 ま

で同じ。

2.専 門家の派遣は、開発途上国の通信の主管庁、事業運営体、訓練機関等へ専

門家を派遣し、通信開発計画の企画 ・助言、運用保守面の指導、職員の訓練等

を行うことにより開発途上国の経済 ・社会の発展及び人材育成に貢献すること

を目的として実施するものである。

r
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資 料4-40 郵政事業関係専門家の派遣状況
(4年 度)

派遣地域 派 遣方式 派 遣 地 派遣人員
任 務

アジア地域 JICAべ 一 ス

UPUべ 一 ス ・

、

タ イ

ヴィエ トナム

ブ ー タ ン

タ イ

3

2

1

1

郵便(APPTC研 修 コンサルタントセミ

ナー②)

郵便(EMS及 び機械化)

郵便(EMS導 入)

郵便(ア ジア地域技術援助ア ドバイザー)

資料4-41電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式

63 元 2 3 4

■ア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J

Iべ 、中近 東 ・ア フ リカ地域

Ci中 南 米 地 域
Aス
・国 際 機 関 等

UNDP/ITUべ 一 ス

APTべ 一 ス

31

19

30

5

8

2

33

17

35

3

10

1

36

17

28

3

5

0

29

19

24

3

0

2

27

14

12

3

0

3

合 計 95 99 89 77 59



4-2国 際 協 カ ー529一

資料4-42電 気通信関係専門家の派遣状況
(4年 度)

派遣地域 派 遣 方 式 派 遣 地 派遣
人貝

任 務

ア ジア ・

太平 洋

JICAべ 一 ス

(28名)

イ ン ドネ シ ア

タ イ

中 国

ブ イ ジ ー

ブ イ リ ピ ン

10

10

1

2

5

電 波(3)、線 路② 、交換 、伝 送 、'経理
、加 入者 業務 、国 際通 信 、

その 他α)

電 気通 信(3)、 通 信 網計 画(2)、

線 路 、 トラ ピ ッ ク、 電波 、 そ
の他 ②

電 気通 信

電 気通 信 ②

通 信網 計 画② 、交 換② 、無 線

APTべ 一 ス

(3名)

タ イ

マ レ イ シ ア

2

!

デジタル伝送技術②

パケット交換網

中近 東 ・
ア フ リア

JICAべ 一 ス(
14名)

ジqル ダ ン

ト ル1コ

エ ジ プ ト

シ リ ア

ギ ニ ア

ケ ニ ア

ス ワ ジ ラ ン ド

ジ ン バ ブ エ

1

4

3

1

1

1

1

2

交 換

デ ー タ通 信

電 気通 信 、交 換(2)

衛 星通 信(セ ミナ ー)

マ イ クロ回線 保 守

交 換

無 線

交換 、 光 フ ァ イバ ー

中南米 JICAベ ー ス

(13名)

メ キ シ コ

グ ァ テ マ ラ

ホ ン デ ュ ラ ス

ボ リ ヴ ィ ア

チ リ

パ ラ グ ァ イ

エ ク ア ド ル

2

1

2

1

2

3

1

デジタル伝送

電話網

交換、ISDN

通信網計画

電波、電話網

衛星通信、国際交換、無線通信

電話線路

国際機関 JICAべ 一 ス
(2名)

APT 2 プ ロ グ ラム オフ ィサ ー 、 電気

通 信
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資料4-43放 送関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式 63 元 2 3 4

rア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J
Iべ ,中 近東 ・ア フ リカ地 域

鍛 中 南 米 地 域
・国 際 機 関 等

22

4

5

6

24
'

3

3

7

26

3

5

10

13

3

2

7

15

3

1

7

合 計 37 37 44 25 26

資料4-44放 送関係専門家の派遣状況
(4年 度)

派遣地域 派 遣 方 式 派 遣 地 派遣
人員 1任 務

ア ジア ・

太 平洋
JICAべ 一 ス

(15名)

イ ン ドネ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

ス リ ・ ラ ン カ

タ イ

9

1

3

2

番組制作②、送信技術②、放
送技術、教育番組、経営管理、
放送管理、運行技術

視聴者研究

放送技術

番組制作(2)

中近 東 ・
ア フ リカ

JICAべ 一 ス

(3名)

セ ネ ガ ル

ザ ン ビ ア

2

1

スタジオ技術、番組制作

放送技術

中南米 JICAべ 一 ス(
1名)

パ ナ マ 1 スタジオ技術

、

国際機関 JICAべ 一 ス

(7名)

AIBD 7 上 級放 送 技 術 〔3)、放 送 技術(2)、
番 組制 作(2)
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資料4-45プ ロジェク ト方式技術協力の実施状況

国 名 プ ロ ジェ ク ト名 協 力 期 間 協 力 分 野

イン ドネ シア ラ ジオ ・テ レ ビ放 送 訓

練 セ ン クー

58.10,21～4.10,20

た だ し63.10。21～4.

10.20は 協 力 延 長 期 問

番組制作、番組編成、報道

制作技術、運行技術、送信

技術

タイ モ ン ク ッ ト王工 科 大 学

ラカバ ン拡 充 プ ロ ジェ

ク ト

63.4.1～5.3.31

㌧

電 気通 信 、放 送 、 デー タ通

信、 機械 工 学

ジ ョル ダン コ ン ピュー タ訓練 研 究

セ ン ター

2.6,27～6,6.26 プ ロ グ ラム 言 語 、OS利 用

方 法 、 デー タベ ー ス とデ ー

タ通信 、 シス テム 設計

パナ マ 電気通信訓練センター 2.8,1～6,7.31 デ ジ タ ル 伝 送 、光 フ ァ イ

バ ー ケー ブ ル

メキ シ コ 教 育 テ レ ビ研 修 セ ン

ター

3.4、1～8,3.31 番 組制 作 技術 、TVカ メ ラ、

照 明、音 響 、映 像 及 びVTR

技 術 、編 集 、機 器 の保 守

タイ 国立 コ ンピ ュー タソ フ

トウ 土 ア訓練 セ ン ター

3.5.1～8.4.30 プ ロ グラ ム言語 、 オペ レー

テ ィン グ、 デー タベ ー ス、

デ ー タ通 信 、 シ ステ ム分 析

及 び設 計

パ ラ グ ァイ 電気通信訓練センター 4.4.1～9.3,31 デ ジ タ ル交換 、 デ ジタ ル伝

送

チ リ デジタル通信訓練セン

ター

4.7,27～9.7.26 デ ジ タ ル 交 換 、光 フ ァ イ

バ ー ケ ー ブ ル 、 デ ジ タ ル

ケー ブ ルPCM、 マ イ ク ロ

ウェー ブ

(注)プ ロジェクト方式技術協力とは、専門家の派遣、研修員の受入れ、機材の供与を

有機的に関連付けて、計画の立案から実施、評価まで計画的かつ総合的に行 う技術

協力形態である。
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資料4-46プ ロジェク ト方式技術協力による実績の推移

年 度
事 項 63 元 2 3 4

協力中のプロジェクト(件)

事前調査段階のプロジェクト(件)

調査団の派遣(件)

〃(名)

専 門家の派遣(名 〉

研修員の受入れ(名)

機材の供与(百 万円)

9

2

8

20

64

26

828

9

2

17

43

80

37

411

11

3

13

50

88

27

879

8

2

10

36

64

28

1,075

8

0

8

20

72

28

738

資料4-47通 信 ・放送分野における開発調査件数及び派遣人員の推移

年度
区別 63 元 2 3 4

件 数 9 10 4 5 10

派 遣 人 員 115 121 54 60 114

(注)開 発調査は、開発途上国の電気通信 ・放送開発計画に関して、現地調査及び国内

作業を行い、その開発計画の推進に寄与することを目的としている。

資料4-48通 信 ・放送分野における開発調査の実施状況

(4年 度末)

国 名 調 査 名 派 遣 員 数

イ ン ドネ シア 第6次5か 年電気通信網
整備計画
南部スマ トラ地域総合開
発計画

イ ン テ リム レ ポー ト提 出4年6月16名

ドラフ トフ ァイナル レポー ト提 出4年11月7名

ドラフ トファ イナル レポー ト提 出4年12月8名

タイ バンコク首都圏電気通信

網整備計画
ドラフ トファイナル レポー ト提 出4年8月7名

フ ィ リピ ン 全国通信施設計画 事前調査5年1月4名

マ レイ シア マレイシアTV放 送網整
備計画

事前調査4年9月4名

ウガンダ 電気通信網長期計画 事前調査5年3月5名

ザ ン ビア 全国通信網整備計画 事 前調 査4年4月4名
イン セプ シ ョン レ ポー ト提 出4年10月7名

イン テ リム レポー ト提 出5年1月12名

ジン バ ブエ 地方電気通信網整備計画 イ ンテ リム レポ ー ト提 出4年5月7名
ドラフ トファ イナル レポー ト提 出4年8月5名

パ ラ グ ァ イ 教育テレビ放送網整備計画 事前調査4年4月6名
インセプションレポー ト提出4年11月9名

ホ ン デュ ラス 地方電気通信網整備計画

1

イ ン テIlム レポー ト提 出4年5月6名

ドラフ トファイナ ルレポー ト提 出4年9月7名
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資 料4-49通 信 ・放送分野における単独機材供与の実施状況

(4年 度)

国 名 供 与 先 機 関 機 材 名 金額(百万円)

シ リ ア 大統領府科学研究調査セン
ター TV放 送番組制作用機材 39.6

ザ ン ビ ア 放送公社 TV放 送電波品質管理用機材 38.0

ホンデ ュ ラ ス 電気通信公社 電気通信用機材 44.0

ポ ー ラ ン ド TV研 修 セ ン ター TV放 送技術指導用機材 24.0

ギ ニ ア 郵政通信省 通信回線保守管理用機材 7.0

計 5件 152.6
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資料4-51 二国間の科学技術協力協定に基づく郵政省の協力状況

(5年3月 末現在)

相 手 国
(協 定締結 日)『 郵政省の協力テーマ等

オー ス ト ラ リ ァ

(1980.11.27)

・バイオ ・知的通信

・日豪共同VLBI実 験

・宇宙天気予報のための国際的データ・ベース購築

・大気汚染監視用レーダの開発と実験

・衛星利用による外気圏、磁気圏研究
・熱帯降雨観測衛星のための降雨観測の研究

・高温超電導体薄膜デバイスの研究

・高機能ネットワーク

・移動体衛星通信

カ ナ ダ

(1986.5.7)

・高 細 精 度 テ レ ビ ジ ョン放送(HDTV)

・超 高 速 通信

・VLBI実 験

・オ プ テ ィカ ル ・_ユ ー ラル ・ネ ッ トワー ク

・人工 衛 星塔 載 レー ダに よる海 洋 モ ニ タ リン グ技 術 の研 究

・ミ リ波 、サ ブ ミリ波 帯 分光 放 射計 に よ る上 層大 気微 量 ガ スの計

測 に 関 す る研 究

・ETS・ 靱 ペ イ ロー ド ・COMETS・ 小 型 衛星 ・衛 星 問通 信

・60GHz室 内伝 搬 研 究

中華 人民 共和 国

(1980.5.28>

・時刻標準の国際比較と原子標準の高精度化

・VLBI共 同観測

・地震前兆電波の日中共同観測

・電離層電搬実験

・宇宙天気予報のための日中データ交換システムの構築

ド イ ツ

(西 独1974.10.8)

(東 独1977,11.16)

・日独 共 同VLBI実 験 の調 査研 究

・宇 宙分 野(通 信 ・放 送衛 星)

・情 報 ドキュ メ ンテー シ ョンの ため の デー タ通 信 ネ ッ トワー ク

・高機 能 ネ ッ トワー ク

・太 陽 ・地球 観 測 デー タ交 換 ネ ッ トワ ー ク

・海洋 と氷 の 人工 衛星 に よ るマ イ クロ波 リモ ー トセ ン シン グに 関

す る共 同研 究
・宇宙 局 監視 技 術 に関 わ る協 力

・ネ ッ トワー ク・ア ー キ テ クチ ャー 分散 処理 及 び画 像 処理

・高次 知 的 通信 技 術

・電離 圏不規 則 構 造 に関 す る研 究

・VLBIお よび その他 の宇 宙 技術 を用 い た時刻 、 周 波数 比 較
・生体 運 動素 子 駆動 原理 の解 明

・静 止衛 星 の共 位 置制 御 技術
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相 手 国
(協 定締 結 日)

郵政省の協力テーマ等

フ ラ ン ス

(1974.7.2)

改 定

(1991.6.5)

・宇宙通信

・宇宙天気予報のための国際的データベースの構策

・バイォ ・知的通信

・地球環境計測

・高安定 ミリ秒パルサータイミング観測

イ ン ド

(1985.11,29)

・VLBI技 術 を用 い た イ ン ド ・ユ ー ラ シア プ レー ト間相 互移 動 の

測定

・EST-IIに よ る電 離 層観 測

イ タ リ ア

(1988.10.7)

・日伊 共 同VLBI実 験

・ミリ波 帯衛 星 通 信 技術

・衛 星 や 地 上通 信 の ため の ミ リ波 及 びマ イ クロ 波帯 集 積 化 ア レ イ

ァ ン テナ の研 究

・X線Ilソ グ ラフ ィに よ るサ ブ ミクロ ン複 写

・高機 能 ネ ッ トワー ク

・低雑 音 ミキサー 用 超 電導SISデ バ イ スの研 究

韓 国

(1985.12,20)

・電波科学技術に関する研究協力

・衛星による時刻比較の研究

旧 ソ 連

(1973.10.10)

・地震予知に関する研究

・太陽及び惑星の電波観測に関する研究

・宇宙技術による地球力学の研究

・南極における電離層共同研究

米 国

(1979.5.2>

改 定

(1988.6.21)

・地殼変動とプレー ト運動に関する研究

・地球環境のための高度電磁波利用技術に関する国際共同研究

・雲が地球温暖化に及ぼす影響解明に関する観測研究

・地震警報システムの研究

・デジタル電離圏観測機による汎世界的電離圏構造の研究観測

・地球気候変動に関わる大気中エアロゾルの長期モニタリング

高温超電導体薄膜デバイスの研究
・アダプティブ光学技術に関する研究

・超高速光通信技術の研究

イ ギ リ ス

(1989.1.13)

・超高速通信技術

・バイォ ・知的通信技術

・高機能ネットワーク技術

(超 多元 可塑 的 ネ ッ トワー クヒ ュー マ ン イ ンター フェー ス)
・オー プ ン ・シ ス テ ム ・ス タ ンダー ズ

・電離 層 垂 直観 測 デ ー タの 交 換

・電離 圏 ・熱 圏 ダ イナ ミク スの研 究

ス ウ よ 一 デ ン

(1986,9,29/30)

貿 易 、 経 済協 議

(科 学 技術 分 野)

・ULBI共 同実験の調査研究

・小型周回衛星を用いた通信システムの研究
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資料4-52NTTに お ける技術協 力覚書等の締結状況(途 上国との締結のみ)

国 名 締 結 先 締結年月日

中 国

タ イ

韓 国

マ レ イ シ ア

ス リ ・ ラ ン カ

ク ウ ⊥ イ ト

フ ィ リ ピ ン

イ エ メ ン

シ ン ガ ポ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

中華入民共和国郵電部

タイ通信公社(CAT)

タイ電話公社(TOT)

韓国電気通信公社(KTA)

マ レイシア電話会社(STM)

ス リ・ランカ電気通信総局(SLTD)

クウェイト通信省(MOC)

フィリピン長距離電話会社(PLDT)

公共電気通信公社(PTC)

シンガポール電気通信公社(TELECOM)

日 ・シ、ソフ トウェア技術学院(JSIST)

イン ドネシア電気通信公社(PT-TELKOM>

f980.10.31

1982.6.4

1985.5.24

1982.7.13

1983,4.12

1984.3.13

1985.8.ユ5

1985。9.23

1986.6.1

1990。2.21

1991.7.11

1990.11.15

資料4-53KDDに おける技術協力覚書等の締結状況

国(地 域)名 締 結 先 締結年月日

韓 国

イ ン ド ネ シ ア

タ イ

フ ィ リ ピ ン

ク ウ ⊥ イ ト

ア ル ゼ ン テ ィ ン

パ ラ グ ァ イ

マ レ イ シ ア

ス リ ・ ラ ン カ

中 国
ハ ン ガ リ ー

チェッコ・スロヴァキア

ロ シ ア

モ ン ゴ ル

韓国電気通信公社(KT>

韓国データ通信会社(DACOM)

イン ドネシア電気通信公社(PERUMTEL)

タイ郵便電信庁(PTD)/タ イ通信公社(CAT)

PHILCOMSAT

ETPI

PLDT

クウェイト通信省(MOC)

アルゼンティン電気通信公社(ENTEL)
パ ラグァイ電気通信公社(ANTELCO)

マ レイシア電気通信総局(JTM)

マ レイシア電話会社(STM)

スリ ・ランカ電気通信総局(SLTD)

中国郵電部
ハンガリー電気通信会社(HTC)

チェッコ・スロヴァキア郵電総局(SPT)

沿海州通信局

サハ リン州通信局

モンゴル通信会社(MTC>

1965。2.1

1983.3.7

1969.11.19

1967.1.1

1973.6.15

1979.4.1

1979.6.14

1974.11.1

1978.II.24

1979.12.28

1982.3.19

1990.2.13

1983.3.14

199工.2.5

1991.4.24

1991.9.10

1992.6.9

1992。9.21

1992.8.20
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資料4-54NHKに おける協 力協定 ・覚書等の締結状況(途 上国 との締結のみ)

国 名 締 結 先 締結年月日

エ ジ プ ト

ア ル ゼ ン テ ィ ン

ル ー マ ニ ア

チェッコ・スロヴァキア

ハ ン ガ リ ー

キ ユ ー バ

メ キ シ コ

ク ウ ェ イ ト

ポ ー ラ ン ド

中 国

ブ イ リ ピ ン

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

セ ネ ガ ル

ブ ル ガ リ ア

メ キ シ コ

ト ル コ

ヴ ィ エ ト ナ ム

イ ラ ン

モ ン ゴ ル

韓 国

エ ジプ ト ・ア ラブ共 和 国 国 営放 送

アル ゼ ンテ ィ ン国営 放 送

ルー マ ニ ア国 営 放送

チ ェ ッ コ ・ス ロヴ ァ キア 国営 テ レ ビ ・ラ ジ オ

ハ ン ガ リー 国 営 テ レ ビ

ハ ン ガ リー 国 営 ラ ジ オ

キ ュー バ 国 営放 送

メキ シ コ ラ ジオ ・テ レ ビ協 会

クウ ェ イ ト国営 放 送

ポー ラ ン ド国営 放 送

中国広 播 電 影 電視 部

マ ハ ル リカ放 送機 構

タ イ ・マ ス コ ミ機 構

イン ドネ シア 国営 テ レ ビ

シン ガ ポー ル放 送 協 会

セ ネ ガ ル 国営 放 送

ブル ガ リア テ レ ビジ ョン ・ラ ジ オ委 員 会

テ レ ビサ(TVA)

トル コ放送 協 会

ヴ ィエ トナ ム テ レ ビ ジ ョン

イ ラン ・イ ス ラム共 国 国営 放 送

モ ン ゴル ラ ジオ テ レ ビ ジ ョン

韓 国放 送公 社

1966.1.26

1966.3.11

1967.9.12

1972,6.13

1975.9.12

1976.6.7

1976.8.27

1980.10.6

1981.6.19

1981.7.20

1984.10.16

1985,5.27

1985.5.29

1985。7.29

1985.8.3

1985。12.21

1988.10.31

1989.4.29

1990.2.8

1991.5.3

1991.7.3

1991.8.7

1991.9.30.
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② 資 金 協 力

資料4-55 通信 ・放送分野における円借款の推移

(単位:件 、百万円〉

署名年度
区別

63 元 2 3 4

プ ロジ ェ ク ト件 数 5 5 8 6 3

金 額 53,952 65,483 85,096 41,126 20,444
■

資料4-56 通信 ・放送分野における円借款の実施状況

(4年 度署名分)

交 換 公 文
署名年月日

国 名 案 件 名 金 額
(百万円)

概 要

4.9.14 イ ン ドネシア スラバヤ都市圏

通信網整備事業

(第1期)

2,941 東部ジャワ州のスラバヤ都市圏

に通信システム(交換機、伝送路、

加入者線等)の 整備 を行うもの。

4.10.6 中 国 九省市電話網拡

充計画(第3期 〉

14,358 天津市、上海市等九つの省市の

電話交換機、伝送路の新増設を行

い、電話網の拡充を行うもの。

4.10.6 中 国 北京 ・潜陽 ・ハ

ルビン長距離電

話網建 設計画

(第1期)

3,145 東 北部 の 長 距離 通 信 の改 善 を 図

るた め、 長 距 離伝 送 路(光 フ ァ イ

バ ー ケー ブ ル4 ,700km)、 伝送 設備

を増 設す る と と もに 、東 北部 主 要

都 市 の市 外 交換 設備(6,000回 線)

を増 設す る もの。
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資料4-57 通 信 ・放送分野 における無償資金協力の推移

(単位:件 、百万円)

署名年度
区別 63 元 2 3

一

4

件 数 10 10 13 11

一

14

金 額 5,736 12,003 10,085 8,028

一

11,011

資料4-58 通信 ・放送分野における無償資金協力の実施状況

(4年度署名分)

交 換 公 文
署名年月日

国 名 案 件 名 金 額
(百万円)

一

概 要

4.4.16 中 国 新彊放送局機材
整備計画

509 老朽化したスタジオ機材、放送

用機材等を更改 ・整備1し、多民族

の混在する地域の文化水準の向上

を図る。

4.6.12 モ ン ゴ ル 通信施設整備計

画(第2期)

562 インテルサット用地球局及び通

信設備を供与し、国際通信網の整

備 ・拡充を図る。

4.6.19 ブ ー タ ン 国内通信網整備

計画(第2期)

1,567 デジタル無線通信網、主要都市

の交換設備及び線路設備 を建設

し、国内通信網の整備を図る。

4.6.23 ス リ・ラ ン カ 公開大学整備計

画(第2期)

774 遠隔教育の総合大学開設に伴
い、その中核となるAV教 育セン

ターを建設する。

4.7.1 ラ オ ス 電話通信網整備

計画(第2期)

811 1990年 に開始した第2次 電話網

整備拡大計画(TelecomlI)の 中核

となる新デジタル交換設備及び附

帯設備の供与を行う。

4.7.1 ラ オ ス 国立テレビ局整

備計画(第2期 〉

556 国民生活水準の引き上げを目的

にテレビ送信機、スタジオ用機器

演奏所局舎等の整備を行う。

4.7.2 ネ パ ー ル 地方電話網拡充

計画(第2期 〉

781 通信網の整備が遅れている東部

地域11都 市の地方電話網整備に必

要な施設、設備を供与し、通信網
の拡充整備を図る。

4.7.2 カ メルー ン ラジオ放送網拡

充計画(第 工期)

606 老朽化、陳腐化の著 しい既存の

短、中波送信設備に換えて、最近

建設されたTV送 信所を利用し、

全国的なFM放 送網を整備する。
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交 換 公 文
署名年月日

国 名 案 件 名 金 額
(百万円)

概 要

4.7.14 ド ミ_力 共

和 国

教育番組拡充機

材整備計画(第

2期)

740 国営放送局のテレビ全国放送網

の確保 と番組制作 ・送信能力を高

めるため、送信及び演奏設備の更

新 ・整備を行う。

4。7.30 ブル ン デ イ ブジュンブラ市

内電話網整備計

画(第1期)

440 電話網の設備容量の絶対的不

足、線路設備の老朽化に伴う通信

障害を改善すべ く、管路方式の線

路網を構築する。

4.9.7 パ ラ グ ァイ 電気通信学園拡

充計画(第2期)

949 設備 ・機材が不十分な電気通信

学園の建物及び訓練用機材を供与

し、電気通信分野の教育環境の改

善、技術者の育成を図る。

4.10.8 ザ ン ビ ア ルサカ市内電話

網 改修 計画(第

1期)

881 老朽化が進み、通信障害や積帯

の原因となっている首都ルサカの

電話網の改修を図る。

4.11.17 バ ン グ ラデ

シュ

気象用マイクロ

ウェーブ網整備

計画

835 サ イ ク ロ ン の 予 警 報 を よ り迅

速 ・確 実 に行 うた め に、気 象用 レー

ダー 情 報 を 伝 達 す る マ イ ク ロ

ウ ェー ブ網 を整備 す る。

5.1.19 中 国 河南省テレビ局

機材整備計画

1,000 狭あいかつ老朽化した河南省放

送センターの番組制作と放送チャ

ンネル増設に必要となる機材を整

備する。
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f

資料4-59 通信 ・放送分野における無償資金協力の基本設計調査実施状況

(4年度)

国 名 案 件 名 概 要

イ ン ド インディラガンジー国立

公開大学機材整備計画

視聴覚教材作成に必要な施設及び機材を整備

する計画に関し、その計画の妥当性を検討し、

計画実施に必要かっ最適な内容規模について基

本設計を行い、報告書に取 りまとめた。

中 国 新彊電視台機材整備計画 老朽化 したスタジオ機材、放送用機材等を更

改 ・整備する計画に関し、その計画の妥当性を

検討し、計画実施に必要かつ最適な内容規模に

ついて基本設計を行い、報告書に取りまとめた。

河南省放送機材整備計画 現在建設中の放送センターに必要な番組制作

等の機材を整備する計画に関し、その計画の妥

当性を検討し、計画実施に必要かつ最適な内容

規模について基本設計を行い、報告書に取りま

とめた。

バングラデシュ 気象用マイクロ網整備計

画

気象災害に対応するため、気象台間をマイク

ロウェーブで結ぶ計画に関し、その計画の妥当

性を検討し、計画実施に必要かつ最適な内容規

模について基本設計を行い、報告書に取りまと

めた。

フ ィ リ ピ ン 緊急通信システム計画 災害時に備えて、衛星を利用 した緊急通信シ

ステムを整備する計画に関し、その計画の妥当

性を検討し、計画実施に必要かつ最適な内容規

模について基本設計を行い、報告書に取りまと

めた。

ザ ン ビ ア ルサカ市内電話網改修計

画

敷設以来30年 間に亘 り継続使用しているため

老朽化が著しく、通信障害が多発している同市

内線路網の改修計画に関し、その計画の妥当性

を検討し、計画実施に必要かつ最適な内容規模

について基本設計を行い、報告書に取 りまとめ

た。

ス ワ ジ ラ ン ド 地方電話網整備計画 有効な通信手段の存在しない農村地域に、無

線システムによる地方電話網 を整備する計画に

関し、その計画の妥当性を検討 し、計画実施に

必要かつ最適な内容規模について基本設計を行

い、報告書に取りまとめた。
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国 名 案 件 名 概 要

タ ン ザ_ア ダルエスサラム市内電話

網改修計画

経済開発上最 も重要な同市内の港湾 ・工業地

区の電気通信網の改修計画に関し、その計画の

妥当性を検討し、計画実施に必要かつ最適な内

容規模について基本設計を行い、報告書に取り

まとめた。

ブ ル ン デ ィ ブジュンブラ市内電話網

整備計画

世界銀行及びUNDPの 援助により、実施さ

れた同市内電話網整備計画の中、資金及び技術

者不足のため、未実施となった部分の計画に関

し、その計画の妥当性を検討し、計画実施に必

要かつ最適な内容規模について基本設計を行

い、報告書に取りまとめた。

モザ ン ビー ク ラジオ放送網拡充計画 同国における唯一のラジオ局であるラジオ・

モザンビークの放送網拡充計画に関し、その計

画の妥当性を検討し、計画実施に必要かつ最適

な内容規模について基本設計を行い、報告書に

取 りまとめた。



資料4-60資 金協力の実施状況(4年 度署名分) 「

綬
軽

9

ア
ー窒こ)

・無償資金協力

ラジオ放送網

拡充計画(D
6.06億 円

・無償資金協力

爺
～り

遜 愈ビ
マ ダ、

聾鶏受
、

・A↑憤

り,1:、.、 、

ノ鴛)㌧ 翁 ・・・… カ
)'碁c＼

'
一鋸

りv ∂

"1名

[)

・無償 資金協 力

通信 施設整傭 計画 〔〔D
5,62億 円

ノ

中国
・円借款(175 .03億 円}
九省市電脂網拡 充計画 αn)143 ,58偲 円北京 ・溢賜 ・ハルビン長距離電鯖網建設計画 〔D31

.45億 円・無償 資金協 力ほ5 .09億 円)
新彊放送局機材整傭計画5.09億 円
河南 省テレビ局機材整備 計画10億 円

oc》 箱

＼ 一竜 裳==・ ノ」

～{ボ レ「 幽F、

〆へ

び 、 ¢

群
・無償 資金協 力

気玖用 マイクロ
ウェーブ網 整備計画
8.35億 円

や ＼
へ

囑ゼ
・無償 資金協力

国内通 信網 聾備計画 αD
工5.67億円

ラオス

ハへ

♪

・無償資金協力

電話通佃網整傭計画U1)
8.11億 円

国立テ レビ局整備計画 〔1D
5.56億 円

愉 ～
＼ 二誕、〆

ドミ三力共和国
・無償資金協力

教育番組拡充機材
整備計画(H)
7.40億 円

lr

.U-曳 ・し))

・.、l

L/

＼
㌧、
「で＼

・無償資金協力

電気通信掌園拡充計画(〔D
9,49億 円 '

乏 ∵ ・

、 ・

中南米地域合訓・
・無償資金協 力16 .89億 円
・円f曲款 婁疇し

軽

中近 東 ・ア7り 力地斌合計
・無償資血協力19.27偉 円
・、円借9曳 翻馬し

圖

アジア ・太平洋地城含計
・無償資金協 力73、95偲 円
・円佃款204.44億 円
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資 料4-61資 金 供 与 額

(4年 度署名分)

件 数 金 額(億 円)

円 借 款 3 204.44

無償資金協力 14 110.11

資料4-62資 金協力供与額推移

(単位:億 円〉

署名年度
区別 63 元 2 3 4

円借 款 供 与 額 539.52 654.83 850.96 41126 204.44

無 償 供 与 額 57.36 120.03 100.85 80.28 110.11
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4-3国 際 比 較

資料4-63通 信 メデ ィァの国際比較

項 目

国 名

郵 便 電 話 テ レ ビ ジ ョ ン

利 用 通 数 契 約 数
100人

当たり
契約数

受 信 契 約 数
又は

受 信 機 台 数

100人

当た り

の比較

日 本
百 万通
23,942

千 契 約
51,992

契 約
42.2 受

信

契

約

数

千 契約

34,062

千契約

19,956 34.9英 国 (15,902) 23,492 41.1

31,391 39.5ド イ ツ 16,836 32,322 41.1

19,688
一

34.9フ ラ ン ス 21,419 26,942 47.7

15,069 26.1イ タ リ ア (8,602) 21,266 36.9

ス イ ス 4,251 3,785 56.3 2,517 37.5

韓 国 2,613 11,792 27.8 8,800 20.6

シ ンガ ポー ル 442 982 36.0 1,000 33.3

米 国 165,742 125,020 50.2 受

信

機

台

数

千 台

197,000 78.8

カ,ナ ダ (8,246) 14,648 55.4 16,459 62.1

ブ ラ ジ ル 3,368 9,738 6.5 30,000 20.0

香 港 (661) 2,305 40.0 1,500 25.9

フ ィ リ ピ ン 795 504 0.8 2,500 4.1

イン ドネ シア 523 1,169 0.7 10,000 5.6

タ イ 669 1,158 2.1 6,000 10.5

オース トラ リア (3,819) 7,604 44.8 8,050 47.1

(注)1.郵 便 物数 は、UPU郵 便 業務 統 計 表 に よ る1991年(カ ナ ダ は1988年 、 オー ス

トラllア は1989年 、 英 国、 イ タ リア 及 び 香港 は1990年)の 数 字 で あ る。

な お、 フ ラン ス及 び 英国 は小 包郵 便 物 数 を含 まず、 香 港 は 小 包以 外 の 国 際郵

便物 数 を含 まな い数 字 で あ る。

2,加 入電 話 契約 数 は 、AT&T「 世 界 の 電話 」(1990年1月1日 現 在)に よ る。

な お 、英 国 及 び ドイ ツは1989年1月1日 現 在 の数 字 で あ る。

3.テ レビ ジ ョ ン受 信 契 約数/受 信機 台数 は、NHK「 世 界 受 信機 統 計 」(1992/

93)に よ る。 な お、 日本 は1992年9月 現在 、 米 国 は1991年9月 現 在 、 欧 州 各 国

は1991年12月 現在(ド イ ツは1992年6月 現在)、 そ の他 の 国 は、1989年12月 現在

の数 字 で あ る。
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5-1研 究開発機関及び審議会

5-1研 究開発機関及び審議会 一547一

資料5-1各 研究所の研究者数と予算

(4年 度)

研 究 所 名 研 究 者 数 予算(単 位億円)

通 信 総 合 研 究 所 283 53

NTT通 信 研 究 所 3,100 2,900※

KDD研 究 所 143 167

NHK放 送技術研究所 270 76

ATR研 究 所 200 90

(注)ATR研 究 所 とは 、㈱ エ イ・テ ィ・ア ー ル通 信 シス テム研 究 所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・アー

ル 自動 翻 訳電 話 研 究所 、 ㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ー ル視 聴覚 機 構研 究所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・

アー ル光 電 波通 信研 究所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・アー ル 人間情 報 通 信研 究所 の こ とで あ る。

※NTT本 社 分 を含 む。
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資料5-2 電気通信技術審議会答申

(4年 度)

4.6.22

4.7.27

4.5.25

4。6.22

デジタル方式MCA陸 上移動通信システムの技術的条件

移動通信基地局エントランス回線用無線システムの技術的条件

国際無線障害特別委員会(CISPR)の 諸規格について

簡易型携帯電話(パ ーソナル ・ハンディーホン)シ ステムの

技術的条件

無線LANシ ステムの技術的条件

(注)年 度 内に あ と2～3件 あ り
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5-2基 礎 技 術

資料5-3電 気通信フロンティア研究開発のテーマ

〔目標 〕 〔分 野 〕 〔研 究 テー マ 〕 〔研究の概要〕

一

電

気

通

信

の

高

度

化

一

高温超電導体による

£驕磯騨

超電導体の持つ優れた性質
の通信への応用

一 伝送能力の
強化

一 超高速通信
技術

1
1

T

、未開拓電磁波技術のi超 大容量通信の可能性を持
i研究開発iっ 未開拓電磁波の発生技術

知覚機構モデルによ
る超高能率符号化技
術の研究開発

知覚機能の優れた情報処理
機能を利用 した情報圧縮技
術

『
通信サービ

スの高度化
・多様化

一

バイオ・知

的通信技術 一

「

「
q

;
1

一

次世代通信のための
高次知的機能の研究
開発

丁

人 間 の 高 次 知 的 機 能 の 解
明 ・工 学 的実 現 に よるマ ン
マ シ ン コ ミュニ ケー シ ョ ン

の 高度 化

「

⊥ 」

生体機能に関する研 生体を利用 した素子の開発
究開発 や、生体機能に学んだ情報

通信系の構築

一

'

、

;高度情報通信のため1
;の分子素子技術の研i
)究開発1
戸

分子レベルの情報通信素子
を設計することにより、高
度情報通信システムを構築

超多元 ・可塑的ネッ
トワーク基礎技術の
研究開発

いつ で もど こで も安 定 ・高

品質 な通信 サー ビ スを可 能

とす るネ ッ トワー ク技術

『
通信接続の
高度化 一

高機能ネッ
トワーク技
術

rT

ネ ッ トワー ク・ヒュー
マ ンイ ン タフ ェー ス

の 研究 開 発

ネ ッ トワー クの提 供 す る 多
種 多様 な サ ー ビ ス をあ らゆ

る人が 利 用 で き るため の イ
・ン タフ ェー ス技 術
↓

「

」

(計画研究)」

一1公募研究li
計画研究の補完 ・充実を図るとともに、若手研究
者等の独創的 ・創造的な研究の発掘育成を行い、
地域の研究開発能力の向上、地域の活性化を推進
する。

昭和63年 度研究開発開始
●平成元年度研究開発開始

平成2年 度研究開発開始

平成3年 度研究開発開始

:平成5年 度研究開発開始
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5-3標 準化活動

資料5-4国 際標準化活動

電気通信に関する国際標準化は、主として国際電気通信連合(ITU)のITU-TS及 び

ITU-RSで 行われている。我が国では、関係機関からの意見を電気通信技術審議会で

の審議を通じてとりまとめ、これらの各機関へ寄与している。

国際電気通信連合(ITU)

ITU-RS ITU-TS

国際標準

を勧告

電気通信技術審議会

標準化政策部会 CCIR委 貝会
電気通信標準化
委貝会

標準化に関する

基本方策等

・各種調査研究プロジェクト

・ISDN新 技術開発協議会

等

国内標準化機関

・TTC

・RCR

・BTA

等

電気通信事業者
放送事業者
製造業者

ユ ー ザ ー 電気通信事業者
放送事業者
製造業者

ITU-RS(仮 称):無 線通信部門一従来の無線通信主管庁会議(WARC)とCCIR及 び国際

周波数登録委員会(IFRB)の 活動を統合したものであり、無線通信規則

の改正、無線通信の技術 ・運用等の問題の研究及び勧告の作成、周波数
の割当 ・登録等を行 う。

ITU-TS:電 気通信標準化部門一従来の国際電信電話諮問委貝会(CCITT)と 国際無線通

信諮問委貝会(CCR>の 活動の一部を統合したものであり、電気通信の技術、

運用及び料金に関する標準化問題を研究 し、これらについての勧告を行う。

TTC:㈹ 電信電話技術委員会

RCR:㈱ 電波システム開発センター 国民の民閲標準化機関

BTA:放 送技術開発協議会
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資料5-5国 内標準化活動

電気通信に関する国内標準化は、主として郵政省が行う強制規格の策定と民間を中心

に行われる任意の標準規格の策定がある。また、これらの規格については、極力、国際

標準に準拠 して作成される。

無線 ・放送分野については、電気通信技術審議会の答申に基づ き、郵政省が強制規格

を作成する他、RCR、BTA等 により民間の標準規格か作成されている。有線を含むその

他の電気通信分野については、広 く一般に推奨すべき通信方式が、電気通信審議会の答

申に基づ き推奨通信方式(JUST)と して告示されている他、TTCに よ 「)民間の標準規

格が作成されている。

国際電気通信連合(ITU)

ITじTS 一一 一 一》

地域間

電気通

信標準

化会議

国際標

準化機

構

(正SO)

ITU-RS ITU-→

勧 告
一1-'

→ ISO

標準

㌧

↓

＼

r r

幽

～

、

㍉
㌔

幽

㍉
～

、

、
rヤ

電 気 通 信 技 術 審 議 会
,

' 標準化政策部会 JUST委 員会 各種委員会

RCR BTA TTC
掌 ‡

「
Fl

; 3
小 桑
lF 季

r r轡 r噛

標準化に関す

る基本方策等

JUST

告示

各種の

規格

RCR

標準

規格

BTA

規格

TTC

標準

↓

L 各種協議会活動、

プロジェクト等 く 高度通信システム相互接続(HATS)推 進会議 ←ヨ

㌧ 朧A L↓

相互接続試験実施連絡会

電気通信事業者
放送事業者
製造業者

ユ ー ザ ー 電気通信事業者
放送事業者
製造業者
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資料5-61TU-TS各 研 究委員会の内容

サービス定義

サービスの定義、サービス運用、サービスインタワーキングの原則、ユー
ザサービス品質 とヒューマンファクターに関連する研究。

ネットワーク運用

ルーティング、ナンバーリング、ネットワーク管理、ネットワτ クのサー
ビス品質(ト ラフィック工学、運用特性、サービス測定)を 含む不ッ トワー
クの運用に関連する研究。

料金 と計算原則

国際電気通信サービスの料金 と計算原則に関連する研究。
ネットワーク保守

ネットワーク及びその構成要素の保守に関連する研究及び他のSGに よっ
て提供される特定の保守メカニズムの適用

電磁環境妨害に対する防護

人体への影響を避けるための予防手段を含む、電気通信システムの電磁的
両立性(EMC)に 関連する研究。

屋外設備

公衆電話通信のための全ての種類のケーブル及び関連する構造物の、建設、
設置、接合、終端、腐食や電磁過程を除 く他の環境影響からの障害に対す
る防護に関 しての屋外設備に関する研究。

データ網とオープンシステム通信

データ通信網に関する研究、ネットワーキング、メッセージハンドリング、デ
ィレクトリ、セキュリティ及び管理を含むOSIの 開発及び適用に関する研究。
ISO/IECJTC1と の技術的協調に関する総括的対応。

テレマティークサービスのための端末

ドキュメントアーキテクチャの一般的適用を含むテレマティークサービスの
ための端末特性及び高位層プロトコルに関する研究。ISOと の適切な連絡。

TV・ 音声番組の伝送

(研究課題については調整中)

電気通信のためのソフトウェァ言語

電気通信のための技術的言語及び方法に関連する研究。

交換と信号方式

交換 と信号方式に関連する研究。

電話網と端末の伝送品質
ユーザによるテキス ト、音声、画像信号の知覚品質及び許容値に関連する
エンド・ツー ・エンドのネットワーク及び端末の伝送品質及び関連する伝

送に関わる諸事項の研究。
一般通信網

一般通信網 と将来的な新しいシステムの初期研究に関する研究
。他のSGの 機能分担に

ついても考慮する。

公衆データ網及びISDN以 外のネットワーク上の非音声サービスの伝送及び
インタフェース

公塞デーを網及び燈DN以 外の回線及びネットワーク上のデータ電信及
びアレマァゴーク信量のインタフェース及び伝送に関する研究。また、
ISDNタ ー こナルアダプタと公衆電話網上のモデム間のインタワーキング
に関する諸課題の研究。

伝送システム及び装置

関連する信号処理を含む伝送システム及び装置に関する研究

活動指針の取 りまとめ等
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資料5-71TU-TS勧 告 の概要

勧告 シ リー ズ名 勧 告 内 容

Aシ リー ズ勧告
工TU-TSの 組織や研究体制等をまとめた勧告。寄書の提出や他の国際機
関との協力にっいて規定。

Bシ り一 ズ勧 告 表現の方法をまとめた勧告。記号の意味、国際単位システムの仕様等を
規定。

Cシ リー ズ勧 告 世 界の コモ ン キ ャ リアの 統計 を ま とめ た勧 告 。

Dシ リー ズ勧 告
一般的な料金原則を定めた勧告

。専用線、データ網、国際回線の各種サー
ビス等の料金原則を規定。

Eシ リー ズ勧告
国 際電 話 サ ー ビスの 運 用 、 ネ ッ トワー ク管理 及 び トラ フ ィ ッ ク技 術 の一

般 原 則 を規 定 した勧 告 。

Fシ り一 ズ勧告 電 信や テ レマ テ ィー ク・サー ビス、 メ ッセ ー ジ通 信 、 デ ィ レ ク ト リ・サ ー
ビ スの運 用 、 サー ビ ス品 質及 び サ ー ビ ス定義 を規 定 した勧告 。

Gシ リー ズ勧告
アナログ、ディジタル両伝送方式、アナログからディジタルへの移行期
に必要となる伝送装置及び伝送媒体等に関する勧告。

Hシ リー ズ勧告 電話以外の信号の伝送に関する勧告。

1シ リー ズ勧告

ISDNに 関 す る 勧 告 。

1.100シ り一 ズ:一 般 共 通 事 項1。200シ リー ズ:サ ー ビ ス 関 係

1.300シ リー ズ:ネ ッ トワ ー ク と ル ー テ ィ ン グ

1.400シIl一 ズ:イ ン タ フ ェ ー ス1、600シ リー ズ:保 守 関 係

Jシ リー ズ勧告 放 送 プ ロ グ ラム とテ レ ビ ジ ョン伝送 に 関 す る勧告 。

Kシ リー ズ勧 告 電磁気的妨害に対する電気通信施設の防護についての勧告。

Lシ リー ズ勧告 ケーブルなどの屋外電気通信設備の建設、設置、保護に関する勧告。

Mシ リー ズ勧告 国際伝送路及び回線等の保守に関する勧告。

Nシ リー ズ勧 告 国際音声プログラムとテレビジョンの伝送回路に関する勧告。

0シ リー ズ勧告 測定装置に関する勧告。アナログ、ディジタルの測定装置の仕様を定義。

Pシ リー ズ勧告 電話伝送品質の評価法、評価値、及ひ加入者系等の伝送特1生に関する勧告。

Qシ リー ズ勧告 ISDNと 電話網の交換方式及び信号方式に関する勧告。

Rシ リー ズ勧 告 電信伝送に関する勧告。伝送特性、保守条件、TDM等 について規定。

Sシ リー ズ勧告 アルファベット電信端末の端末特性や国際電信符号等に関する勧告。

Tシ リー ズ勧告 テ レマ テ ィー ク・サー ビスの ため のプ ロ トコルや 端 末特性 を規定 した勧告 。

Uシ リー ズ勧告 電信の交換に関する勧告。一般原則、異なる信号方式問の相互接続等を規定。

VシIJ一 ズ勧 告 電話網及び電話型専用回線等において、データ通信に使用される諸装置
や伝送方式を規定した勧告。

Xシ リー ズ勧 告

デー タ通 信 網 に 関す る勧告

X.200シ リー ズ:OSI参 照 モ デ ルX.400シll一 ズ:MHS

X。500シ リー ズ:デ ィ レ ク ト リX.700シ リー ズ:OSI管 理

Zシ リー ズ勧 告 通信 ソフ トウ ェア に関 す る勧 告 。
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資料5-8CCITT第IX研 究期における主な新規勧告及び改訂勧告(4年 度分)

勧 告
シリー焔 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

D 国際電話業務

/音 声 ・TV

番組伝送の料

金原則

D。140 国際電話業務の計算料金の原則 新規 計算料金の決定時
等の二国間交渉指

針

D.155 大陸間の電話の計算料金の分収

に関する指針

修正 国際電気通信規則
と整合性を図った

D.192 業務用通信の課金と計算の原則 修正 オペレーター経由
でも国際計算から

除外する規定を追

加

専用線の料金

原則

D.3 私用アナログ国際回線の賃貸の

原則

新規 本 勧 告 の 導 入 に よ
り、D,2及 び 旧D.

3は 削 除

ISDNの 料金

原則

D.232 ISDN付 加サービスに適用され

る料金及び計算の原則

修正 優先接続、他レベ
ル優先接続に関す

る部分を追加

E ISDN時 代の

番号と番号計

画の発展

E166

/

X.122

R164とX.121番 号計画のため
の相互接続番号計画

修正 相互接続のシナリ
オを例示し、手順

を明確化。全面的

修正

E.168 E.164勧 告 のUPTへ の適 用 新規

ISDN時 代 に

おけ るルー テ

ィ ン グプ ラ ン
の発 展

E172 ISDN時 代 のル ー チ ン グ 修正

移動サービス

とPSTN/IS

DNの 国際接

続

E202 将来の移動通信システムとサー

ビスに対する網運用原則
新規

E.220 陸上移動通信システムの相互接

続

新規

運用上の品質

と測定を含む

網のサービス

品質

E.432 コネ ク シ ョン品 質 新規

F 電報と電話 F.850 パーソナル通信の原則 新規 主要原則、サービ
ス加入の原則を規

定

ヒ ュ ー マ ン フ

ァ ク タ ー

E901 電気通信サービスのユーザー操

作性の評価
新規 サービスの中枢的
要素である利用操

作性のガイドライ
ンを規定

一

※CCITTの 業務はITUの 組織改革に伴い、電気通信標準化部門で行なわれることとな

り、CCITT勧 告は今後ITU-TS勧 告 となる。
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勧 告
シゆ一銘 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

'

F 電報と電話 F.14 ワ ン ・ス トップ シ ョッ ピ ン グに

関 す る一 般 規定

新規 専 用線 の 窓 口の一
本 化 を行 う、 ワ ン
・ス トップ シ ョッ

ピ ン グを規 定

ISDN F.15 新サービスの成功の評価 新規 変化する顧客ラー
ズに有効に対応可

能とする、サービ
ス成功の確率評価

についてのガイド

ラインを規定

F.720 動 画 像 電 話(Videotelephony

ServiceGeneral)の 一 般 サ ー ビ

ス

新規 音声画像会話のテ
レサービスを規定

F.811 プ ロ ー ドバ ン ド ・コ ネ ク シ ョ ン

・オ リエ ン テ ッ ド ・ベ ア ラ ー ・・

サ ー ビ ス

新規 広 帯 域ISDNで の

公衆 パ ケ ッ ト ・サ
ー ビス を規 定

G

i

デジタル系の

伝送品質

G.113 伝送品質劣化要因 修正 LD-CELPに 関

する記述の追加等

Gユ14 伝播遅延時間 修正 許容片道伝送時間
を根拠の記述

伝送計画 G.173 移動体電話網の伝送計画 新規 自動車電話網の品
質目標値等の規定

シン グル モー

ド 光 フ ア イ

バ ー ケー ブ ル

の特 性 と試験

法

G.650 SM形 光ファイバーの関連パラ

メータの定義と測定法

新規 G.651-G,654の
定 義 と測 定 関係 を

集 約

G.652

G.653

G.654

SM形 光 フ ァイバ ー ケー ブ ルの

特 性

修正 ヵ ッ トオ フ波長 、
色分散 係 数 等 の規

定 。 ブ ルー フ ス ト

レ スの追 加 。

16kbit/s音

声信 号 符 号化

G.728 低遅延符号励起形線型予測(LD
-CELP)方 式を用いた16kbit

/s音 声符号化

新規 LD-CELP:ベ
クトル符号帳のコ
ー ドで後方線形予

測誤差を表現する

方式

SDH管 理 情

報モデル

G.774 SDH管 理情報モデル 新規 SDH装 置 管理情
報モデルのための

管理オブジェクト

を規定

伝送システム G.700

シ リー ズ

同 期 デ ジ タ ル ハ イ ア ラー キ

(SDH)の 伝 送 速 度 、 イ ン タ
フェー ス、 多 重化構 造

修正 ATMセ ル マ ッピ

ン グ等

G960

シ リー ズ

ISDNデ ジ タル伝 送 シ ステ ム デ

ジ タルセ ク シ ョン

新規

及び

修正

端末と加入者交換

機間での網機能を
規定
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勧 告
シリーズ名 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

H オー デ ィ オ ビ

ジ ュ アル シ ス

テ ム の調 和

H.230
一

オーディォビジュアルシスァム

で用いるフレーム同期制御及び

通知用信号

修正 多地点間システム
の勧告化に伴う修

正

H.231 2Mbit/sま でのデジタルチャネ
ルを用いる才一ディオビジュア

ルシステム用多地点制御装置

(MCU)

新規 MCUの 機 能 構

成、特性 と分類等

H.233 オーディオビジュアルサービス

のための機密保持方式

新規 システム構成、暗
号化初期ベ クトル
の伝送等

H.242 2Mbit/sま での デ ジ タル チ ャ ネ

ル を用 い るオー デ ィオ ビ ジュ ア

ル シ ステ ム端 末 間通 信 設 定 方式

修正 多地点間システム
の勧告化に伴 う追

加等

H.243 2Mbit/sま でのデジタルチャネ

ルを用いる3以 上のオーディオ

ビジュアルシステム端末間(多

地点間〉通信設定方式

新規 端末一MCUの 通
信設定手順、MCU
-MCU間 接続等

テレビ会議、

ビデオホンを

含むテレビ電

話

H331 同報型多地点オーディオビジュ

アルシステム及び端末装置

新規 システム構成、端
末、通信手順の規

定等

1 ISDN新 サ ー

ビ ス

1,231.1 回 線交 換 モー ド マ ル チプ ル ・

レー ト 非 制 度、8KHz構 造 ベ

ア ラー ・サ ー ビ ス ・カテ ゴ リー

新規 マ ル チプ ル ・レー
ト(64XnKblt/s

の 通 信 サ ー ビ ス

デ ー タ は8KHz

で保 存)

L255.5 発信規制(OCB) 新規 全 て又は特定 グ
ループへの発信規

制を行 うサービス

を規定

ISDNの 一般

概念

1,100

シ リー ズ

B-ISDNサ ー ビス 修正 マルチコネクショ
ンサービス等の記

述を追加

ISDNの サー

ビ ス側 面

1,210 ISDNサ ー ビ スの一 般 的 側 面
,
修正 B-ISDNへ の 対

応 等

ISDNの 網 的

側面

L311 B-ISDNの 網機能構成 修正 仮想バス、チャン
ネル制御記述の詳

細化等

L350

シ リー ズ

ISDNの 品質 新規
及び
修正

ISDN、B-ISDN

の品質 パ ラメー タ、

目標 値
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勧 告
シリー銘 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

1 ISDNの 網的

側面

L362

L363

B-ISDNのAATMア ダ プ

テー シ ョン レ イヤ(AAL>

修正 コネ クシ ョ ンオ リ
エ ンテ ッ ド/コ ネ

クシ ョン レ スサー

ビ ス を提 供 す るた

め のAAL追 加

L364 B-ISDNに よる コ ネ ク シ ョン

レス デー タサー ビ スのサ ポー ト

新規

1,371 B-ISDNの トラ ピッ ク制 御 と

幅軽 制 御

新規

1,372 フ レー ム モー ドベ ア ラサー ビ ス

のNNI要 求 条 件

新規

1373 UPTを サ ポー トするための網

機能
新規

1,374 マルチメディアをサポー トする

ための網機能
新規

ISDN.⊥ 一

ザ ・網 イ ン タ

フ ェ ー ヌ、

(UNI)

L400

シ リー ズ

ISDN、B-ISDNのUNI 修正 B-ISDNUNIO
物 理 レ イ ヤ の 機

能 、仕様 の明確 化

な ど

ISDN網 間 イ

ン タフ ェー ス

L500

シ リー ズ

ISDNと 各 種 網 の イ ン タ ワー キ

ン グ

新規
及び
修正

ISDNと 電 話網 、プ

ラ イベ ー トネ ッ ト

ワー ク、B-ISDN

な どの イ ン タワー

ク

K 電気磁気的防
御

K11 過電圧 ・過電流に対する保護ポ

リシー

修正

K.20 過電圧 ・過電流への交換機の耐

力
修正

K31 構内 ・宅内通信設備の接続方法

と接地

新規

L 光 フ ア イバ ー L12 光 フ ァイバ ー の接 続 新規

L14 張力負荷時の光ファイバーケー

ブルの伸び特性を決定する測定

方法

新規

L15 光加 入者網一構築時に考慮すべ

き要因

新規

M 国際データ伝

送システムの

保守規格

M.1300 2.4kbit/sか ら2048kbit/sの

範 囲 にお け る 国際 デー タ伝 送 シ

ステ ムの運 用

修正 リンク終端点の考
え方を導入

Mユ340 国 際 デー タ伝 送 リン ク及 び シ ス

テ ムの パ フ ォーマ ン ス との配 分

と り ミッ ト

新規 サー ビ ス非 提供 時
の 試験 に 関 す るパ

フ ォー マ ンス リ ミ

ッ トを規 定



一558一 5技 術 開 発

勧 告
シリー縮 区 分 勧告番号 勧 告 各 備 考

M 国際 デ ジ タル

パ ス ・セ ク

シ ョンの 保 守

M.2100 国際デジタルバス、セクション
及び伝送システムのサービス開

始 と保守の性能限界

修正 参照モデルを見直
し、規格配分方法

を明確化

M。2110 国際 デ ジ タル バ ス、 セ クシ ョン

及 び伝 送 シ ステム の サー ビ ス開

始

修正 インサービスモニ
タリング出来る状

況と出来ない状況

でのサービス開通

を規定

M.2120 国際デジタルバス、セクション

及び伝送システムの障害の検知

と局部化手順

新規 障害区間特定の手
順等を規定

TMN M.3010 TMNの 原則 修正 OSIシ ス テム管
理の概念を取 り入

れ、大幅修正

M.3100 汎用網情報モデル 新規 TMNの イ ン タ

フェース上で交換

されるべき基本的

オブジェクトクラ

スを規定

ISDNの 保守 M.3620 ISDNテ ス トコー ル、 シ ステ ム

及 び レ ス ポ ンダの 使 用原 則

新規

M3660 ISDNイ ン タフ ェー ス管理 サ ー

ビス

新規 UNI上 に 定義す
るインタフェース

管理サービスの要

件を規定

0 デ ジタルシス

テムの性能測

定

0,150 デ ジタル伝 送 装 置 上 のパ フ ォー

マ ン ス測定 用 デ ジ タル テ ス トパ

ター ン

新規 0シ リーズ勧告で
額照 している全て
のパターンを集約

P 通話品質測定
法

P.59 擬似会話音声 新規 ポーズを含む擬似
会話信号等の規定

ラウドネス定

格

P.64 市内電話系のLRを 計算するた

めの感度/周 波数特性の決定法
修正 広帯域電話の場合、
擬似耳、擬似頭を

用いた方法の追加

デジタル系の

伝送品質

P.80 伝送品質の主観品質評価法 修正 より広範囲のデジ
タル処理音声を評

価できるようにす
るための拡張

P.81 変 調 雑 音 の リファレンスユニ ッ ト 修正

P.83 電話帯域コーデック及び広帯域

音声コーデックの主観品質評価
新規

Q ISDN付 加

サー ビス

Q.71 回線 モー ド交 換ベ ア ラサ ー ビ ス

の ステ ー ジ2記 述

修正 ISDN付 加 サービ
ス実現のための機

能モデル及び機能

間の情報 フ ロー

(ステージ2記 述)

Q.80

シ リー ズ

各種付加サービスのステージ2

記述

新規
及び
修正
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勧 告
シリー糖 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

Q ISDN付 加

サー ビ ス

Q.730

シ リー ズ

各 種 付加 サ ー ビス の ため のNα7

信号 方 式 、 ス テー ジ3記 述

新規

及び

修正

ISDN付 加 サ ー ビ

ス実現 の ため の信

号 プ ロ トコル(ス

テー ジ3)の うち、

Nα7信 号 方 式 に関

す る もの

Q,930、

Q.950

シ リー ズ

ISDN付 加 サー ビ ス の た め の

ユ ー ザ ・網 イ ン タ フ ェー ス ス

テー ジ3記 述

新規

及び

修正

ISDN付 加 サ ー ビ

ス 実 現 の た め の

ユ ーザ ・網 イ ンタ

フェー スの信 号 プ

ロ トコル

Nα7信 号方式 Q.600
シ リー ズ

Nα7信 号 方 式ISUPと 既 存 信

号 方 式 の イ ン タワ ー ク

新規
及び
修正

Q.710

シ リー ズ

SCCP(信 号 制 御 接 続 部)の 機

能 、 フ ォー マ ッ ト、 手 順 等

修正 コネ クシ ョン レ ス
サ ー ビ ス をサ ポー

トす るため 等 の 改

定

Q.750

780,800

シ リー ズ

Nα7信 号網管理、試験仕様、電

気通信監理網(TMN)

新規

及び

修正

Nα7信 号 方 式 Q.770
シ り一 ズ

トラ ンザ クシ ョ ン機 能 修正

イン テ リジェ

ン トネ ッ トワ
ー ク

Q1200

シ リー ズ

IN能 力 セ ッ ト1 新規

T G3フ ァ ク シ

ミリ

T.4 文書伝送用G3フ ァクシミリの

標準化

修正 G3フ ァ ク シ ミ リ
の 高機 能 化(高 解

像 度 、 エ ラー 訂 正

モ ー ド等)
T.30 一 般交換電話網における文書

ブックシミリ伝送のための手順
修正

画像通信のた

めの共通要素

T,80 画像圧縮及び通信のための共通
コンポーネント(基 本原理)

新規

T.81 連続調静止画像のデジタル圧縮

及び符号化(要 求条件及びガイ

ドライン

新規 JPEG

T.82 2値 静止画像のデジタル圧縮及

び符号化

新規 JBIG

ISDNに お け
一

る テ レマ ァ ィ
ー クサー ビ ス

の ため の端 末

特 性 とプ ロ ト
コル

T.90 ISDN上 に お け る テ レマ テ ィー

クサ ー ビ スの ため の端 末 特 性 と

プ ロ トコル

修正 選 択 パ ラ メー タの
ネ ゴ シエ ー シ ョン

メカニ ズ ムの 明確

化
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勧 告
シリー裾 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

T 会 話 形 ビデ オ

テ ック スの プ

ロ トコル

T.101 ビデオテックスサービスのため

の国際相互接続

修正 漢字、ヘブライ文
字、アラビア文字
の追加等

T.102

T.103

T.104

シ ンタ ッ クスベ ー ス ビデ オ テ ッ

クス の ため の プ ロ トコル

(ISDN回 線 交換 モー ド)

(ISDNパ ケ ッ ト交 換 モー ド)

(PSTN経 由)

新規

u 国際 テレック

スサービスの

技術条件

U202 ISDNに おける国際テレックス

サービス提供に対する技術要求

事項

修正 Dチ ャ ンネル利用
時の形態の明確化

等

U.203 国際テレックスサービス端末と

データ網へ電話網経由あるいは

直接接続されるデータ端末間の

即時型双方向通信のための技術

条件

新規

V DTEのISDN

以外 の デ ジ タ

ルチ ャ ンネ ル

と の イ ン タ

フ ェー ス させ

る装 置

V.38 ポ イ ン ト トゥー ポ イ ン トデ ジタ

ル 専 用 電 話 形 回 線 用48/56/

64kblt/sDCE

新規 V.110方 式による
速度整合等の規定

Vシ リー ズ イ

ン タ フェ ー ス

を持 ったDTE

のISDNへ の

収 容 、PSTN

用DTEと

ISDN用DTE

との相 互接 続

V.110 Vシ リー ズ イ ンタ フ ェー ス を有

す るデ ー タ端 末装 置(DTEs)の

ISDNへ の収 容

修正 ビットエラーを勘

案 したフレーム同

期確立法等

V.120 統計的多重変換装置Vシ リーズ

インタフェースを有するデータ

端末装置のISDNへ の収容

修正 イ ンチ ャ ン ネ ルで
の サ ブ ア ドレ スの

導 入 、FMBSへ の

対 応 、Q.931と の

整 合 等

X パ ケ ッ トモー

ドシ ステ ム ・

端 末

X.25 公衆データ網に専用線で接続さ

れたパケットモー ドで動作する

端末のためのDTE/DCEイ ン

タフェース

修正 2Mbit/sま で の

拡 張 スル ー プ ッ ト

の追 加

X.31 ISDNに お け るパ ケ ッ トモ ー ド

端 末 の収 容

修正 記述を明確化 した

X。75 データ伝送サービスを提供する

公衆網間のパケット交換信号シ
ー

スア ム

修正 2Mbit/sま で の

拡 張 ス ル ー プ ッ ト

の 追加

網間接続 X,340 パケ ット交換公衆データ網 とテ

レックス網の網間接続の一般規

定

新規
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勧 告
シ1トヌ名 区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

X MHS X.402

×411

X.413

X.419

X.420

総 合体 系

メッセ ー ジ転 送 シス テム:抽 象

サ ー ビス定 義

メ ッセ ー ジ蓄積:抽 象 サ ー ビ ス

定義

プ ロ トコル 仕様

個 人間 メ ッセー ジ シ ステ ム

88年 版MHSの

デ ィ フ ェ ク トの修

正 、P1(MTS転 送

プ ロ トコ ル)、P2

(共 通 手続 き)の 拡

張

X、440 音 声 メ ッセー ジシ ス テム 新規 音 声 コ～ ド化 した
メ ッセー ジの交 換

に使 用 す るプ ロ ト

コル を定 義

OSI管 理 X.700 OSI管 理 の枠組みの定義 新規 OSI管 理 の枠 組
みと構造を記述

X.712 共通管理情報プロトコル:プ ロ

トコル実装適合性記述形式

新規 コンフォーマンス

条件を表す検査様

式

X.734

X.735

X.740

システム管理:事 象管理機能

システム管理:ロ グ制御機能

システム管理:セ キュリティ監

査証跡機能

新規 各種管理機能を規
定

Z ソフ トウェア

言語仕様記述

Z.351

Z.352

デ ー タ 指 向 ヒュ ー マ ン ・マ シ

ン ・イン タフ ェー ス仕 様 化 手法
新規 Z.351:パ ー ト1

Z.352:パ ー ト2

ソフ トウェ ア

品質

Z.400 電 気 通信 ソ フ トウ ェ アの ため の

品質 マ ニ ュア ル の構 成 とフ ォー

マ ッ ト

新規
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資料5-91TU-RSに お ける新規勧告及び改訂勧告(4年 分)

SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG1

852 変調形式F3Eに 対する受信機感度 新規

853 必要周波数帯域幅 新規

854 30MHz以 下の信号の監視局における方位測定 新規

855 多機能通信システム 新規

856
干 渉 キ ャ ンセ ラー 、 ス ク リー ン及 び ア ダプ テ ィプ ア ン テナ

の使 用
新規

182-4 無線周波数スペクトラムの占有度の自動監視 改訂

337-3 周波数の距離の隔離 改訂

378-8 監視局における電界強度の測定 改訂

433-5 干渉の測定方法と許容干渉量の決定法 改訂

SG4

725 VSATの 技術特性 新規

726 VSATか らの不要輻射の最大許容レベル 新規

727 VSATの 交差偏波識別度 新規

728 VSATか らの軸外EIRP密 度の最大許容レベル 新規

729 VSATの 制御監視機能 新規

730
固定衛星業務におけるドップラー周波数シフト及び切 り替

え不連続性の補償
新規

731
2GHz～30GHzの 周波数帯で調整及び干渉計算のために

用いられる地球局基準交差偏波パターン
新規

732 地球局アンテナのサイドローブピークの統計処理方法 新規

733 固定衛星業務地球局のG/T測 定 新規

734 固定衛星業務における干渉除去器の適用 新規

735
ISDNの 一部である固定衛星業務のHRDPの ための静止

衛星通信網における他の業務からの最大許容干渉レベル
新規

736
固定衛星業務における静止衛星通信網間の干渉計算のため

の偏波識別度の推定 新規

737 固定衛星業務における技術的調整方法の関係 新規

738
同一の周波数を共用する静止衛星ネットワーク間の調整の

必要性を決定するための方法 新規

739
同一の周波数を共用する静止衛星ネットワーク間の調整の
必要性を決定するための他の方法 新規

740 固定衛星業務ネットワークのための技術的調整方法 新規

741 固定衛星業務のネットワーク間のC/N比 の計算方法 新規

742 周波数有効利用の方法 新規
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG4

743
わずかに傾斜 した静止衛星軌道の衛星ネットワーク間及び

非傾斜静止衛星軌道の衛星ネットワークとの間の調整
新規

744 複数の業務が複数の周波数帯を使用して運用 される衛星
ネットワークにおける軌道/周 波数有効利用の改善方策 新規

765 無線中継アンテナビームと固定衛星業務の衛星軌道の交差
新 規

(SG9と合同/

766
地上無線中継方式及び固定衛星方式における干渉の影響を

決定する方法

新 規

(SG9と合同)

355-4
同一周波数帯における固定衛星業務 と固定業務 との周波数

共用

改 訂

6G9と 合剛

406-7
固定衛星業務と周波数共用する見通し内無線中継方式送信

機の最大E.1.RP
改 訂

(SG9と合剛

446-3
固定衛星業務においてアナログ信号による角度変調やデジ

タル変調を用いたシステムのキャリアエネルギー拡散
改訂

464-'2
固定衛星業務のFDM-FM電 話 回線システムに対するプ

リエンファシス特性 改訂

465-4
2GHz-30GHzの 周波数帯で調整及び干渉計算のために

用いられる地球局アンテナパターン
改訂

466-6
FM/FDMを 用いた固定衛星業務の静止衛星通信網の電

話チャンネルの最大許容干渉レベル
改訂

483-2
FM変 調 を用いた固定衛星業務の静止衛星通信網のTV

チャンネルの最大許容干渉レベル
改訂

484-3
固定衛星業務に割り当てられた周波数帯を用いている静止

衛星の経度方向の位置保持
改訂

522-4

電話回線に対してPCM変 調を用いている固定衛星業務の

システムに対する標準疑似回線の出力における許容ビット

誤り率

改訂

523-4
8ビ ッ トPCM符 号化を用いた固定衛星業務の静止衛星通

信網の電話チャンネルの最大許容干渉レベル
改訂

524-4
6GHzと14GHz帯 で送信している固定衛星業務の地球局

からの軸外方向への実効輻射電力密度の最大許容レベル
改訂

579-2

固定衛星業務において、HRC及 びHRDPでPCM電 話が

用いられるか、ISDNの 標準疑似接続の一部として用いら

れる場合の稼働率 目標

改訂

580-3
静止衛星を利用する地球局アンテナの設計目標として用い

る放射ダイヤグラム
改訂

614-2
15GHz以 下の固定衛星業務かISDNの 国際接続の一部を

構成するときの標準デジタルバスにおける許容誤り率
改訂

670-1 設計目標としての衛星位置の柔軟性 改訂
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG4

671-1
アナログTV信 号により干渉 を受ける狭帯域SCPC伝 送

に必要な保護比
改訂

672-1
固定衛星業務における衛星搭載アンテナ放射パターンの設

計目標
改訂

675-1 FDM-FM波 の最大電力密度の計算
改訂

(SG9と合同)

SG5

832 大地導電率の世界図 新規

833 植生による減衰 新規

834 電波伝搬に及ぼす対流圏での屈折の影響 新規

835 気体による減衰に関する参照標準大気 新規

836 地表水蒸気密度 新規

837 伍搬モデ リングのための降水特性 新規

838 推定法に用いる降雨減衰係数モデル 新規

839 推定法のための降雨高モデル 新規

840 雲と霧による減衰 新規

841 年統計から最悪月統計への変換 新規

310-8 非電離媒質中の伝搬に関する用語の定義 改訂

311-6 対流圏伝搬研究におけるデータの取得、表示解折 改訂

368-7 10KHzか ら30KHzの 周波数における地上波伝搬曲線 改訂

369-5 屈折に関する基準大気 改訂

425-5
0.7GHz以 上の周波数における地表に位置する無線局間の

干渉評価法
改訂

453-3 電波屈折率:そ の表式と屈折指数データ 改訂

526-2 屈折による伝搬 改訂

527-3 地表の電気的特性 改訂

530-4 地上見通しと回線設計のための伝搬データと推定法 改訂

617-1
見通し外無線中継システムの設計のための伝搬推定法 と

データ
改訂

618-2 衛星通信システムの設計のための伝搬データと推定法 改訂

619-1 字宙局と地上局間の干渉評価のための伝搬データ 改訂

620-1
1～40Hzの 周波数領域における調整距離計算のための伝

搬データ
改訂

676-1 1～350GHzの 周 波数 領 域 で の ガ スに よる減 衰 改訂

678-1 伝搬現象の自然の変動特性 改訂

679-1 放送衛星システムの設計のための伝搬データ 改訂
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

「

SG5

680-1
衛星海事移動通信システム設計のための伝搬データと推定

法
改訂

682-1
衛星航空移動通信システム設計のための伝搬データと推定

法
改訂

SG6

852 短波無線システムの信頼性の計算 新規

853 流星バースト伝搬による通信 新規

854 VHF(30～300MHz)帯 の周波数共用に影響する電離層因子 新規

855 短波電界強度測定 新規

856 電離圏及び関連諸特性の測定 新規

313-7
短期予報を発令するための情報交換と電離圏擾乱警報の伝

達
改訂

434-5
CCIR標 準電離圏特性 と基本MUF運 用MUF及 び伝搬通

路の予測法
改訂

435-7
150u～1600KHzの 周波数における放送業務のための空間

波電界強度予測法
改訂

531-2 宇宙機を含む無線通信システムに対する電離圏の影響 改訂

532-1
電離圏と無線回線の人工変形に関連する電離圏効果と運用

上の考慮
改訂

533-3 CCIR短 波予測法 改訂

SG7

767 高確度時刻伝送のためのGPS及 びGLONASSの 利用 新規

768 標準周波数及び時刻信号 新規

769 電波天文観測に用いられる保護基準 新規

314-8 電波天文観測に適した周波数帯 改訂

364-5 有人及び無人の近地球研究に適 した周波数及び帯域 改訂

517-2 隣接バンドの送信機からの電波天文業務の保護 改訂

538-2 周波数及び時刻(位 相)不 安定度尺度 改訂

609-1 有人及び無人の近地球研究用無線通信回線の保護基準 改訂

611-2、 スプリアス放射からの電波天文業務の保護 改訂

SG8

816
将来の公衆陸上移動通信システム(FRLMTS)に よ り提供
されるサービス体制

新規

817
将 来 の公 衆 陸上 移 動 通信 シス テ ム(FRLMTS>ネ ッ トワー

クア ー キ テ クチ ャ
新規

818
将来の公衆陸上移動通信システム(FRLMTS)に おける衛

星利用
新規

819
将来の公衆陸上移動通信システム(FPLMTS)の 開発途上

国に対する適用
新規
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG8

820 海上移動業務におけるNBDPの ための9桁 識別の使用 新規

821 海上移動業務で使用するDSC任 意機能の拡大 新規

822 海上移動業務のDSCの 呼出しチャネルの負荷 新規

823
285～325KHz帯(283.5～3正5KHz正NREBION1)の 海 上

ラ ジ オ ビー コ ンに よ るGNSS差 分 情報 伝 達 の 技術 特 性
新規

824 レー ダ ・ビー コ ン(レ ー コ ン)の 技 術 的特 性 新規

825
VTS及 び船間識別に使用するDSC技 術 を用いた トラン
スポンダ・システムの特性

新規

826 電子海図表示システム(ECDIS)更 新情報の伝送 新規

827
フィーダリンクを使用する移動衛星業務システムの標準疑

似デジタルバス
新規

828 移動衛星業務における通信回線の信頼度の定義 新規

829
1660～1660,5MHzに おける移動衛星業務と電波天文業務

間の周波数共用
新規

830

GMDSSで 指 定 され た 遭 難 安 全 目 的 で 使 用 さ れ る1530
～1544MHz帯 及 び1626 .5～1645,5MHz帯 移 動 衛 星 ネ ッ

トワー ク及 び シス テ ムの 運用 手 順

新規

831 4～30MHz帯 における業務間周波数共用 新規

492-5 海上移動業務におけるNBDPの 運用手順 改訂

493-5 海上移動業務用DSC 改訂

496-3
14GHz帯 固定衛星業務の宇宙局受信機保護のための無線

航行送信機の電力束密度の限界
改訂

541-4 海上移動業務におけるDSCの 運用手順 改訂

589-2
70KHz帯 及び130KHz帯 における無線航行業務への他業

務からの混信
改訂

625-2
海上移動業務における自動識別を使用した直接印刷電信装

置
改訂

628-2 捜索救助レーダトランスポンダ(SART)の 技術特1生 改訂

631-1
283.5～315KHz帯 に お け る 双 曲 線 海 上 無 線 航 行 シ ス テ ム

の使 用 改訂

687-1 将来の公衆陸上移動通信システム(FPLMTS) 改訂

689-1
DSCフ ォーマットに基づ く国際VHF無 線電話 システム

の運用手順 改訂

691-1
MF帯 のスプレッド・スペクトラム技術を使用した海上無

線測位システム運用の両立性のための原則と技術的特性
改訂

SG9
745 アナログ無線中継方式に関するCCIR勧 告 新規

746
圏

無続中継方式の無線周波数チャネル配置 新規
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG9

747
10GHz帯 における無線中継方式の無線周波数チャネル配

置
新規

748
25.25～27.5GHz及 び27。5～295GHz帯 に お け る無 線 中継

方 式 の 無線 周 波数 チ ャネ ル配 置
新規

749
36.0～405GHz帯 におけるアナログ及びデジタル無線中継

方式の無継周波数チャネル配置
新規

750
SDH網 対応無線中継方式のアーキテクチャ及び機能的側

面
新規

751 SDH網 対応無線中継方式の伝送特性 と要求品質 新規

752 無線中継方式のダイバーシティ技術 新規

753
デジタル無線中継方式の監視及び保護の望ましい方式及び

性能
新規

754 バンド8 、9の 過疎地域幹線接続用無線中継方式 新規

755 P-MP方 式 新規

756 無 線 コ ンセ ン トレー タ を用 い たTDMAP-MP方 式 新規

757
固定システムとして使用されるセルラ自動車電話方式の基

本システム要求条件と性能
新規

758
地上系固定業務 と他業務 との共用基準の発展についての検

討
新規

759 無線中継方式の50～3000MHzに おける周波数の使用 新規

760
22。5～23.OGHz帯 における放送衛星かち地上系見通し内無

線中継方式への千渉保護
新規

761
18.6～18.8GHz帯 に お け る 固定 業 務 とPassivesensorと

の周 波 数共 用
新規

762 HF送 受信機用違隔監視制御システムの主な特徴 新規

763
多重 音 声周 波 数 電信 シ ステ ム及 び位 相 偏移 キー イン グ を用

い る2400/1200/600/300/150/75bit/sHFデ ー タ伝 送
新規

764
パケット伝送プロ トコルを使用するHF無 線システムに

対する最低基準
新規

162-3 30MHz以 下の固定業務における指向性アンテナの使用 改訂

240-6
30MHz以 下の固定業務の各種発射クラスのための信号対

干渉の保護値
改訂

382-6
2GHz及 び4GHz帯 における無線中継方式の無線周波数

チャネル配置
改訂

383-5
下部6GHz帯 における大容量無線中継方式の無線周波数

チャネル配置
改訂

385-5 7GHz帯 における無線中継方式の無線周波数チャネル配置 改訂
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG9

386～4 8GHz帯 における無線中継方式の無線周波数チャネル配置 改訂

387-6
11GHz帯 における無線中継方式の無線周波数チャネル配

置
改訂

455-2 HF無 線電話回線改良伝送方式 改訂

497-4 13GH帯 における無線中継方式の無線周波数チャネル配置
一

改訂

520-2 HF電 離 層 チ ャネ ル シ ミュ レー タの使 用

一

改訂

557-3 HRC及 びHRDPに おける無線中継方式の稼働率 目標
一

改訂

594-3
ISDNの 一部分を構成する無線中継方式のためのHRDP

出力における許容BER
改訂

595-3
18GHz帯 における無線中継方式の無線周波数数チャネル

配置
改訂

634-2
ISDNのHighGrade部 分 を構成する実デジタル無線回線

の品質目標 改訂

635-2
4GHz帯 における無線中継方式の均一パターンに基づ く無

線周波数チャネル配置 改訂

636-2
15GHz帯 における無線中継方式の無線周波数チャネル配

置 改訂

637-1
21,2～23.6GHz帯 に おけ る無 線 中継 方 式 の無 線 周波 数 チ ャ

ネ ル配 置 改訂

696-1
ISDNのMidiumGrade部 分の一部又は全部を構式する

デジタル無線回線の品質及び稼働率目標 改訂

697-1
ISDNのLocalGrade部 分 で用 い る デ ジ タ ル無 線 回 線 の

品質 目標 改訂

698-1 見通し外無線中継方式の望ましい周波数帯 改訂

699-1
1～40GHz帯 における調整研究及び干渉評価に使用するた

めの見通し内無線中継方式アンテナの参照放射パターン 改訂

700-1
デジタル無線中継回線のためのシステムビットレー ト干渉

の誤り性能と測定アルゴリズム 改言丁

SG10

773
87.5MHz～108MHzに お い て 、D/SECAMテ レ ビ 信 号 か

ら受 け る妨 害 に 対 す るFM音 声放 送 の 混 信保 護 比 新規

774
VHF/UHF帯 の地上送信機を用いる車載・携帯 ・固定受信

機向けデジタル音声放送 新規

775
映像 を伴 う場合及び伴わない場合の多チャンネルステレオ

音声システム 新規

776 ぞ ジ タル オー デ ィオ イ ン タフ ェー スの ユー ザ ー デ ー タチ ャ不 ル仕様 新規

777 デジタル音声番組の国際交換 新規

778 ア ナ ロ グ コン ポー ネ ン トVTR 新規
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG10

789
500MHz～3000MHzを 使 用 す る車 載 ・携 帯 ・固定 受 信機 向

け デ ジ タル衛 星 音 声放 送
新規

408-6 国際交換用磁気テープ録音基準 改訂

645-2 音声番組の国際接続に使用する試験信号とメータ 改訂

646-1 放 送 ス タジ オ用 のデ ジ タル信 号 の ソー スエ ン コー ド 改訂

647-2 放 送 ス タジ ト用 デ ジ タル 才一 デ ィオ イ ン ター フ ェー ス 改訂

649-1 ア ン ロ グオー デ ィオ テー プ 記録 の 測 定法 改訂

702-1 短波放送の同期と多周波数利用 改訂

706-1 モノラル振幅変調音声放送のデータ方式 改訂

SG11

778 アナ ロ グコ ンポー ネ ン トVTRの 交換 基 準 新規

779 4:2:2デ ジタ ル テ レビ ジ ョン 記録 の ため の 運用 基 準 新規

780 VTRテ ー プの 国 際交 換 の ため の タイ ム コー ド 新規

781 フ ィ ルム番 組 の ため の テ レシ ネ ・カラー バ ラ ン調 整 新規'

782
4:3現 行 テ レビに 用 い られ る上映 用35mmフ ィル ムの使 用

範 囲
新規

783 16:9現 行 テ レビに 用 い られ る上映 用35mmの 使 用範 囲 新規

784 独立2チ ャ ネル 音声 を もつ16mmフ ィル ムの番 組 交換 新規

785 マルチメディア環境における番組供給 新規

786 HDTV衛 星放送のためのMUSEシ ステム 新規

787 HDTV衛 星放送のためのMAC/PACKETべ 一スシステム 新規

788 広RF帯 域HDTV衛 星放送サービスにおける符号化レー ト 新規

790 放送街星業務用受信機特性とG/T 新規

791 衛星放送サービスにおける偏波の選択 新規

792 12GHz帯 テレビジョン衛星放送の混信保護比 新規

793 放 送 衛 星業 務 の フ ィー ダ リン クとダ ウ ン リン クの雑 音 配分 新規

794
フィーダリンクの降雨による放送衛星のシステム性能への

影響を最小化する技術
新規

795 BSSフ ィーダリンク間の相互干渉を軽減する技術 新規

796
625本PAL/SECAM方 式 と両 立 性 の あ るエ ンハ ン ス トテ

レ ビの符 号 化 パ ラ メー タ
新規

797
NTSCと 両 立す る4:3な い し ワ イ ドア スペ ク トの エ ン

ハ ン ス トテ レ ビのパ ラ メー タ 新規

798 VHF/UHF帯 に お け るデ ジタル テ レ ビ ジ ョン地上 放 送 新規

799

勧 告601の4:4:4レ ベ ル で 使 用 す る場 合 の525本 及 び

625本 テ レ ビ シ ス テム の デ ジ タ ル コ ン ポー ネ ン ト映 像 信 号

の ため の イ ン タフェー ス

新規
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG11

800
勧告601の4:2:2規 格 による規定されたデジタルテレ

ビ信号の素材伝送及び一次分配に対するユーザ要求
新規

801
デ ジ タル的 に エ ン コー ドされ た カ ラー テ レ ビ ジ ョン信号 が

勧告601と656に 一 致 す る こ とを確 認 す る ため の テ ス ト信 号
新規

802
勧告601に よ り作成された信号を運ぶデジタルCODECの

主観評価に使用する試験用静止画と動画
新規

803
デジタルテレビジョンスタジト機器により発生する妨害の

回避
新規

804
PAL/SECAM/NTSCテ レビシステムの周波数計画のた

めの基準受信機
新規

805 風車の影響によるテレビ受信障害の評価 新規

806

集 合 ア ンテナ とケ ー ブ ル分 配 シス テ ム にお け るD-MAC、

D2-MAC、HD-MACの 分 配 の ため の 共 通 チ ャ ネ ル ラス

ター

新規

807 データ放送のための参照モデル 新規

808 符号化した時刻 ・日付情報の放送 新規

809 録画のための番組識別制御(PDC)シ ステム 新規

810 限定受信放送システム 新規

811 エンファンストPAL/SECAMの 主観評価 新規

812 テレテキス ト等における文字図形画像の主観評価 新規

813 テレビ信号の符号化で生 じる画質劣化に関する客観評価 新規

814 デ ィ スプ レイ の輝 度 と コン トラス トの調 整 法 新規

815 ディスプレイのコン トラス ト比測定用信号の仕様 新規

265-7 テレビ仕様のためのフィルムに関する国際交換の規格 改訂

266-1 テレビ放送機の位相前置補償 改訂

417-4 テレビサービス検討の際に保護すべき最小限界強度 改訂

419-3 テレビ放送の受信アンテナ指向性 改訂

469-6 ア ナ ロ グ コン ポ ジ ッ ト録 画 改訂

500-5 テレビ画像の主観評価 改訂

601-3
ス タ ジ オ規 格 デ ジ タ ル テ レ ビ ジ ョン の ため の 符 号 化 パ ラ

メー タ 改訂

602-2 番組内容評価のための録画の国際交換 改訂

650-2
PRAP30で 決められたチ.ヤネルにおける衛星放送のTV

標準方式 改訂

652-1
12GHz帯 放 送衛星業務 とそのフィーダリンクのための地

球局及び衛星アンテナ基準パターン 改訂
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SG各 勧告番号 勧 告 名 備 考

SG11

655-2 AM-VSBテ レビ方式のRF混 信保護比 改訂

656-1

勧 告601の4:212レ ベ ル で 使 用 す る場 合 の525本 及 び

625本 テ レ ビ シ ス テム の デ ジ タル コン ポー ネ ン ト映像 信 号

の た め の イ ン タフ ェー ス

改訂

657-2 磁気テープによる国際番組交換のための規格 改訂

710-1 HDTV画 像 の主観評価 改訂

711-1 コンポーネン トデジタルスタジオのための基準同期信号 改訂

712-1 12GHZ帯 の高品質音声 ・データ衛星放送標準方式 改訂

716-1 HDTVテ レ シネ の35mm映 画 フ ィル ムの使 用範 囲 改訂

CMTT

770 SNGに 関する運用及び管理手順の統一について 新規

771 SNG局 の衛星補助回線 新規

772
MACパ ケット及びHD-]y[AC信 号 の伝送回線のための

試験信号及び測定方法
新規

721-1
140Mbpsで の コン トリ ビュー シ ョン 用 コ ン ポー ネ ン ト符

品化 信 号 の伝 送
改訂

722-1 SNGに 関する技術基準(ア ナログ)の 統一について 改訂

SG12

847
地上業務のシステムと同一周波数を使用し静止宇宙通信を

行う地球局の調整区域の決定
新規

848
両方向に分配された周波数帯において受信地球局と同一周

波数帯を用いる送信地球局の調整区域の決定
新規

849
地上業務と共用する周波数帯における非静止宇宙局と通信

を行う地球局の調整区域の決定
新規

850
PredeterninedCoordlnationDistanceを 用 い た 調 整 区 域

の 決 定
新規

851
VHF及 びUHF帯 における放送業務 と固定/移 動動務 と

の共用
新規
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資料5-10JUST委 員会の審議の結果、作成 された推奨通信方式

推奨通信方式の対象とする電気通信システム 制定時期 告示番号

フ ァ クシ ミリグル ー プ2型 装 置
昭54.10月

改 昭58.10月

第645号
第794号

コン ピュー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワー ク(リ ン

クレベ ル通 信 規約 及 びパ ケ ッ トレベ ル通 信 規 約)

昭55.11月

改 昭59.3月

第844号
第218号

フ ァ クシ ミ リグルー プ3型 装 置
昭56.12月

改 昭63.12月

第1013号

第865号

日本語テレックス装置

昭58.12月

改 昭59.10月

改 昭60,3月

改 昭63.12月

第889号

第749号

第196号

第866号

パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タ通信 装 置 昭59.12月

改 昭60.3月

第971号

第199号

フ ダ クシ ミ リグル ー プ4型 装 置 昭60.3月 第197号

ミクス トモー ド通信 昭60.3月 第198号

電子メール通信網間接続 昭62.11月 第886号

電子メール通信端末アクセス 昭62,11月 第887号

オブジェクト識別子 平2.12月 第729号

JUST:JapaneseUnifiedStandardsforTelecommunications



b-5弔 票準1巳沽 璽U-5γ3一

(郵政省)
資料5-11相 互接続推進体制(4年 度)

(事務 局:郵 政 省)
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相互接続試験実施連絡会(各 連絡会事務局:通 信機械工業会)
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資料5-12相 互接続試験実施状況 ・

対象システム
相互接続試験実施状況 ＼

備 考
元年度以前 2年 度 3年 度 4年 度

G4フ ァ クシ ミリ

(G4フ ァ ク シ ミ リ分

科 会)

ロ ー一一一□

63,ll1.3

ス テ ップ1

ス テ ップ1は 回線 交

換 モー ド

ス テ ップ2は パ ケ ッ

ト交換 モー ド

ロ ー一一ロ

ステ ップ2

MHS

(MHS分 科会)

口 ス テ ップ1は84年 度

版X.400

ステ ップ2は84年 度

版X.400を 用 い たEDI

口

1.4 ステップ1

口

ステップ2

デジタル電話 ・ター ミ

ナルアダプタ

(基本接続分科会)

ロ ー一一一□

1.41.9

必要に応じ、引き続

き相互接続試験 を実

施。

ロ ロ ー・
一一口 口 口

PBX

(PBX分 科会)

ロ ー一一□

1.61.12

口 口 ステップ1は 回線交

換モー ド

ステップ2は パケッ

ト交換モー ド

ステップ3は 共通

チャネル形信号方式

ステップ1

口

口

ステップ2

口 口

ロ

ステップ3

アナログテレビ電話

(アナログテレビ電話

分科会)

口
「

JJ-40.10(第1版)

デジタルテレビ電話 ・

会議

(デ ジタルテ レ ビ電

話 ・会議分科会)

口 ステ ップ1は タ イプ

X(基 本 イン タ フ ェー

ス)及 び タイ プY(一

次群 イ ン タフ ェー ス)

ステップ1

口

LAN間 接続装置

〔ルータ〕

(LAN間 接 続分科会)

OSI系 、TCP/IP系

と も に ス テ ップ1は

PSPDN(DDX-P)を

用 い たLAN-WAN
-LAN接 続

口

OSI系
ステップ1

口

TCP/IP系
ステップ1

コ ン ピュー タ ・ター ミ

ナ ル

(コ ン ピ ュー タ ・ター ミ

ナ ル分 科 会)

ステップ(グ ループ

2)はOSI階 層 モデル

の下位3層 までを対象

とし、回線交換又はパ

ケット交換にて実施。

ロ ー一一一一一一

ス テ ップ1

(グ ル ー プ2)
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資料5-13相 互接続試験 を行 うまでの手順

ISO
(国際標準化機構)

ITU-TS

国際標準の作成
` 郵 政 省

電気通信技術審議会
「

立
i1

も ↓ 与

メ ー カ ー TTC

㈹電信電話技術委員会

電気通信事業者 HATS推 進会議

国内標準の作成

↓

i
寺 轡

仕様 アナウンス HATS推 進会議

i
I

i
I

製 品 開 発
試験対象
の 決 定

`

轡

↓ ↓
プ ロ トコル 試 験
コンフオーマンス試験等

基本試験体制の検討
基本ルールの作成

↓
、「

端末審査
網～端末接続試験

網～端末接続試験用
ネットワークの提供 相互接続試験実施

連絡会

響

▼

相互接続試験実施
ガイドライン
の発行

試験項目
の 作 成

↓

相互接続試験
への参加 (HATSnetの 提供 〉

相互接続試験
の実施

「r

標準準拠 の表示

カタログ等への表
示又はマーク貼付

{

試験結 果の
とりまとめ
HATS推 進
会議へ の報告

夢

騨 鞍 魁 制劇
《

TTC標 準
補遺等への反映

響

HATS推 進会議

一

w

ISDN/OSI

製 品の販 売
匿 果の了承i

1標準
へ の

フィー ドバック
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5-4宇 宙通信技術

資料5-14技 術 開発及び実用の

区別 衛 星 目 的

宇

宙

開

,

発

事

業

団

静止気象衛星3号(
GMS-3)
「ひまわり3号 」

気象衛星に関する技術開発、気象業務の改善

海 洋観 測 衛 星1号

(MOS-1)「
も も1号 」

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観測、地球観
測のための人工衛星共通技術の確立

技術試験衛星V型
(ETS-V)「
きく5号 」

静止三軸衛星バスの基盤技術の確立、次期実用衛星開発に
必要な自主技術の蓄積、航空機の洋上管制、船舶の通信、
航行援助、捜索救難等のための移動体通信実験

通信 衛 星3号 一a

(CS-3a)

「さ くら3号 一a」

CS-2に よる通信サービスの継続、増大する通信需要に対
処、通信衛星に関する技術開発

通信 衛 星3号 一b

(CS-3b)

「さ くら3号 一b」

CS-2に よる通信サービスの継続、増大する通信需要に対
処、通信衛星に関する技術開発

静止気象衛星4号
(GMS-4)
「ひまわり4号 」

気象衛星に関する技術開発、気象業務の改善

海 洋観 測 衛 星1号 一b

(MOS-1b)

「もも1号 一b」

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観測を継続し
て行 うとともに地球観測のための人工衛星共通技術の確立

放 送 衛 星3号 一a(
BS-3a)

「ゆ り3号 一a」

BS-2に よる放送サービスの継続、増大かつ多様化する放
送需要に対処、放送衛星に関する技術開発、難視聴解消等

放送 衛 星3号 一b(
BS-3b)

「ゆ り3号 一b」

BS-2に よる放送サービスの継続、増大かつ多様化する放

送需要に対処、放送衛星に関する技術開発、難視聴解消等

地 球 資源 衛 星1号

(JERS-1)「
ふ よ う1号 」

合成開ロレーダー等を用いた能動型観測技術の確立、資源
探査、国土調査、農業漁業、環境保全、防災、沿岸域監視
等の観測

そ

の

他

アマチュア衛星
(/撫 鴇)

JAS-1の 後継機としてアマチュア無線技術の向上並びに
アマチュア無線を通じての国際親善を図る。

JCSAT-1 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

JCSAT-2 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)、受託放送事業

スーパ ー バー ドB 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)、受託放送事業

ス ーパ ー バー ドA 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)



5-4宇 宙通信技術 一577一

分野の人工衛星(運 用中)

重 量

(kg)

軌 道 打 上 げ

ロケ ッ ト
打上げ時期

形 状ll高(、 。)馴 傾(鍵)角
'

303 静 止 軌 道 N-II 59.8.3

740 円
約909km

太 陽 同期
99 N-II 62.2.19

約550
静 止 軌 道

(東経150.)

H-1
3段 式
試験機

62.8.27

約550
静 止 軌 道

(東経132.)
H一 正 63,2.19

約550
静 止 軌 道

(東経136.)
H-1 63.9.16

325
静 止 軌 道

(東経140.)
H-1 元.9.6

740 円
約909km

太 陽 同期
99 H-1 2.2.7

約550
静 止 軌 道

(東 経1100)
H-1 2。8.28

約550
静 止 軌 道

(東経110.)
H-1 3.8.25

約1,400 円
約570㎞

太陽同期
約98 H-1 4.2.3

50 円
近地点約
900kmの
楕円軌道

99 H-1 2.2.7

約1,340 静 止 軌 道(東経
150.)

ア リアン4

(ESA)
元.3.7

約1β40 静 止 軌 道(
東 経154.)

タイ タンIII

(米 国)
2.1.1

約1,550
静 止 軌 道(
東 経162.)

ア リアン4

(ESA)
4.2.27

約1,660
静 止 軌 道
(東経158.)

ア リア ン4

(ESA)
4.12.2
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資料5-15技 術開発及び実用の

区別 衛 星 目 的

宇

宙

開

発

事

業

団

技術試験衛星VI型

(ETS-VI)

H-IIロ ケ ット試験機の性能確認、大型静止三軸衛星バス
技術の確立、固定通信及び移動体通信並びに衛星間通信に
関する高度の衛星通信のための技術開発及びその実験

静止気象衛星5号

(GMS-5)

気象観測を継続し、気象業務の改善を行 うとともに技術の
向上を図る。

地球観測プラット

フォーム技術衛星

(ADEOS)

地球環境のグローバルな変化の監視について、国際的な貢

献を図るとともに、MOS-1及 びERS-1の 地球観測技
術の維持 ・発展を図るほか、将来型衛星の開発に必要 とさ
れる技術等の開発を図る。

通信放送技術衛星

(COMETS)

高度移動体衛星通信技術、衛星間通信技術及び高度衛星放
送技術の通信・放送分野の新技術、多周波数帯インテグレー
ション技術並びに大型静止衛星の高性能化技術の開発及び
その実験 ・実証

TRMM

温暖化等地球規模の環境変化を把握するため、地球の気候
に大きな影響を与える降雨状況を正確に把握する必要があ
る。そこで、地球全体の降雨量の約%が 集中する熱帯地域
における降雨を観則する。

ETS-Vll

今後の宇宙活動において基盤となる高度技術のうる、ラン
デブ ・ドッキング技術、宇宙用ロボット技術、ロボット要
素技術について、これらに基本 となる技術の軌道上におけ
る実証を行う。

そ

の

他

'

サ テ ラ イ トジャパ ン

1号 機
第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

サ テ ラ イ トジ ャパ ン

2号 機
第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

N-STARa 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

N-STARb 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

BS-3N BS-3a、bに よ る放 送 サ ー ビ スのバ ックア ップ
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分野の人工衛星(計 画中)

重 量

(kg)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 障(、 。)度 戸 頃(盤)角

約2,000
静 止 軌 道

(東 経1540>

H-II

試験 機

6年 度

約345
静 止 軌 道

(東経140.)

H-II 6年 度

約3,500 円
約800km

太陽 同期
1

約98.6 H-II 7年 度

約2,000

静 止 軌 道

(東経121.予定)

H-II 8年 度

約3,500 円 350km 35. H-II 9年 度

約2,600 円 550km 35. H-II 9年 度

約1,500

静 止 軌 道

(東経12切
未 定 6年 度

約1,500
静 止 軌 道

(東経120.)
未 定 6年 度

約2,000
静 止 軌 道

(東 経132.)

ア リア ン4

予 定

7年 度

2月 頃までに
打上

約2,000
静 止 軌 道

(東経136.)

ア リア ン4

予 定

7年 度

未 定
静 止 軌 道

(東経110.予 定)

未 定 6年 度
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資料5-16科 学 研 究 分 野

区別 衛 星 目 的

文
部

省
宇
宙
科

学
研

究
所

試験惑星探査機

(MS-T5)
「さきがけ」

M-3SIIロ ケ ットの性能確認、惑星間軌道達成とこれに

関連した姿勢制御、超遠距離通信等の技術の習得

第12号 科 学衛 星

(EXOS-D)

「あけ ぼ の 」

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加速機構及びオーロラ

発光現象等の精密な観測

第13号 科 学 衛 星

(MUSES-A)

「ひ て ん」

惑星探査に必要 となる軌道の精密標定 ・制御 ・高効率デー
タ伝送技術等の研究、月スイング ・バイ技術の試験

第14号 科 学衛 星

(SOLAR-A)

「よ うこ う」

太陽活動極大期における太陽フレアの高精度画像観測

磁気圏観測衛星

(GEOTAIL)

地球の夜側に存在す る長大な磁気圏尾部の構造とダイナ

ミックスに関する観測研究

第15号 科学衛星

(ASTRO-D)
「あすか」

宇宙の最深部を対象とした多様 な天体のX線 像 とX線 ス
ペクトルの精密観測

資料5-17科 学 研 究 分 野

区別 衛 星 目 的

文
部
省
宇
宙
科
学
研
究
所

宇 宙 実験 ・観 測

フ リー フ ラ イヤ

(SFU)

理工学実験、天文観測等各種科学研究、各種先端産業技術

開発等の実施のための宇宙実験等

第16号科学衛星

(MUSES-B)

超長基線干渉計(VLBI)衛 星 として大型精密展開構造機構

等の研究及び電波天文観測

第17号科学衛星

(LUNAR-A)

月内部の地殻構造及び熱的構造を解明

第18号科学衛星

(PLANET-B)

火星周回軌道に投入し、火星大気の構造及び運動並びに大

陽風との相互作用の研究

(注)宇 宙実験 ・観測フリーフライヤ(SFU)は 、文部省宇宙科学研究所、通産省、宇
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の 人 工 衛 星(運 用中)

重 量

(kg)

軌 道 打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高 度
(km)

傾 斜 角
(度)

138 太 陽 周 回 M-3SII 60,1.8

300 長 楕 円
274

10,508

75.1 M-3SII 元.2.22

197 二重 月 スウ ィ ン グ ・バ イ軌道 M-3SII 2.1.24

420 略 円
517.9

792.5

31.3 M-3SII 3.8.30

750 二重 月 ス ウ ィ ン グ ・バ イ軌道 デ ル タII 4.7.24

420 略 円
524.6

1622 .10
31 M-3SII 5.2.20

の 人 工 衛 星(計 画中)

重 量

(kg)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高 度
(km)

傾 斜 角
(度)

4,000 円 300～500 28.5 H-II 6年 度

700 長 楕 円
1,000

～

20,000

31 M-V 7年 度

550 長 楕 円
100

1

17,000

80 M-V 9年 度

590 長 楕 円
150

～

34,000

15 M-V 8年 度

宙開発事業団による共同プロジェクトである。
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資料5-18 通信衛星及び放送衛星の概要

区 別 通信衛星(CS-3) 放送衛星(BS-3)

開 発 の 目 的

①CS-2に よ る通信サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する通信

需要に対処すること。

③ 通信衛星に関する技術の

開発を進めること。

①BS-2に よる放送サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する放送

需要に対処すること。

③ 放送衛星に関する技術の

開発を進めること。

トランスポンダ数

(中継器数)

Ka帯(30/20GHz帯)10

台+予 備5台

C帯(6/4GHz帯)2台 十

予 備1台

3台+予 備3台

(いずれも12GHz帯)

(実験用広帯域中継器)

伝 送 容 量
電 話 級 換 算 約6,000チ ャ ン ネ

ノレ

カ ラー テ レビ ジ ョン3チ ャ ン

ネ ル

中継器1台 あたり

の 出 力

6W(C帯)

10W(Ka帯)
120W

姿 勢安 定 方 式 スピン安定方式 三軸姿勢制御方式

サ ー ビ ス エ リ ア

C帯(日 本全土)

Ka帯(沖 縄を含む日本全土

の大部分)

日本全土

設 計 寿 命 7年 7年
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資 料5-19COMETSの 概 要

開 発 の 目 的

高度移動体衛星通信分野、衛星間通信分野及び高度衛星放送分

野の新技術、多周波数帯インテグレーション技術並びに大型静

止衛星の高性能化技術の開発及びその実験 ・実証を行 うこと。

打 ち上 げ時 期 8年 度

重 量 約2ト ン

寿 命 3年 程度

姿勢制 御 方 式 三軸姿勢制御方式

打 上 げ ロ ケ ッ ト H-IIロ ケ ッ ト

資料5-20技 術試験衛星の概要

区 別 ETS-V ETS-VI ETS-V皿

嗣発の目的

① 静止三軸衛星バスの

基盤技術の確立

② 次期実用衛星開発に

必要な自主技術の蓄積

③ 航空機の洋上管制、

船舶の通信、航行援助、

捜索救難等のための移

動体通信実験

①2ト ン級実用静止三

軸衛星のバス技術の開

発

② 将来の実用衛星に必

要となる高度な衛星通

信の技術開発

① ランデブ ・ドッキン

グ技術の実験

② 宇宙用ロボット技術
＼の実験

③ 宇宙用ロボット要素

技術の実験

④COMETSの データ

中継機能を用いた運用

替載中継器

L帯(1.6/1,5GHz帯)

2台

C帯(6/5GHz帯)1

台(予 備1台)

固定 及 び移 動 体衛 星 通 信

機 器

Ka帯(30/20GHz帯)

C帯(6/4GHz帯)

S帯(2。6/2.5GHz帯)

衛 星 間通 信 機器

0帯(43/38GHz帯)

K帯(26/23GHz帯)

S帯(2.3/2.1GHz帯>

K帯(30/20GHz帯)

衛星 間光 通信 機 器

衛 星 間通 信 機 器

S帯(2.3/2,1GHz)

K帯(30/20GHz)

勝 安定方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式

手 命 1.5年 10年(バ ス系) 約1,5年
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資料5-21通 信方式の研究状況

項 目

一

概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

時分 割 多元接続

(TDMA>方 式の

開発と実験研究

低速データ伝送シ

ステムと超小型地

球局の開発

再生中継による低

速通信網の研究

通信放送技術衛星

計画による高度移

動体及び高度衛星

放送システムの研

究開発

・伝送速度可変型TDMAシ ステ

ムによる新 しい降雨減衰補償技

術 を確立するための研究及び実

験を行う。

・送受信が可能な直径30Cmの パ ラ

ボラアンテナによる準 ミリ波帯

超小型局を開発し、基礎実験を

行 う。

・音声 ・メッセージ及びデータ伝

送が可能な超小型携帯型移動地

球局による低速通信網のために

開発した衛星搭載中継器性能確

認モデルを用いて基礎実験を行

う。

・通信放送技術衛星高度移動体中

継器及び高度衛星放送中継器を

開発する。

・Ka・ ミリ波帯の高度移動体衛

星通信方式の研究開発を実施

・Ka帯 高度衛星放送方式の研究

開発を実施

・通信放送技術衛星(COMETS)

計画が目指している高度移動体

衛星通信システムの要素技術研

究の1つ として伝送速度可変型

TDMAシ ス テムによる回線制

御、多重化方式及び降雨減衰補

償制御の実験研究を実施する。

・既開発の低速メッセージ通信装

置と組み合わせて衛星通信実験

を行い、実用システムとしての

有用性を実証する。

・5年 度も研究開発を継続し、成

果を通信放送技術衛星計画の高

度移動体衛星通信 システムの開

発に反映する。

・8年 度の衛星打上げを目標に5

年度までに搭載中継器を開発す

る。

・高度移動体通信及び高度衛星放

送用地上実験システムの開発整
ノ

備を行う。
・高度移動体衛星通信方式の研究

開発を継続

・高度衛星放送方式の研究開発を

継続
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資料5-22衛 星 管制の研究状況

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

・クラスター衛星

システムの研究

・宇宙デブリの軌

道の研究

・衛星による実験

研究

近接衛星の相対軌道決定用追跡装

置を設計する。

静止軌道近傍デプ リの長期軌道変

化を解析する。

ETS・VI衛 星実験用管制システム

を整備する。

相対追跡実験を基に、近接軌道制

御技術を確立する。

各種微小物体の長期 ・集団軌道法

則を解明する。

6年 度打上げのETS・VIを 用いて

各種軌道工学実験を実施する。

資料5-23宇 宙 における光技術の研究状況

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

ETS-VI衛 星 を

用いた実験計画

海 洋 観 測 衛 星

(MOS-1b)を

用いた検証実験

宇宙光通信地上セ

ンターの利用

・ETS-VI搭 載用光通信基礎実

験装置の開発を行い、宇宙光通

信や高精度姿勢決定技術の研究

を行 う。

・MOS-1b搭 載 のセンサによ

り地上からのレーザ及び太陽光

反射による光 ビーコンを検出

し、地球画像の絶対位置較正を

行う実験を実施。衛星姿勢の推

定も行 う。

・同センターは多目的な光学研究

施設であり、衛星の追跡を高精

度に行うことができる。測地実

験衛星(EGP)を 使用したレー

ザ実験や静止衛星の高精度位置

決定実験を行うと共に、宇宙デ

ブリの監視技術開発を開始す

る。

・4年 度までに開発した装置を衛

星に搭載 し、6年 度の打上げ後

は実験 を実施する。

・5年 度以降も継続して実験を行

う。

・5年 度以降 も引き続き衛星利用

実験を行 う。また、宇宙デブリ

の監視技術開発も継続する。
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資料5-24 航空 ・海上衛星技術の研究状況

項 目

『

概 要

4年 度 の研究動向

一

5年 度以降の研究予定

ETS-Vを 用 いた

移動体通信実験

陸上移動実験

測位実験

ETS-V利 用実

験

国際共同実験

ISY活 動

・自動車等の陸上移動局を用いた

実験を実施した。

・移動局用アンテナシステムの改

良を行った。

・陸上移動衛星通信回線における

マルチパス測定を実施した。

・小型携帯局を用いた実験を開始

した。

・2衛 星測位実験のデータ解析を

行った。

・複数の機関により利用実験を実

施している。なお一部の機関は

利用実験を終了した。

・オース トラ リアOPTUS(旧

AUSSAT)と 共 同実験を継続

している。

・PARTNERS計 画 の実験 を開

始した。

一

・実 験 を継続 し、 デ ー タの蓄 積 、

解 析 を進 め る。

・追 尾 方 式の 検 討 を進 め る。

・実 験 を継 続 し、 デ ー タの解析 を

進 め る。

・実験 を継 続 し、装 置 の改 良 を行

う。

「

・実験 を継 続 す る。

・実験 を継 続 す る
。

ISY:国 際宇宙年

PARTNERS:汎 太平洋情報通信ネットワーク実験
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資料5-25衛 星による高精度時刻比較の研究状況

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

光時刻比較

GPS時 刻比較

双方向時刻比較

・測地衛星とレーザ測距装置を用

いた時刻比較方式の開発を行う。

・GPS衛 星 を利用した国際時刻

比較 を実施する。

・インテルサット衛星を用いた国

際時刻比較実験を実施中。

・レーザパルスのピコ秒精度の計

測技術の開発を行う、

・GPSを 用 いた国際的な時刻比較

に協力すると共に、比較精度の

高精度化について研究を進める。
・引 き続 き国際共同実験を進め

る。

GPS(GlobalPositioningSystem):汎 地球 測 位 シス テム

資料5-26衛 星間通信技術の研究状況

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

ETS-VIに よ る

実験 計画

字宙 ステー シ ョン

FU用 実験 計 画

乎来 の宇 宙 通信 イ

ン フ ラ ス ト ラ ク

チャの研 究

・Sバ ン ド(2GHz帯)衛 星 間

データ中継 ・追跡実験装置の開

発をNASDAと 共 同で行い、搭

載機器の衛星本体へ組み込み、

試験支援を実施する。
・ミリ波帯(43/38GHz帯)衛 星通

信実験装置の衛星への組み込

み、試験支援を実施する。

・光衛星間通信実験装置の衛星へ

の組み込み、試験支援を実施す

る。
・地球局実験施設整備を行う。

・宇宙ステーションにおける理工

学実験の一環として、大型アン

テナ組立 ・応用実験を計画し、

組立型アンテナの試験技術の開

発を行 う。

・光通信先端技術の研究

・宇宙デブリ観測技術の研究

・6年 度のETS-VI打 上げに向

け、Sバ ンド、 ミリ波、光の各

搭載機器の衛星への組込み、試

験の支援
・地球局実験施設整備の継続

・衛星通信実験計画の策定

・宇宙での大型アンテナの組立、

試験技術の開発を行う。
・ETS-VIIを 用いた組立型アン

テナ結合機構部の宇宙実証及び

テレオペレージョン技術の開発

を行 う。
・光通信先端技術の研究の継続

・宇宙デブリ観測技術の研究の継

統
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資料5-27周 波数資源の研究開発動向

項 目

一

概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

未利用
周波数
帯の開
発

ミリ波構内通

信技術の研究
開発

・要素技術の抽出、技術動向の
調査及びシステム概念設計等
の基礎技術の検討をした。
・ミリ波多重路伝搬特性の研究

に用いる電波伝搬実験用アン
テナの開発を行った。

臨

・技術開発課題、導入シナリォ
について検討し、また、研究
集会の開催を行 う。
・多重路伝搬特性 ・高速伝送方

式 ・アンテナ及び導波系の研
究開発を行うと共に、モデルシ
ステムによる総合評価を行う。

ミリ波 ・サブ
ミリ波デバイ
ス技術の研究

開発

・回路部品の薄膜化による装置

の小型軽量化、高信頼性と量

産による低コス ト化を可能と
するミリ波 ・サプミリ波基盤
技術を開発する。

40GHz以 上
の電波伝搬の

研究

・70～80GHz帯 で の散 乱 実 験 を

継 続 す る と 共 に、90～100

GHz帯 散 乱 計 の 開 発 を 行 っ

た 。

・90～100GHz帯 散 乱 計 を完 成

させ る と共 に 、野 外 散乱 実験

を行 な う。

光領域周波数
帯の研究開発

・光領域の特徴、伝搬特性、利
用分野及びレーザーの安全性

等について検討をした。
・サプ ミリ波帯モデル回線(送

信部)の 開発を行うと共に、
将来の高性能光通信システム
を目指した調査検討を行った。

・サブ ミリ波帯モデル回線(受

信部)を 開発 して実験を行う
と共に、高性能光通信用アン
テナ及び冷却装置を開発す
る。

既利用
周波数
帯の再
開発

マイクロ波帯

における移動
通信技術の研
究開発

・マイクロ波帯の特徴、電波伝
搬特性、システムの利用分
野 ・利用形態、技術開発課題
の抽出について検討した。

・サービス概念、電波伝搬基礎
調査、システムモデルの概念
設計及び実用システムの検討
等について検討する。
・多重路伝搬特性 ・ゾーン構成

法 ・高能率アンテナ ・高品質
デジタル広帯域伝 送方式の
研究1開発、総合評価実験を行う
。

周波数
有効利
用技術
の開発

インテリジェ
ント電波有効

利用技術の研
究開発

・種類 と要素技術の抽出、要素技
術の現状と動向、重要技術
及び周波数有効利用度につい
て検討 した。
・多重路伝搬歪補償技術の研究

開発を行うと共に、移動通信
システムでのゾーン構成法を

確立するための基礎研究を行
った。

・技術 的 条 件 、 技術 開発 課 題、

導 入課 題 、 適 用 領域 と実 現可能
性、 開 発 ・導 入 シナ リオ等

検 討 す る。
・ダ イナ ミッ ク ゾー ン構 成 ・イ

ンテ リジ ェ ン ト伝 送 ・ダ イナ

.ミ ックチ ャ ンネ ル割 当技 術の
開 発 、 シ ス テム の 総合 評 価実

験 を行 う。

放送用周波数
有効利用技術
の研究開発

・FM同 期放送に関して
、国内外

の技術動向調査、机上検討
及び基礎調査的実験 を行っ
た。

・FM同 期放送に関して
、干渉受信

シミュレータを使用した
室内実験により、受信状況の
調査を行 っ。
・地上テレビジョン放送に適し

たデジタル圧縮技術及びデジ

ぞル伝送技術の研究開発を行
つ 。
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資料5-28放 送 の技術動向

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

SSB短 波放送 ・電気通信技術審議会短波放送技

術委貝会で、短波放送のSSB
、

化の技術的条件等について検

討。

ク リア ビ ジ ョン:

EDTV(高 画質 化

テ レ ビ)(注)

・電気通信技術審議会EDTV委

貝会において、第2世 代EDTV

の暫定方式等の検討が行 われ

た。

・電気通信技術審議会EDTV委

貝会において、第2世 代EDTV

の実験等を行う。

FM多 重放送 ・道路交通情報の伝送が可能な

FM多 重放送の技術的条件の研

究を実施。

・道路交通情報の伝送が可能な

FM多 重放送の実用化のための

検討を実施。

放送衛星に よる

データ放送

・放送衛星のデータチャンネルを

利用するデータ放送の技術的条

件について電気通信技術審議会

で検討。

・5年 度以降も検討を継続。

デジタル音声放送 ・移動体向けデジタル音声放送及

びデジタル中波放送について技

術動向等の調査を実施。 、

・5年 度以降も調査を継続。

(注)ク リア ビ ジ ョン とは 、現 行 の テ レ ビジ ョン方 式 との 両 立性 を確保 しつ つ 、最 近 の

デ ジ タル技 術 と画 像処 理 の 技術 を用 い て、高 画質 化 を図 る テ レ ビ ジ ョン方 式 であ る。
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資料5-29 宇宙電波による高精度時空計測技術動向

項 目

一

概 要

4年 度の研究動向
一

5年 度以降の研究予定

国内実験

国際実験

!

技術開発

・西太平洋VLBI実 験 の実施継

続
・国土地理院、静岡移動局実験に

協力
・国立天文台との地球回転 ・ミリ

波VLBI実 験実施継続

・極地研究所南極VLBI計 画 に

協力
・国際地球回転事業技術開発セン

ター として活動を開始

・地球回転の高精度化実験の実施

・K-4型VLBIシ ス テムの開

発継続
・VLBIと 衛 星 レーザ測距法の

相互比較の研究継続

・平成5年 度まで実験継続(西 太

平洋実験)
・国土地理院 との第2次 実験協力

(5年 度まで)
・将来の宇宙空間VLBIに つ な

がる
・極地研究所の南極VLBI計 画

に協力
・長期的研究プロジェクトとして

取 り組み、 日本標準時の高精度

化と密接に関連させ る

・コロケーション実験の実施

VLBI(VeryLollgBaselineInterferometer):超 長 基線 電 波 干 渉 計

資 料5-30電 波 ・音 波 大 気 リモ ー トセ ン シ ン グ の 技 術 動 向

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

ウ イ ン ドプ ロ フ ア

イラ
・RASSの 研 究 開

発

・低層大気風速分布測定用レーダ

および環境影響物質輸送観測用

レーダの中間周波数部を改良

し、風速とRASS(気 温)の 同

時観測を可能とした。
・低層大気風速分布測定用レーダ

の沖縄観測所への移設、調整
・環境影響物質輸送観測用レーダ

の総合調整、実験
・環境影響物質輸送観測用レーダ

とラジオゾンデとの風速 ・気温

測定の比較実験
・FM音 波 を用 いたRASSの 検

証実験

・低層大気風速分布測定用レーダ

によるアジアモンスーン観測の

研究
・環境影響物質輸送観測用レーダ

を用いての観測及びデータ解析
・降雨時の気温高度分布測定の応

用実験を継続

RASS(RadioAcousticSoundingSystem):音 波 源 と ドップ ラ レー ダ で 構 成 し た 気

温 ・高 度 分 布 を 測定 す る装 置
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資料5-31マ イク ロ波 リモー トセンシングの技術動向

項 目

1

概 要
4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

到際実験

国内研究開発

睨測実験

・航空機搭載マイクロ波散乱計/

放射計による降雨観測に関する

NASAと の共同実験研究(対

流 ・降水 ・帯電観測実験)
・熱帯降雨観測衛星(TRMM)搭

載降雨レーダ技術の開発
・地上 リンクを用いた降雨量とミ

り波減衰の測定実験
・広域海洋観測システムの開発

・氷床観測用アイスレーダの開発

・マイクロ波センサー複合利用の

研究
・短波長ミリ波帯電磁波による地

球環境計測技術の研究
・航空機搭載用 ドップラー ・偏波

レーダの開発
・小型 ・高性能航空機搭載映像

レーダ(SLAR)に よる降雨の観

測実験及びそのデータ処理
・SLARに よ る海洋油汚染観測

実験、データ処理(ERS-1、

JERS-1実 験参加、NASDA
との共同研究)

・NASAと の共同実験研究の継

続

・NASA 、宇宙開発事業団と協力

して開発を継続
・NASAと の共同実験研究の継

続
・継続

・継続

・継続

・継続

・継続

・継続

・参加継続

資料5-32レ ーザ リモー トセ ンシングの技術動向

項 目
概 要

4年 度の研究動向 5年 度以降の研究予定

寺来 型 ア クテ ィブ

ヒンサー の開 発

・～ザ ヘ テ ロダ イ
ー

/フ ジオメータ

少漠中大気塵測定

目ライダー

fナ ツボ火山雲観

剛
・一ザ測距を利用

トる山体変形の検

ゴ
三宙光通信地上セ

・タの利用

・EYE-SAFETY近 赤 外 域 ラ

イダー の開 発
・風 向 ・風 速 測定 用 コ ヒー レ ン ト

ライ ダー の 検討
・惑星 及 び地球 大 気 組 成用 レー ザ

ヘ テ ロ ダ イ ンラ ジ オ メー タの研

究
・中 国蘭 州 で の黄 砂 観 測

・稚 内 での 観 測

・磐 梯 山で の地 形 測 定

・赤 外 、可視 カ メ ラ及 びFTIRに

よ る衛 星 、 天体観 測
・レー ザ 測地 観 測

・近 赤 外 域 レー パ の 開発 継続

・継続

・継続

・継続

・継続

・継続

・継 続

『TIR:フ ー リエ 変換 分 光 計
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資料5-33デ ー タ通信システムのハー ドウェァ技術の動向

項 目
概 要

平成4年 度までの技術動向 平成5年 度以降の研究課題

本体系装置 ・マ ル チプ ロセ ッサ に よ る処 理 技術

・密 結 合 二4～8プ ロセ ッサ に て

100～300MIPS

(MIPS:MiHion

InstructionPerSec.

ond)

・疎 結合:複 数 プ ロセ ッサ群 に よ

る周辺 装 置 等 の 共用

・拡 張記 憶 装 置(数GB)

・ギガ(G)オ ー ダア ドレ ッシング

・RISCア ー キ テ クチ ャ

・リモー トチ ャ ネ ル

一

・超 マ ル チ プ ロ セ ッサ に よ る高 速、
「

高 信 頼性 技術

・密 結合 上 限拡 大:16台 以上 のプ

ロセ ッサ

・超 並 列処 理:1000台 以上 の プ ロ

セ ッサ

・専 用機 に よ る分 散処 理

・デ ー タベ ー スマ シン

・ファ イ ル サー バ

・通信 処 理

・OLTP/FTP

(オ ン ラ イ ン トランザ ク シ ョン処

理/フ ォー ル トトレ ラ ン トプ ロ

セ ッサ)

・半 導 体 利 用 技術 の拡 大

・拡 張 記 憶 装 置 の上 限 拡 大

・テ ラ(T)オ ー ダア ドレ ッシン グ

通信処理装置 ・ISDN回 線(64Kbps)に 対 応 す る

技 術

・OSIの 実装

・ISDN高 速 回 線(1 .5Mbps)に 対

応 す る技術

・GW機 能 の 拡 充

周 辺 装 置 ・磁 気 デ ィ ス ク

百GB以 下/装 置

(1GB=10億 バ イ ト)

・大 容 量 記憶 ラ イブ ラ リ装 置

(DAT、8mm、 光磁 気 デ ィ ス ク)

・磁気ディスクアレイ(数 台～数十

台のドライブを並列記憶したり、

二重化)の オンライントランザク

ション処理への普及

・大規模キャッシング技術の導入
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データ通信システムの ソフ トウェア技術の動向

項 目
概 要

平成4年 度までの技術動向 平成5年 度以降の研究課題

ソフトウェア

の作成及び維

持管理の効率

化

・4GLの 製 品化 と普 及

・統 合CASEの 製 品化 と普 及

・上 流 工程CASEツ ー ル強 化

・ベ ン ダー に依 存 しな い4GL 、

CASEツ ー ルの 技 術 開発
・CASEツ ー ル の広 域(オ ー プ ン)

化
・オブ ジ ェ ク ト指 向技 術 活 用 の統 合

CASEツ ー ル の製 品 化
・ダ ウ ン サ イ ジ ン グ化 を支 援 す る

CASEツ ー ルの 技術 開発
一

シス ァム ソ フ

トウ ェアの 動

向

・ダ ウンサ イ ジン グ

・ベ ンダ依 存 シス テム イ ン タフ ェー

スか ら の 離 脱(MIA、POSIXな

ど)
・PC用OSの 高 機 能 化(Windows)

・オブ ジ ェ ク ト指 向DBの 製 品化

オブジェクト指導OS
・分散システム構築技術

・高多重普列処理

ネ ッ ト ワ ー

ク ・アー キテ

クチ ャ

・OSIプ ロ トコル の 基本 的 な機 能 の

検 討終 了
・N-ISDN伝 送 技 術

・FDDI-LANの 伝 送 技術

・OSIプ ロ トコル製 品 の普 及

・高 速 通 信 技 術(B-ISDN 、 高 速

LANフ レー ム リレー)
・通 信 セ キ ュ リテ ィ技術

・マル チ メデ ィ ア通信 技術

資料5-35デ ー タ通信システムの機密保護技術の動向

項 目
概 要

平成4年 度までの技術動向 平成5年 度以降の研究課題

暗号化技術 ・ICカ ー ド利用の暗号化技術
・暗号鍵を利用したデジタル署名技

術
・秘話通話への適用

・ICカ ー ドな ど を利 用 した 高 度 暗

号 化 技術
・ネ ッ トワー ク対 応 の暗 号 化 技術

個人認証技術 ・パ ス ワー ドに よる認 証 技術 ・指紋、網膜など個入の特徴を利用

した認証技術

共 通制 御ハ ー
ドウ ェア

・汎 用 プ ロ セ ッサ主 体 ・RISCプ ロセ ッサ の 活用

・DSPの 活 用

基 本 ソ フ ト

ウェ ア

・Windows環 境

・GUI操 作 環境

・Window環 境 十 マ ル チ メ デ ィア

環 境

入

出

力

技

術

文字認識
技術

・手書き漢字文字による文字認識技

術

・手書き文字による自然文章解析

図形等入
出力技術

・イ メー ジ ス キャ ナ に よる 図形 入 力

・ビデ オ画 像 表 示

・3次 元モデリング技術

・高速度画表示技術

音声入出
力技術

・単語合成出力技術

・特定話者に対する音声認識

・限定語意の不特定話者認識

・自然音声出力技術
・不特定話者に対する自然言語理解

技術
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資料5-36デ ータ宅内装置技術の動向

項 目
概 要

平成4年 度までの技術動向

幽

平成5年 度以降の研究課題

共 通 制 御 ハ ー ド

ウ ェア

・汎 用 プ ロ セ ッサ 主体 ・高速 汎 用 プ ロセ ッサ(CISC 、

RISCプ ロセ ッサ)
・マ ル チ プ ロ セ ッサ

基 本 ソフ トウ ェア ・Window環 境

・マ ル チ タ ス ク環 境

・Window環 境 十 マ ル チ メデ ィ

ア環 境

入

出

力

技

術

文字認識技

術

・マルチフォン ト印刷文字認識

・楷書で丁寧な手書き漢字認識

・定型フォーマット帳票認識

・オム ニ フ ォ ン ト印 刷 文 字認 識

・自由 手 書 き漢 字 認 識

・フ リー フォー マ ッ ト文 書認 識

図形等入出

力技術

・イメー ジ ス キ ャナ に よ る図形

入 力
・画像 符 号 化

・イ メー ジ表 示 、CG

・ビデオ入力圧縮技術

・高速動画表示技術

音声入出力

技術

・単語合成出力

・特定話者に対する音声認識

・限定語意の不特定話者認識

・自然音声出力技術

・不特定話者に対する自然言語

理解技術
・連続音声認識

・音声会話制御

資料5-37ロ ー カルエリアネッ トワーク技術の動向

項 目
概 要

平成4年 度までの技術動向 平成5年 度以降の研究課題

高 速 系LAN

(数十Mb/s～)

・FDDI(100Mb/s)の 標 準 化 の

進 展

SMTRev.6.2→Rev.7.2

・よ り対 線100Mb/sLAN技 術

TP-PMD

100Base-T

・次世 代 高速LAN技 術

(600Mb/s～Gb/s)

・標準化の確定 と相互運用性の

確保、コンフォーマンス試験

の標準化

・標準案の確定、既標準との整

合
・高速媒体アクセス制御

、サー

ビス多重化高速WANア ク

セス方式等技術開と標準化

低 中速 系LAN

(～数十Mb/s)

・同 軸、 よ り対線 を使 用 した10

Mb/s系LANの 標 準 化 は ほ

ぼ 終 了 し、 普 及 段 階 現 在 は

ネ ッ トワー ク管 理機 能 の機 器

類 へ の搭 載が 開始 され てい る。
・無線LAN標 準 化 へ の 取組 み

(2Mb/s～20Mb/s程 度)

・IVD-LAN4Mb/sの 標 準

化 が ほぼ 完 了

・ネ ッ トワ ー ク管 理 方 式 の標 準

化
・無 線MAC

、 無線PHYの 標 準

化

・20Mb/s系IVD-LANの 標

準 化
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5-7各 種通信技術

資料5-38通 信用電源の技術開発の動向

終 58 59 610 161 62 63 元 2 3 4 5年度
以 降

ツ タル化
の対応

●D70 形 パ ッケ ー ジ コ

● プー

ンノく一!

ス タ 式 直 流供 給

〃

方式

● オン

●RT

ボー ドコンバー

用電源装置

●小型

タ

RT-BOX
用 電源装 置

贋 源 ・省
.ネ ル ギー

1策

●デマ ン

● 高周

ド制御装置

波スイ Ψチン ク1整流器

●分散給電方式 ●改良分散給電方式

1用電源以
・による装

iの開発

●タ リウス形風力発電装置

●リモ
発電装置

一 トラ; 〉エ ー タ方式デ. 一 ゼ ル

.害防災対
1

●モール ド形 告ランス

● ケー ブル保 護用 ヒュ一 ズ

●機能
搬形 岨

・守作業の

「率化対策

●診断機能付!

●蓄電

・容量デ

池式容量

●診断

●中容

〆発電装

置

置

イーゼノ

池

●電力

●蓄

レ発電装

保守総合管理シ

●機能

電池放雷

置

●電力
ステ

電残時間

●診断
容量
ル発

ステム

高度化受電装置

保守作業支援シ
ム

算出装置

機能付大
ディーゼ
電装置
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資料5-39通 信用線路土木の技術開発の動向

年度
区別

58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

一

5年度
以 降

管理関連技
術

●掘肖i溝に入 )ない管

●CAB方 武の本格導入

●非開

●非開

路建設披術

削管路建設技術

削管路診断・補

●地下埋設物位

一

修技術

ム置探知

●非開

(エース モー ル等)

装置

削管路撤去更改技術

とう道関連
技術

● ¢

● 吐

Lう 道 管

・う道 一

理システム

管路連結技術

一

ケー ブルの

敷設修理技
術

●GI型 加入老

●難燃ケー ブノ

●簡 易

光 フアκバー ケ

レ布 設 ・

建柱機

●SM

一ブル布設 ・

修理技術

(電柱)

● メタ リッ

修

型加入者光ケー

●光ケ

理技術

ブ ル布 設

クケーヴルの無瞬 断切毛

技術

・修理

一ブル非ガ ス保

● ケー ブルー㌻

● メタ リッ
ルの 多大

技術

1

技術

学技術

守技術

監化架渉

クケープ
パ ン布設
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資料5-40電 波予報 ・警報の技術動向

項 目
概 要

4年 度 の 研 究 動 向 5年 度以降の研究予定

太陽 ・地磁気観

測

電離層観測

国内・外の観測

データの収集

予報 ・警報の発

令

観測資料の公表

・平磯宇宙環境センターにおい

て太陽電波スペクトル、太陽

光、及び地磁気観測を実施する。
・太陽磁場及びプラズマ動態観

測装置の整備を継続し、試験

観測を開始する。

・観測データのデータベース化

を行う。
・国内4電 波観測所(稚 内、小

金井、山川、沖縄)と 南極昭

和基地において、電離層定常

観測を実施する。
・斜入射電離層観測データ、南

極電離層観測データのデータ

ベース化を実施している。

・IUWDS(国 際ウルシグラム

世界日業務機関)の 情報網に

より、太陽地球間観測データ
L

を収集する。
・気象庁より気象衛星の宇宙環

境データをオンラインで収集

する。
・短波伝搬状況及び電波擾乱予

報を電話サービスで速報する。
・太陽地球環境予報を関連機関

にファックスで速報する。
・太陽地球環境データを計算機

ネットワークを通じて速報す

る。
・太陽 ・地磁気擾乱に関する予

報 をIUWDSの 情 報網で速

報する。
・太陽観測データと電離層観測

データを太陽地球間物理研究

に資するため、電離層月報 と

して毎月公表する。

・太陽 ・地磁気の観測を継続す

る。

・太陽磁場及びプラズマ動態観

測装置の整備を継続する。

・国内4電 波観測所と南極昭和

基地において電離層定常観測

を継続する。

・一データ収集を継続する。

・継続して実施する。

・継続して実施する。
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資料5-41周 波数、時刻及び時間間隔の標準の技術動向

項 目
概 要

4年 度 の 研 究 動 向

魎

5年 度以降の研究予定

原子周波数標準

の研究

精密周波数 ・時

刻比較の研究

周波数 ・時刻標

準の供給及び利

用法の研究

・実験室型セシウムー次標準器

の研究を行う。

・光励起型セシウム標準器の研

究開発を行う。

・原子ビームの減速に関する研

究を行う。

・水素メーザの標準器の高性能

化の研究を行う。

・レーザ技術によるイオン蓄積

型高精度周波数標準器の研究

を行 う。

・測地衛星 とレーザ測距装置を

用いた時刻比較方式の開発を

行 う。
・GPS衛 星 を利用した時刻比

較の高精度化の研究を行 う。

・インテルサット衛星を用いた

国際時刻比較実験を行う。
・標準電波を発射すると共に時

刻標準を供給する。

・電話回線、衛星回線などによ

る時刻標準の供給方法にっい

て研究する。

嘱

・実験室型セシウムー次標準器

の改良を行 う。

・光励起型セシウム標準器の実

用化の研究を行う。

・原子ビームの減速と蓄積技術

に関する研究及び原子標準へ

の応用について研究する。

・水素メーザの安定度改善、超

電導技術の応用に関する研究

を行 う。

・イオン蓄積 とレーザ冷却に関

して研究する。

・レーザパルスのピコ秒精度の

計測技術の開発を行う。

・GPSを 用いた国際的な時刻
P

比較に協力すると共に、比較

精度の高精度化について研究

を進める。
・国際共同実験を進める。

・継続して実施する。

・電話回線による時刻の供給施

設を整備する。

資料5-42成 層 圏無線中継システムの技術動向

項 目
概 要

4年 度 の研 究 動 向 5年 度以降の研究予定

電力伝送システ

ム開発

・マイクロ波電力伝送用送信ア

ンテナ制御系位相制御部の試

作と機能試験を実施
・電磁環境測定装置の整備

・マイクロ波電力伝送地上実験

システムの開発、実験および

電磁環境効果の評価と対策技

術の開発
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5-8基 準認証制度等

資料5-43用 途別高周波利用設備許可件数(累 計)の 推移

年度末
区 別

62 63 元 2 3

亘信用
覧 備

電力線搬送設備 !7,671 18,158 17,833 17,831 17,763

誘導式通信設備 703 686 714 758 781

小 計 18,374 !8,844 ユ8,547 18,589 18544

医 療 用 設 備 13,767 14,044 14,125 14,426 14,700

工 業 用 加 熱 設 備 38,987 39,702 40,311 40,950 41,470

各 種 設 備 106,652 107,550 108,133 108,920 110,066

合 計 177,780 161,296 181,116 182,885 184,780

(注)許 可の対象となる高周波利用設備は、10kHz以 上 の周波数を使用する通信設備

(郵政省令で定めるものを除 く)及び、ISM設 備(産 業用、科学用、医療用、家庭用

その他これと類似の用途に利用する通信設備以外の設備で、高周波出力が50Wを 超

えるもの)で ある。

資料5-44高 周波利用設備の機種別型式指定 ・確認件数

(累計)

年度末
藍別

62 63 元 2 3

投送 式 イ ン ター ホ ン 81 81 82 84 85

匡 子 レ ン ジ 255(692) 380(692) 516(692) 629(692) 730(692)

琶磁誘導加熱式調理器 130 146 156 180 221

寮音波洗浄機、超音波ウェ
レダー及び超音波加工機 160 191 220 253 281

一般搬送式デジタル伝送

蔓置
68 83 100 108 117

寺別搬送式デジタル伝送
蔓置

10 12 35 38 44

合 計 704(692) 893(692) 1,109(692> 1,292(692) 1,478(692)

(注〉()内 の数字は旧制度における電子レンジの型式指定の件数
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資料5-45無 線設備の較正 ・性能試験の処理件数
(累計)

年度末
区別

63 元 2 3

.

4

較 正 519 637 666 678 694

性 能 試 験 208 214 221 235 243

(注)部 内 の もの を除 く。

資料5-46端 末機器技術基準等適合認定状況

(累計)

年度末
区別 63 元 2 3

4

〔5年2月 末)

技術基準適合認定 4,638 6,083 7,415 8,552 9,590

電 話 機 1,479 1,829 2,109 2,285 2,454

構 内 交 換 機 240 353 470 551 624

ボ タ ン 電 話 機 565 747 999 1,232 1,437

そ の 他 の 機 器 2,354 3,154 3,837 4,484 5,075

技術的条件適合認定 1,850 2,459 3,061 3,607 4,066

専 用 回 線 端 末 797 1,025 1,244 1,438 1,594

ファクシミリ通信端末 2 2 2 2 2

回 線 交 換 端 末申 769 LOO9 1,080 1,119 1,136

加 入 電 信 端 末 86 88 88 89 89

テ レ ビ 会 議 端 末 7 7 7 7 7

自動 車 電 話 端 末 58 81 97 116 124

船 舶 電 話 端 末 9 9 9 11 11

空港 無線電話端末 7 7 10 10 10

ISDN. 49 148 435 720 996

そ の 他 66 83 89 95 97

総 計 6,488 8,542 10,476 12,159 13,656

*パ ケ ッ ト交 換端 末 を含 む。
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資 料5-47技 術 基準適合証明の証明数

(累計)

年度末

区別

試 験 申 請 合 格 台 数 書面申請
合格件数

63 元 2 3 4 4

沿岸無線電話 8,623 8,623 8,623 8,623 8,623 2

航 空 機 電 話 127 140 150 ユ90 210 0

自動 車 電 話 196,276 286,510 296,084 401,675 460,253 79

MCA 197,898 204,668 206,446 221,205 242,520 47

地域防災無線 38 59 123 201 273 0

港湾無線電話 980 2,280 2,880 4,777 5,377 2

簡易陸上移動 0 2,300 8,600 8,805 9,315 3

テ レター ミナ ル 一 597 1,159 2,523 3,588 0

空港無線電話 一 826 1,636 1,991 2,29ユ 0

SSB 162 162 162 162 245 0

デジタル無線 230 470 1,537 2,728 3,345 19

F3E等 80,458 98,020 112,449 126,838 143,735 3

特定ラジオマ イク 一 47 567 1,443 2,088 0

無 線 標 定 2,121 2,625 3,075 4,241 5,635 0

市 民 ラ ジ オ 526,647 587,675 6ユ9,798 639,987 658,667 10

パーソナル無線 1,684,232 1,740,241 1,756,846 1,788,961 1,802,766 7

50GHzCR 1,834 2,187 2,580 2,958 3,396 0

構 内 無 線 22,928 32,930 37,838 43,374 47,289 0

コー ドレス電 話 225,567 272,529 288,788 315,508 329,088 1,034

特 定 小 電 力 19,112 238,725 447,773 1,205,079 1,687,098 73

VSAT 一 682 L513 1,778 2,821 0

アマチュア無線局 } 一 一 0 1,000 36

800MHz帯 デ ジ
タル 自動 車 電話

一 一 一 } 2,085 0

テ レ メー タ用 等
の 固定局

一 一 一 } 198 0

1非 常警護固定局用 一 一 　 一 2 0

小 電 力 セキ ュ リ
テ ィシ ステ ム

一 一 一 『 0 0

合 計 2,967,233 3,482,296 3,798,627 4,783,047 5,421,908 1β15



一602-5技 術 開 発

資料5-48無 線機器の型式検定合格機器の件数
(累 計〕

区 分 63年 度 元年度 2年 度 3年 度 4年 度

義務検定機器 周波数測定装置 245 247 251 254 254

警急自動受信機 48 48 48 48
一

48

船舶救命用無線機器 34 35 41 54 58

DSC送 受信機※ 一 一 4 27 28

DSC装 置 ※ 一 一 2 8 8

狭帯域直接印刷電信※
　 一 3 5 5

DSC専 用受信機※ 一 一 4 14 14

ナ ブ テ ッ クス ※ 一 一 4 4 4

手掘 蔓礫 耀 馨能グルー
一 一 一 『

0

船舶地球局
一 一 一

{ 0

航空機用無線機器 26 26 26 30 30

無線方位測定器 133 133 133 133 ユ33

レ ー ダ ー 426 499 549 616 649

任意検定機器 気象援助用無線機器 170 174 174 174 177

ミニサテ用送受信装置 5 5 5 5 7

海上DSB 一 一 　 『 1

公共 用 トラン シー バー 8 8 8 8 8

航空機無線電話 1 2 2 2 2

800MHz帯 自動 車 電 話 33 45 86 103 122

1500MHz帯 自動 車 電 話 一 一 一 『 0

MCA 90 114 140 159 171

デジタルMCA 一 一 　 『 0

地域防災用無線機器 2 5 9 11 16

港湾無線電話 2 5 8 9 9

簡易陸上移動無線電話 0 3 5 7 10

テ レター ミナ ル 0 1 1 3 5

空港無線電話 0 2 2 2 2

沿岸無線電話 4 4 4 4 4

簡易無線 1,264 1,281 1,331 1,372 1,399

非常用位置指示無線標識 58 58 60 60

ラ ジ オ ・ブ イ 188 190 196 201

60
-

201

SSB 508 515 517 517 517
一

F3E等 2,489 2,540 2,598 2,704 2,794

高周波利用機器 0 0 0 0

一
〇

合 計 5,734 5,940 6,211 6,534 6,736
一

(注)1.レ ー ダー に は、 義務 検 定 に該 当す る もの と任 意検 定 に 該 当す る もの が あ る,

2,※ の機 器 は、4年2月1日 よ 「)義務検 定 機 器 に移 行 した。'

資料5-49ガ ッ ト通報件数

年 度 63 元 2 3

規 格 ・ 基 準 6 4 4 4

4二

4
一

認 証 制 度 5 1 2 4 4一
(注〉 我 が 国 は55年5月 に ス タン ダー ド協 定 を受 諾 した6



特 殊 切 手

(平成4年4月 ～平 成5年3月 発行)

歌 舞伎 シ リー ズ第5集

(4.4.10)

切 手趣 味 週 間

(4.4,20)

沖 縄復 帰20年 記 念

(4暫5.15)
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歌 舞 伎 シ リー ズ第6集

(4.6.30)
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国 際宇 宙 年

(4.7.7)

平成4年 郵 政 省 只 愚 己 日♪τr;=三[Fご匿

ふ み の 日

(4.7.23).

ふ み の 日

(4.7,23).・
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第3回 郵 便切 手 デ ザ イ ンコ ン クー ル

(4.10.9)

第30回lCA東 京大 会 記念

(4.10.27)

文化 人切 手 ・一関 孝 和

(4.lI,4)

文化 人切 手 ・与謝 野 晶子

(4.ll.4)

税 理 士制 度50年 記 念

(4.ll.9)

平 成5年 用 年 賀切 手

(4,lI,16)

馳層



水辺 の 鳥 シ リー ズ第6集

(5,L29)

1993年 アル ペ ン ス キー世 界 選手 権 盛 岡 ・雫 石 大 会 記念

(5.2.3)

四季 の 花 シ リー ズ第1集

(5.3.12)

水辺 の 鳥 シ リー ズ第7集

(5.3,31)



も

の 、 る さ と 切 手

互合 庵 と 日本 海(新 潟 県)

(4.5.1)

国 土緑 化(福 岡県)

(4.5.8)

キ タ キツ ネ(北 海 道)

(4.5.29)

立 山連峰(富 山県)

(4.6.10)

陸 中 海岸 ・北 山崎(岩 手 県)

(4.6.23)

来 島海 峡(愛 媛 県)

(4.6,23)

鶴 崎 踊(大 分 県)

(4.7.1)

・聖 鴇8・

冬{

山 口七 夕 ち ょ うちん祭 り

(山 口県)・(4.7.7)

rrρ 一 」

酒水 の 滝(神 奈川 県 〉

(4.7.24)

L

'



黒 田節(福 岡県)

(4.8.3)

那 覇ハ ー リー(沖 縄 県)

(4.8.17)

大 阪 城 とOBP(大 阪府).

(4.9.18)

コ ノハ ズ ク と鳳来 寺 山

(愛知 県)(4.10.15)

"

男 鹿 半 島 「入 道崎 」(秋 田 県)

(5.2。12)

袋 田の 滝(茨 城 県)

(5.3.26)

平成5年3月15日 郵模 第83晒




